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1.序 論

A.問題意識
わが国の総合農協(以下，農協と略す)は経済の

高度成長に伴ない農産物の需要増加に支えられなが

ら事業量を伸ばしてきた。一方，農業生産力の増大

と食生活の洋風化が進んだ結果，米をはじめとする

主要農産物の供給量が次第に需要量を上回り各種の

生産調整政策が講じられた。とりわけ米の生産調整

(以下，減反と称す)政策は実施されてから 20年以

上経過し，今なお継続されている。それまで稲作地

帯の農協は食管制度の下，米穀集荷代行機関として

農協にとって最も経済的負担の少ない米を集荷する

ことにより販売事業をはじめ，購買事業，信用事業

において事業量を伸ばしてきた。しかし，減反実施

後，わが国の農業は米価の据え置きや転作対応に直



112 北海道大学農学部邦文紀要第21巻第2号

面し，地域農業をはじめとする外部の経済環境に規

定されやすい農協にとって，それらの変化は経済主

体として適応するため農協自身の経営構造に変化を

もたらしたと考えられる。すなわち，稲作地帯の農

協は米の取り扱いにより享受した経営上の有利性が

損なわれ，厳しい減反措置がとられている北海道に

おいても次第に都市型農協と同様の総合性を喪失

(二経営の空洞化)した農協が現れてきたと指摘さ

れている。

また，従来都市と農村において住み分けがなされ

てきた金融や保険，大手小売業が兼業化や混住化の

進展と共に農村へ積極的に進出し，農協の事業経営

に少なからず影響を与えてきたと考えられる。他業

態企業と農協の競争が激しさを増すことにより農協

は経営の効率化と競争力を強化していくことが重要

な課題であると言える。また今後の農協経営の方向

性を考えていく上で，これまでの農協の経営経済的

構造の変化を分析することは不可欠で、ある。

従来の研究では上記の議論の前提となるべき農協

の事業効率性に関する研究が少ない。その理由は農

協が一般企業には認められていない数多くの事業部

門を一子に兼営する経済主体としての側面が実証分

析を複雑かつ困難にしたためである。そこで本論文

では以上の問題意識を踏まえ，減反開始から今日に

至る北海道の稲作地帯における農協の事業効率性の

変化とその要因について分析を行う。すなわち，農

協の経営経済的構造がどのように変化してきたかを

計量分析を主体に明らかにする。なお本論文で用い

る事業効率性とは，以下の章で述べる規模の経済性

や範囲の経済性，経営効率性を含んだ直接事業にか

かわる経済学上の効率性を意味する。

ところで農協は株式会社等の企業とは異なり，農

家という「経済的弱者」が協同して経済活動を行う

組織であり，農協それ自体が営利を目的として事業

活動を行ってはいない。しかし経済主体として存続

するためには一定の収益の確保は必要であり，また

事業経営の悪化は農協の経営基盤の弱体化のみなら

ず組合員への負担増加につながることから，その意

味でも事業効率性に関する研究は意義のあるものと

考えるo

今後の規模拡大を含めた競争性と効率性に対する

経営政策的条件を明らかにする。

B.農協の計量経済学的研究における成果と問題点

a.既存の農協の計量経済学的研究

わが国の農協は昭和 22年の農業協同組合法制定

以来日年近くなるが，その間農協は幾多の危機に直

面しつつ今日に至っている。また最近の農産物貿

易・金融の自由化，新食糧法の制定など内外の情勢

変化に対して農協の経営環境が一段と厳しくなり，

これから農協がそれにどう対応していくのかが注目

される。そのような中で農協経営に関する研究が数

多く，蓄積されたが，一口に農協経営の研究と言って

もそれは多岐にわたり，方法論的にも統一性を欠い

てきた。周知のように農協は信用，販売，購買，利

用の諸事業を兼営する戦前の産業組合を前身とした

協同組合であり，それらの事業が農協に継承された

ことから一般の営利企業には見られない複雑で独得

な経営体をなしている。そのため，従来の農協研究

は理論および計量経済学的な研究をする上での有効

な分析フレームワークが存在しなかったことから，

もっぱら事例分析主体の研究が主流を占めていた。

が，ここ数年の聞に理論的にも方法論的にも有効な

プレームワークが開発されたことから精力的に計量

経済学的側面からのアプローチがなされている。特

に計量経済学的分析はこれまで通説となっていた農

協の総合経営の強みや合併の有効性，経営組織内部

における意思伝達機構のあり方など十分明らかにで

きなかった問題を取り上げていることから伝統的な

事例分析主体の研究を補完するものと位置づけられ

よう。そこで以下では圏内における総合農協の計量

分析に限定し，研究史を見ていくこととする。国内

の農協研究のサーベイに限定する理由は，太田原81)

が指摘しているとおり，外国で日本型の総合農協制

度を採用している国はタイ以外に見られないことか

ら，外国の研究では総合農協の計量分析がないため

である。

1)規模および範囲の経済性

農協を対象とした計量経済学的研究はこれまであ

まり多くなされてこなかったが，その中でも農協の

規模の経済性に関するものが中心であった。

農協の近代経済学的分析は藤谷16)が先鞭をつけ

た。藤谷16)の研究は農協の適正規模を理論的に提示

し，その後の規模の経済性の計量経済学的研究の足

がかりとなった。

亀谷48)は，藤谷16)の提示した農協の最小適正規模

を各事業ごとに事業分量と事業コストとの関係から

数量的に検討しているが，亀谷自身も認めているよ

うに最小適正規模の基準値をどのように設定するの
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かという問題が残されている。長谷部26)は「金融仲

介機関論」を援用し，北海道の農協の事業活動にお

ける規模の経済性を農業地帯別に費用関数の計測に

より検証した。また，馬117)は農協が費用最小化行動

をとると仮定し，費用関数を計測している。これら

の実証的研究は農協の個々の事業に関する規模の経

済性を計っているが，農協が複数の事業の兼営を

行っているため，範囲の経済を追求し得る基盤を本

来的にもち，不採算部門に対して他部門からの補完

ができるという事業部門聞の関連など農協の特質が

十分に考慮されてはこなかった。

近年複数財生産を取り扱える理論および分析方法

が開発された。そのひとつがBaumolet al.6)に

よって提示された複数財生産の理論であるが，神

門22)は農協の各種事業兼営という点から事業部門

間の補完性の傾向を二時点、問比較の分析を行った。

そこではほとんどの事業部門聞において補完性が弱

まっている。川村間はこの理論を援用し，各都道府

県の 1農協当りの平均値をサンプルとして全国レベ

ルで農協の規模の経済性と範囲の経済性について計

量経済学的研究を行った。その後，同様の研究が近

藤巧叫と井口36)によって行われた。

2 )経営効率性

茂野94)はCharnes et al.11)によって開発された

DEA法を用いて，農協経営の技術効率性と規模効率

性を計測し，同時に技術効率性を規定している要因

を明らかにすることを通じて，農協合併や経営改善

に関するインプリケーションを引き出している。小

沢82)は茂野94)で分析されなかった資源配分効率性

についても計測し，さらに規模の経済性と経営の効

率性の関係を検討している。吉井126)は各都道府県

について農業共済組合と連合会を対象に全国レベル

で、分析を行った。

3 )部門分析

神門23)は信用事業の利ざやの縮小が他の事業の

活動量と純収益に及ぽす影響を分析し，利ざやの縮

小が収益減少よりも事業活動量の減少をもたらす効

果が大きいことを明らかにした。神門24)は信用事業

の貸付金残高の増大によって信用事業の経営構造の

変化を分析した。また，貯金金利の上昇の影響を貸

付金残高の増大で補償する場合にどの程度の増大が

必要かを計測した。これらの分析では貸付金残高の

増大が職員の雇用と貯金残高の確保には有効である

半面，純収益の確保には有効ではないとしている。

神門25)はこれまで農協研究で不足していた他業態

との競争関係に関する数量的実態分析を行い，都道

府県別に家計部門の預金，借入金，生命保険料支払，

消費支出にしめる農協のシェアの時系列推移を検討

した。結果は借入金残高にしめる農協のシェアは低

下している一方，それ以外については同様の傾向が

見られず，計測対象年の「利用者の農協離れjが進

行しているという見解は支持されなかった。

4 )農協組織における意思決定構造

松田川は農協組合員と役職員との意識構造，とり

わけ大規模農協と小規模農協聞における意思決定基

準の相違の存否について階層化意思決定法(AHP)

により分析を行った。それによると小規模農協の方

が組合員と役職員との意思決定がほぼ同じ基準でな

され，逆に大規模農協では両者の意識のズレが大き

いことが明らかにされた。このことは組合員と役職

員との意思の疎通を欠いたままの合併促進が農家の

農協離れを加速させる危険性があることを指摘して

いる。伊藤・大宮45)はAHP分析により同一規模グ

ループ内の農協を比較したが，経営効率の農協間格

差と組合長の相対評価には明確な相関関係がなく，

農協の経営効率の格差は組合長の資質よりも職員の

能力に負うところが大きいとしている。伊藤・青木46)

は役員と幹部職員聞の意識の相違が経営効率に及ぼ

す影響を AHPにより分析した。そこでは具体的な

事業内容に関する経営陣の合意形成が困難であり，

経営陣の意識のズレが経営を阻害する要因となる可

能性が指摘されている。堀田・長谷部町は農協の生

産部会の活動からみた営農指導員の役割とその評価

について部会代表者に対するアンケートをもとに

AHP分析を行った。そこでは営農指導員のリー

ダー・シップが農業生産者の技術水準や生産性向上

のみならず，農協の経営強化・改善に貢献するとし

ている。

5 )合併シミュレーション

横溝・小野1刊は農協合併が農家に対する固定化

負債対策にどのような効果をもたらすかを明らかに

するため，シミュレーションモデルの計測を行った。

その結果，合併による農協の負債対策の効果がプラ

スに作用したことが示されている。飯国叫は農協の

広域合併が展開される中で，最適合併に関する手法

を開発し，シミュレーション分析を行っている。最

適合併は長期費用関数を用いて合併の組み合わせか

ら得られる総費用の最小となる組み合わせを基準と
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している。!川村町は単位農協のデータを用いて複数

財費用関数の推定により広域合併のシミュレーショ

ン分析を行い，広域合併に対するデメリットを指摘

している。

b.既存の研究における問題点

以上の研究成果から農協の事業効率性の研究に関

する問題点を次のように整理できる。

①規模の経済性と範囲の経済性について範囲の経

済性に関しては神門22)は2部門聞の関係(費用の補

完性)で捉えようとしているが農協全体でどうなの

かという分析には踏み込んでいなし'0) 11村聞は神門
の行わなかった農協全体の範囲の経済性を明らかに

している。ただし分析対象が各都道府県の平均デー

タを使用しているため個別地域の特質が析出されな

い点が指摘されよう。

②経営効率性に関して茂野94)や小沢叫は単年度

の分析にとどまり他の年度との比較を行った分析は

なされていない。また経営効率性の計測に伴う個々

の農協の検討にも踏み込んではいない。

③合併シミュレーションでは横溝・小野124)のシ

ミュレーションモデルによる分析は農協の信用事業

に主眼を置いたもので，農協経営企体を分析したも

のではない。さらに対象農協も 1農協に限定し，時

系列で分析されているため，他の合併農協における

固定化負債対策がどうなのかも明らかにされてはい

ない。一方，飯田40)の最適合併の手法は対象範囲を

狭い範囲に限定せざるを得ず，かりに対象を拡げる

とかえって実現性の低い結果を提示するおそれがあ

る。また川村の研究では単位農協のデータを使って

複数財費用関数の計測を行ったが，多重共線性によ

る影響から良好な推定が得られなかったことからシ

ミュレーションの困難さを浮き彫りにする結果と

なった。加えて，これらの研究では広域合併した場

合の経営効率性分析もなされていない。

C.課題の設定と分析方法

A.の問題意識およびB.の既存の研究により本

論文の分析対象を北海道の稲作地帯における農協と

し，課題を以下のように 2つ設定する。

第一の課題として，農協の経営強化および合理化

のため規模を拡大し，コストの低下を図ることが経

営政策目標のーっとして考えられてきたが，果たし

て規模の経済性があるのか否か，同時に農協本来の

特徴であり強みでもある経営の総合性が発揮されて

いるのか否かを明らかにする。

第二の課題は農協の経営合理化または経営効率化

が言われて久しく，特に近年それが強調されている

が，実際に各農協の経営効率性がどの程度なのかを

明らかにしたい。その際，規模の大小が農協の経営

効率性に関連があるか否かを併せて検討する。また，

経営効率性に影響を与えるものが規模以外にどのよ

うな要因が考えられるのかを考察する。

上記の第一および第二の課題に関連し，農業環境

の大きな変化の中で農協もそれに対応すべく全国農

業協同組合中央会あるいは北海道農業協同組合中央

会を中心に農協の広域合併が構想されている。当然

のことながら農協経営の効率化・経営力強化のため

には合併が有力な選択肢の一つであれかりに合併

した場合，どの地域において合併のメリットが現れ

るのかを明らかにすることである。

次に各章と課題との関係について述べる。

第一の課題について，まずII.I農協の事業展開と

その特質jでは事実認識を把握するため，北海道の

農協における事業構造の変遷を減反開始前から最近

年までを統計的に分析する。その際，本論文の分析

対象となる稲作地帯の状況を明確にするため農業地

帯別(稲作，畑作，賂農，および全道)に検討する。

そして， III. I農協事業における規模の経済性と総合

経営のメリットJでは稲作地帯における農協に規模
の経済が働いているのか否か，また農協の特質であ

る経営の総合性のメリットに相当する範囲の経済が

存在するのか否かをトランスログ複数財費用関数を

計測し，計量経済学的に分析を行い，スケールメリッ

トと農協経営の総合性がどのような水準でトあったか

を比較静学的に検討する。

第二の課題を明らかにするため， N. I農協の経営

効率性とその要因Jでは稲作地帯における農協の経
営効率性を DEA(Data Envelopment Analysis/ 

包絡線分析)法を用いて分析する。その中では個々

の農協の経営効率性がどの程度か，経営効率性が規

模またはその他の要因と関連があるかを相関分析に

より明らかにする。

V. I規模拡大による農協の費用と経営効率性の

変化」では第一および第二の課題に関連し，北海道

農業協同組合中央会の広域合併構想、をもとに広域合

併のシミュレーションを行う。その中で費用がどの

程度の変化(増加または減少)を示すかを費用関数

の計測により行う。また広域合併により経営効率性

がどのような変化を示すかを併せて分析する。
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最後にVI. では結論としてIIl.から V. の分析結

果を要約し，農協における事業効率性に対する経営

政策的条件を提示し，今後の農協経営の展望を与え

る。

計量分析の対象とする期間は減反実施後から最近

年までとし，具体的には昭和47年度，昭和57年度，

平成3年度，平成6年度を計測の対象とする。これ

らの年度を選定した理由は，第一に農協経営にネガ

ティブな影響が出ると考えられる凶作年を避け平常

年をとること(ただし昭和 45年度と昭和46年度は

凶作年であった)，第二に昭和47年度は減反や自主

流通米が導入されてから僅か 2~ 3年しか経過して

おらず，その意味では生産者や行政当局，農協にとっ

てそれらの制度が定着するまでの試行錯誤の時期で

あったこと，昭和57年度はそれらの政策が導入後

10年以上経過し安定期にあること，平成3年度は米

価の据え置きやガット・ウルグアイ・ラウンド交渉

での一部農産物の輸入自由化と金融の自由化が進展

ないしは定着を見せていた時期であることによる。

第三に平成 6年度は V. で広域合併のシミュレー

ション分析を行うため最新年度のデータが必要とな

るからである。

ところで農協の規模を考える場合，農協をどのよ

うな側面で見るのかによって規模の捉え方が異なる

と言えよう。すなわち，農協は各種の事業を営む経

営体であり，また組合員を組織基盤とする組織体と

いう二面性をもった経済主体と言える。農協を組織

体として捉えるならば，その規模は正組合員戸数あ

るいは準組合員を含めた組合員数となり，経営体と

して見るならば，事業量がその規模と捉えられよう。

本論文は農協の事業経営活動を分析の視野に置くた

め農協を経営体としての側面から捉え，その規模は

事業量とする。

11.農協の事業展開とその特質

A.課 題

本章では北海道の稲作地帯における農協の事業展

開を長期的な視点から考察することによって近年の

農協事業の特徴を明らかにする。ところで農協の事

業経営は地域の農業構造や組合員の社会経済的性

格，さらに当該期における農業政策により規定され

る。

昭和45年の減反開始以来， 25年を経過している

今日においても米の過剰基調は基本的には解消され

ず農業の先行きの不透明感から離農や農業労働力の

高齢化，兼業化が進行し，農協を支える紙織基盤が

次第に変容を示しているo そのような中で，わが国

の農協は，周知のように食糧管理制度の下で正組合

員農家から独占的に米を集荷，米代金を農林中央金

庫から受領し，さらに予約前渡し制度により出来秋

前に受け取る仕組みによって信用事業の原資となる

一連の資金循環構造の中で農協経営が支えられてき

た。それは太田原81)が指摘するように「農協事業の

根幹を政府からの受託業務に置きかえてきているこ

とによることであり，自主的な協同組合としての事

業方式の確立を遅らせてきたj結果，減反の実施は

そうした農協の経営に大きな変化を与えたと考えら

れる。また北海道においては高い減反率の受け入れ

など組合員農家にとって非常に厳しい事態に直面

し，同時に農協にとってもそれまでの米麦型農協経

営からの脱皮が求められた。一方で北海道の農村に

はかつて見られなかった他業態企業の進出により

徐々に農協の事業活動が侵食され，部門によっては

恒常的に黒字に転換できない事態を迎えた。各農協

ではこのような事態打開のためにさまざまな方策が

模索され，今日に至っている。ごうした状況を踏ま

え本章では，減反政策開始以降の北海道の稲作地帯

における農協の事業経営の展開過程を長期的な視点

から考察することによって最近の稲作地帯農協の経

営的特質を明らかにしたい。

以下では，減反開始前から近年に至る農協の事業

展開を各経営指標を用いて他の農業地帯の農協との

比較において統計的に分析し，稲作地帯における農

協経営の特質を析出する。なお，本章で提示される

図は北海道信用農業協同組合連合会『農協の経営収

支と信用事業』から稲作(註1)および畑作，酪農，

全道の各農業地帯別のデータ(註2)から作成され

たものである。

B.減反政策と正組合員農家の動向

本節では最初に農協を組織している正組合員農家

の側面から減反政策期以降の動向について見ていく

ことにする。図 2-1は稲作および畑作，酪農，全道

の各農業地帯の一農協当たりの正組合員戸数の推移

を示している。同図で正組合員戸数の最も多い農業

地帯は稲作地帯である。稲作地帯では減反開始以前

は最高で、750戸を越えていたものが減反開始直後か

ら急激に減少していることが分かる o しかもこの時

期は酪農地帯でも正組合員戸数の減少を見せていた
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図2-1 地帯別の平組合員戸数の推移
Fig. 2-1 Change in the Number of Regular Mem-

bers in Each Agricultural Region 
資料:北海道信用農業協同組合連合会『農協の経営収
支と信用事業j(各年度版)より作成。
註1)正組合員戸数はー農協当たりの値。
註2)なお，本章の以下の図の出所は図2-1に同じ。

が，その状況は稲作地帯のそれとは全く異なる。す

なわちこの 1年間で平均 1農協の正組合員が

29.3%の減少，実数で222戸(757戸→ 535戸)が農

協を離れているのである。このような現象は極めて

特異であり，稲作地帯においていかに減反政策の実

施が正組合員の減少に大きな影響を与えたかが読み

取れる。

その後の推移を見ていくと，一部の期間を除いて

畑作地帯と酪農地帯の正組合員戸数が減少傾向を示

しているが，稲作地帯ではそれが概ね500戸前後で

推移しており，組織体としては相対的に稲作地帯の

農協が安定していると言える。

C.主要事業の動向

次に主要事業の動向について見ていくが，ここで

は稲作地帯の農協と他の農業地帯の農協との比較お

よび稲作地帯の農協における時系列的な事業実績の

推移を中心に検討する。

a.信用事業収支の推移

まず，図2-2は稲作および畑作，酪農，全道の農

業地帯における農協の信用事業収支(=信用事業総

利益一信用事業管理費，他の事業収支も以下同様)

の推移を見るため経済企画庁『国民経済計算年報(平

成8年度版)jの国内総支出 (GDE)デフレータ(註

3 )によって実質化したデータを図示したものであ

る。農業地帯聞の比較では稲作地帯の農協が昭和54

年度まで他の農業地帯の農協に比べ最も高い収支

(純益)を上げていたことが分かる。しかし，昭和

55年度以降は 3つの農業地帯の農協の信用事業収
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加

印

印

判

位単

円

20 

10 

0 
l釘o1972 1974 1976 1978目的 19821制限拓 l旬81蜘 19921991 
1971 1973 1鈍 19771979 1$1 1鈎 l錨 19871$9 1羽11蜘

年度

e 稲作+創作・酪農合全道

図2-2 地帯別の信用事業収支の推移(実質値)
Fig. 2-2 Change in the Profits of Credit Business 

in Each Agricultural Region (Real Val-
ue) 

註1)信用事業収支はー農協当たりの値。
註2)デフレーターは経済企画庁『国民経済計算年報J
(平成 8年度版)の圏内総支出デフレーター
(1990年=100)を用いた。

支が急速に減少し，とりわけ稲作地帯の農協の昭和

54年度と昭和55年度の下落幅は-39.7%(実質化

した金額で24，003千円) (註4)と最も大きしそ

れ以後の畑作地帯における農協と同じ水準の収支を

示している。畑作地帯の農協は昭和54年度まで稲作

地帯の農協と酪農地帯の農協の中間的な収支となっ

ているが，その後昭和61年度を除き，全道平均とほ

ぼ同じ水準を示している。酪農地帯の農協は昭和62

年度まで他の農業地帯の農協に比べ信用事業の収支

は低調である。しかし昭和 63年度以降，他の農業地

帯の農協とほぼ同じ水準の事業収支を上げている。

全体的に見れば昭和62年度まで農協は各農業地帯

聞で事業収支に大きな変動を示していたが，昭和63

年度以降は3つの農業地帯の農協は信用事業収支が

概ね同じ水準を示していることが分かる。

このように図 2-2から稲作地帯における農協の信

用事業収支が他の農業地帯よりも高いことが確認さ

れたが，信用事業において利益を上げる仕組みを把

握することが必要である。そこで信用事業における

資金の運用状況を観察するため，各農業地帯の貯貸

率をプロットし，図2-3にその推移を図示した。

図2-3から農業地帯間の比較をすると貯貸率が最

も高いのは酪農地帯であり，次いで畑作地帯となっ

ており，稲作地帯が最も貯貸率が低い。さらに時間

の経過とともにほぼすべての農業地帯で貯貸率が低

下している。稲作地帯が他の農業地帯よりも貯貸率

が低い背景は次のことが考えられる。
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図2-3 地帯別の貯貸率の推移
Fig. 2-3 Change in the Loan-Saving Ratio in Each 

Agricultural Region (Real Value) 
註)貯貸率はー農協当たりの値。

①減反の推進によって米の増産が不可能となり，農

業投資に対する抑制傾向が現れている。よって畑作

や酪農よりも固定資本投資が少ない。

②稲作地帯は他の農業地帯よりも比較的都市に近い

ため他の業態の金融機関との競争にさらされやすい

こと。従って農協の保有する資金の運用は預金の形

で信用農業協同組合連合会(信連)の利子収入に依

存せざるを得ない状況が働いているためと考えられ

る。

以上から稲作地帯の農協では信用事業収支が高く

とも，各農協が独自で資金運用による利益確保が他

の農業地帯に比べて困難であり，かつ貯貸率が継続

的に下落している状況下では，特に稲作地帯の農協

において信用事業の収益性低下が避けられないと言

えよう。

b.共済事業収支の推移

共済事業収支についても信用事業収支と同様に園

内総支出デフレータによって実質化した。図 2-4の

共済事業収支において農業地帯聞の比較をすると稲

作地帯は昭和 45年度から昭和 55年度まで畑作地帯

と大差はないが昭和56年度から平成元年度までは

比較的畑作地帯と差が広がった。この時期の動きに

おいて稲作地帯の共済事業収支は信用事業収支の場

合とはちょうど逆転している。このことは稲作地帯

の農協では信用事業がもはや収益部門のトップでは

なくなったと言えよう。その後，平成2年度から再

び畑作地帯との差は見られなくなった。酪農地帯は

稲作地帯や畑作地帯に比べかなり低い水準で推移し

ている。

また稲作地帯の共済事業収支を時系列的に見てい
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図2-4 地帯別の共済事業収支の推移(実質値)
Fig. 2-4 Change in the Pro自tsof Mutual Insurance 

Business in Each Agricultural Region 
(Real Valu巴)

註1)共済事業収支はー農協当たりの値。
註2)デフレーターは経済企画庁『国民経済計算年報』
(平成 8年度版)の園内総支出デフレーター
(1990年二100)を用いた。

くと，ほぽ一貫して増加傾向を示している(註5)。

このことは共済事業において規模の経済が存在する

ことを示唆すると考えられる。ただし，共済事業の

収益構造は他の事業とは異なり，末端の単位農協は

新規契約の獲得を事業推進の中心に据え，都道府県

段階の共済農業協同組合連合会(共済連)が損害の

査定および責任準備金の運用を行い，全共連でリス

クの分散を図るというように各系統組織内において

役割分担がなされており，実質的に単位農協段階で

資金の独自運用による収益確保の体制になっていな

い点は留意する必要がある(註6)0

C. 購買事業収支の推移

購買事業収支は農林水産省『農村物価賃金統計(平

成6年度).1の農村物価消費者指数により実質化し

た。図2-5の購買事業収支を見ると稲作地帯ではゼ

ロに近く，畑作地帯や酪農地帯に比べて非常に低調

である。稲作地帯の購買事業収支の推移を時系列的

に見ても顕著な差は確認されない。こうした推移が

でた背景を考えるため購買事業の中身，すなわち購

買品供給高，生産資材の供給取扱高，生活物資の供

給取扱高を見ていく。最初に購買品供給高(購買事

業収支と同じく農村物価消費者指数で実質化した)

の推移を図 2-6に示したが，そこでは昭和48年度以

降稲作地帯と酪農地帯は購買品供給高は実質額で

20億円前後でほとんど変化がない。一方，畑作地帯

は昭和47年度以降急速に増大し，他の農業地帯を大

きく上回っている。さらに購買品供給高を生産資材



北海道大学農学部邦文紀要第21巻第2号118 

単位百万
田

印

70 

ω 
50 

40 
円
30 

20 

10 。

， 
"、
メ崎
、

，+、.
、+ー+'

10 

-20 
l缶71，粉 19711973 1975 1977 1979 1001 1003 I鰯 l錦71，紛 19911993 
1ffi8 1970 I宮721974 I町61978 1000 1002 1004 1006 I部8悶羽目印四割

年度
e 稲作+畑作・酪畏合全道

図2-5 地帯別の購買事業収支の推移(実質値)
Fig. 2-5 Change in the Profits of Purchasing Busi， 

n巴ssin Each Agricultural Region (Real 
Value) 

註1)購買事業収支はー農協当たりの金額で特別配当

前のもの。
註2)デフレーターは農林水産省『農村物価賃金統計』
(平成6年度)の農村物価消費者指数(1990
年二100)を用いた。

と生活物資に分けて見たのが図2-7および図 2-8で

ある。図 2-7における稲作地帯の生産資材供給取扱

高 (r農村物価賃金統計」の農業生産資材総合で実質

化した)は畑作地帯と酪農地帯に比べ低調に推移し

ているのが分かる。稲作地帯において減反により米

の生産に対する農業投資が余り進んでいないと考え

られるo この点は図 2-3の稲作地帯における貯貸率

が低いことにも対応していると言える。また時系列
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図2-7 地帯別の生産資材供給取扱高の推移(実質値)
Fig. 2-7 Change in the Value of Supplies of Pro 

duction Materials Handled in Each Agri， 
cultural Region (Real Value) 

註1)生産資材供給取扱高はー農協当たりの金額であ
る。

註2)デフレーターは農林水産省『農村物価賃金統計』
(平成6年度)の農業生産資材総合(1990年三
100)を用いた。
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図2-6 地帯別の購買品供給高の推移(実質値)
Fig. 2-6 Change in the Value of Supplies in Each 

Agricultural Region (Real Value) 
註1)購買品供給高はー農協当たりの金額である。

註2)デフレーターは農林水産省『農村物価賃金統計』
(平成6年度)の農村物価消費者指数(1990
年二100)を用いた。

的に稲作地帯の生産資材供給取扱高を見ても，平成

4 年度まで実質額で 12~13 億円で推移しており，大

きな変化は見られない。図 2-8の生活物資供給取扱

高 (r農村物価賃金統計Jの生活資材総合で実質化し
た)は酪農地帯が4，3億円前後で推移しており稲作

地帯と畑作地帯に比べ最も低く，准組合員数が他の

農業地帯に比べ少ないためと見られる。稲作地帯と

畑作地帯はともに 6.6億円前後で推移している。た

だし稲作地帯は平成4年度までは目立つた変化はな
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図2-8 地帯別の生活物資供給取扱高の推移(実質値)
Fig. 2-8 Change in the Value of Supplies of Liveli 

hood Necessities Handled in Each Agri， 
cultural Region (Real V al ue) 

註1)生活物資供給取扱高はー農協当たりの金額であ

る。

註2)デフレーターは農林水産省『農村物価賃金統計』
(平成6年度)の生活資材総合(1990年=100)
を用いた。
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かったものの平成5年度から増勢に転じている。

d.販売事業収支の推移

販売事業収支は『農村物価賃金統計』の農産物総

合で実質化した。図 2-9の販売事業収支を見ると稲

作地帯と酪農地帯ではほとんどゼロに近く，しかも

非常に変動が小さい。一方，他の農業地帯に比べ畑

作地帯は販売事業収支の振幅は大きく， 4~6 年お

きに販売事業収支のピーク(山)を形成している。

この理由は米や生乳が生産者米価や保証乳価により

安定した価格を享受しているのに対し，畑作物は市

場の需給動向を受けやすいことが販売事業収支に変

動をもたらしたと言える。また近年畑作地帯の販売

事業収支が大幅に増加している点については畑作物

の収益性低下から畑作地帯においても収益性の高い

野菜を導入していることが指摘できる(註7)。

e.経営全体の純損益の推移

経営全体の純損益は『国民経済計算年報]の国内

総支出デフレーターにより実質化した。図 2-10の各

農業地帯における経営全体の純損益では，昭和 47年

度までは稲作地帯と畑作地帯の純損益がほとんど差

が見られなかったのに対し昭和 48年度以降両者の

差は大きく拡大していく。酪農地帯は稲作地帯と昭

和 52年度まで同じ水準で推移している。いず、れの農

業地帯も昭和 54年度までほぼ増加傾向を示してい

たのに対し，昭和 55年度以降減少傾向を示すに至っ

ている。特に稲作地帯は酪農地帯と昭和 63年度以降
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図2-9 地帯別の販売事業収支の推移(実質値)
Fig. 2-9 Change in the Profits of Marketing Busi 

ness in Each Agricultural Region (Real 
Valu巴)

註1)販売事業収支は一農協当たりの金額である。
註2)デフレーターは農林水産省『農村物価賃金統計』
(平成6年度)の農産物総合 (1990年=100)を

用いた。

再び同じ水準で推移するようになり，昭和54年度の

ような高い純損益を上げてはいない。

このように農業地帯別に各事業の推移を見ていく

と，経営の内実は稲作地帯の農協が最も厳しいと言

えよう。

D.要約

以上，本章では北海道の稲作地帯における農協を

中心に正組合員と主要事業の動向について概観し

た。そこでは減反開始直後から正組合員農家の減少

が顕著に見られたこと，正組合員の減少傾向は今日

でも継続していることが確認された。また農協の各

事業に関して，信用事業の収支は稲作地帯において

昭和 54年度までは他の農業地帯を上回っていたも

のが，それ以降は他の農業地帯との差はほとんど消

滅している。ただし，資金運用面では稲作地帯の農

協は他の農業地帯の農協と比べ農協独自の運用力の

弱い状態が続いている。稲作地帯に限って言えば信

用事業と共済事業の収支の動向は昭和 55年度を境

に逆転し，共済事業の収益性の増勢が顕著になった。

また近年になり稲作地帯の信用事業と共済事業の収

支は畑作地帯とほとんど差がなくなったことが明か

となった。特に畑作地帯との比較ではっきりと稲作

地帯の収益性の低下が現れたのは購買事業と販売事

業においてであった。信用事業の貯貸率と購買事業

における生産資材供給取扱高の関係でみると稲作地

帯では貯貸率の低下はそのまま農業投資の減少，す
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図2-10 地帯別の純損益の推移(実質値)
Fig. 2-10 Change in the Total Profit in Each Agri-

cultural Region (Real Value) 
註1)純損益はー農協当たりの金額で特別配当前のも
の。

註2)デプレーターは経済企画庁『国民経済計算年報』
(平成8年版)の園内総支出デプレーター(1990
年度=100)を用いた。
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なわち生産資材供給取扱高の減少につながっている

ことが示唆される。また農協経営全体の純損益は畑

作地帯が最も大きく，次いで稲作地帯，酪農地帯の

純となっているo 稲作地帯が畑作地帯と大きな差が

聞いた要因として，これら農業投資関連の経済事業

の展開が左右していると考えられる。

以上より稲作地帯の農協が他の農協よりも優位で

あるものは共済事業のみで，他の事業については停

滞傾向にあると言える。

註

(註1)]A北海道信連『農協の経営収支と信用事業』で

は水田と記載されているが，本論文では稲作と称する。ち

なみに稲作(水田)地帯の判定基準は.]A北海道信連

rJA財務季報』に明示されており.rJA取扱の販売品精

算高に占める米代金(含む水国営農活性化助成補助金)の

割合がおおむね51%以上」とされ，この基準に該当する

ものは平成6年度で56農協あり，以下のとおりである

(rJAJは省略する)。
江別市，当別町，西当別，新篠津村，浜益村，いわみざ

わ，栗沢町，南幌町，美唄市，峰延，月形町，由仁町，な

がぬま，栗山町，奈井江町，赤平市，芦別市，浦臼町，新

十津川，下徳富，江部乙，音江町，妹背牛町，秩父別，イ

チャン，納内，多度志向，雨竜町，北竜町，沼出町，幌加

内町，東鷹栖，鷹栖，当麻，比布町，士別市，多寄，天塩

朝日，風連，名寄，落部，渡島大野，知内，江差，北桧山

町，蘭越町，前回，小沢，銀山，厚真町，鵡川町，穂別町，

増毛町，小平町，苫前町，羽幌町

(註2)r農協の経営収支と信用事業』は発行年度によっ
て，データの記載のないものがあり図 2-5.図 2-8の一

部の項目の年度が欠如している。

(註3)使用したデフレータは農林水産省『農村物価賃金

統計』の農村物価消費者指数，農業生産資材総合，生活資

材総合(いずれも 1990年度二100)を用いた。

(註4)因みに名目額では 17，251千円の下落で，減少率

は 36.4%となる。

(註5)平成5年度から全ての農業地帯で共済事業収支

が大きく伸びているが，この原因のーっとして平成3年

から平成4年にかけて相次いで起こった地震に対する農

協共済の有利性が大きく評価されたことが挙げられる。

(註6)佐伯88)p. 145を参照。

(註7l北海道明p.192を参照。

III.農協事業における規模の経済性と総合経営の

メリッ卜

A.課題

前章では北海道内の農協の事業の動向を農業地帯

別に検討した一方，農協を取り巻く外部の経済環境

に目を向けるとここ 10年の聞に米価の抑制，さらに

先進国をはじめとする農畜産物過剰の中で農産物の

自由化圧力など，これまでにない厳しい局面に入っ

ている。とりわけ北海道は圏内の食糧供給基地とし

て位置付けられており，その置かれている環境はさ

らに厳しいものとなっている。

こうした中で本道の農協の事業量は最近の農業情

勢を反映してあまり大きな伸びを見せておらず，ま

た組合員ニーズの多様化の進展や金融自由化による

信用・共済事業の収益の圧迫が予想され，ますます

農協を取り巻く環境は厳しくなると思われる。この

ため，経営の合理化や合併等による経営基盤の充実

を図ることが強く求められてきている。農協にとっ

て，経営規模およびその効率性を経済学的に考察す

ることは今後の社会的経済的環境の変化に柔軟に対

処する上で重要で、ある。

本章の課題は減反開始以降の北海道の稲作地帯に

おける農協を対象に農協の規模の経済性に関して検

討を試み，さらに農協の総合経営の特質と言われて

いる事業聞の有機的な結合による費用の節約が現れ

ていたのか否か，また複数財生産における個別事業

の規模の経済性を計量経済学的に明らかにすること

である。

B.規模の経済性と範囲の経済性の概念

既述のように，農協は複数の事業を兼営しており，

それゆえ複数財の生産を行っており，農協の規模の

経済性等に関する概念をとらえるためには，複数財

生産を取り扱った Baumolet al.6)の理論について

説明することが必要である。ここで簡単化のため経

営体(農協)は2つの事業部門を兼営し，それぞれ

の生産物を Y1およびY，とする。 Y1だけを生産す

る時の総費用曲線は図 3-1のOAとなる。また Y2

だけを生産する時の総費用曲線は同図の OBとな

る。さらに Y1とY2を同時に生産し，しかも事業の

兼営によりある事業部門の生産要素を他の部門に利

用できるとすれば，その総費用曲面は OABのよう

に下に凸となる。すなわち事業の兼営から得られる

メリットとは，ある生産要素を共通に利用すること

により，費用の節約ができることだと考えられる(註

1)。

このように，複数財を生産する経営体の経済性を

実証的に分析するためには，従来の単一財生産の理

論に基づいた経済性の概念ではなく，複数財生産の
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c (Y.. y，) 

A B 

Y. 

O 

図3-1 2財の生産と費用との関係
(範囲の経済が存在している場合)

Fig.3→1 The Relationship between Two Products 
and Cost 

理論に基づく経済性概念を用いる必要がある。以下，

主要な概念について説明する。

a.複数財生産の規模の経済性

複数財生産における経営体全体の規模の経済性と

その分析のために通常の単一財生産モデルにおける

平均費用概念を拡張した Ray平均費用 (RayAver 

age Cost; RAC)について述べる。生産物を Y"Y， 

とし，生産要素価格を一定とすると複数財費用関数

は

C二 C(Y"Y，) 

となるo

(3-1 ) 

Ray平均費用とは2つの財を生産する場合，費用

C(Y" Y，)と生産量Y，と Y，を軸とする三次元の

生産物空間において原点から費用曲面のある特定の

点を結んだ直線の傾きである。

(Y，*，Y2*)を基準となる生産ベクトルとすれば，

任意の生産ベクトル (Y"Y2)は(Y"Y，) = (k. Y， *， 

k'Y，*)と表される。この Y，*と Y，*の比率を固定

したまま生産規模を変化させる場合，生産規模は原

点、から点、 (Y"Y，)へ引いた半直線 (Ray)で示され

る。

Ray平均費用は費用関数を用いると次のように

表されるo

RAC=C(k'Y戸，k.Y，*)/k二 C(Y"Y2)/k 

(3-2) 

また 2財を生産する時の限界費用 MCkは次の

ようになる。

MCk=dC/dk 

=(δC/θY，)・Y，キ十(θC/δY，)・Y，*

=MC，'Y，*十MC，・Y，* (3-3) 

この時の経営体全体の規模の経済性は Ray平均

費用を用いて次のように表すことができる。

S=RAC/MCk (3 -4) 

二 l/(E，十E2) (3 - 5) 

ただし， E，=δ1C/δ1nY" E，=δ1nC/δ1nY， 

S>l :規模の経済が存在

である。

S=l :規模に関して収穫不変

S<l :規模の不経済が存在

b.特定生産物に関する規模の経済性

(Product-Specific Returns to Scale) 

次に，ある単一の財Y，を生産する経営体が新た
に別の財を生産する場合を考える。ここで， Y，の生

産量を一定の水準に保ったまま，Y，の産出のみを増

加させる時に発生する費用を増分費用(Incre-

mental Cost; IC)といい，次のように定義される。

1C，(Y" Y2)二 C(Y"Y2) -C(O， Y2) (3 -6) 
C(O， Y2)はY，の産出水準がゼ、ロであり， Y，だ、けを

生産している時の総費用である。 (3-6)式を Y，

で除すことにより，平均増分費用 (Average 1n-

cr巴mentalCost; AIC)が求められ，

AIC1二 [C(Y"Y2)-C(0， Y2)]/Y1 (3-7) 

と定義される。同様に， 1C，および平均増分費用

AIC，は

1C，(Y" Y，) =CCY" Y2)-C(Y" 0) (3 -8) 

AIC2ニ [C(Y"Y，) -C(Y" 0) J/Y2 (3 -9) 

となる。

特定生産物 Y，に関する規模の経済性 S，は，A1C.

とMC1(MC.=δC/δY，)を用い，

Sl二 AIC，/MC，
で定義され，

( 3 -10) 

Sl>l :生産物Y，の生産において規模の経済

が存在

S，二1:生産物Y，の生産において規模に関し

て収穫不変

S， <1 :生産物Y，の生産において規模の不経

済が存在

となる0

1 範囲の経済性 (Economiesof Scope) 

範囲の経済とは複数の財を 1つの経営体が同時に
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生産する費用が，それぞれの財を単独に生産した時

の費用合計よりも割安に付くことを言う。複数財費

用関数を C(Y"Y2)として，

C(Y" Y2) <C(Y" 0) +C(O， Y2) (3 -11) 

となる時，この費用関数には範囲の経済があると言

フ。

しかし， (3-11)式は費用水準により範囲の経済

性が大幅に変化しうるため，費用水準が異なる財を

生産する経営体については範囲の経済性を直接に比

較することができない。そのため費用の絶対水準に

よらない範囲の経済性を示す指標 (Sc)を

Sc= [C(Y" 0)十C(O，Y2) -C(Y" Y2)J 

/C(Y" Y2) (3 -12) 

と定義すると，

Sc>O:範囲の経済が存在

Sc<O:範囲の不経済が存在

となる。

d.費用の補完性 (CostComplementarities) 

費用の補完性は二階偏微分可能な複数財費用関数

C=C(Y" Y2)において次のように定義される。

ゲC/(θY，aY2)<0 (3-13) 

これは，ある生産物の限界費用が他の生産物の生

産量の増加によって減少することを示している。費

用の補完性は範囲の経済性を局所的にとらえた概念

であると言える。

e.規模の経済性と範囲の経済性との関係

以上で示された複数財生産における費用概念およ

び指標には一定の関係が成立する。経営体全体の規

模の経済性Sは，次のように表すことができる。

S=C(Y" Y2)/ [Y，θC/θY'+Y2δC/θY2J 
( 3 -14) 

二 [wS，+ (l-w) S2J/ (l-Sc) (3 -15) 

ただし， w= (Y，MC，)/(Y，MC，十Y2MC2)

すなわち (3-15)式から明らかなように複数財を

生産する経営体の規模の経済性は特定生産物に関す

る規模の経済性と範囲の経済性との関係によって決

定される。

C.複数財費用関数の特定化

a.複数財トランスログ費用関数

農協が行う事業には，信用事業，共済事業，購買

事業，販売事業，指導事業，その他(倉庫事業，加

工事業，利用事業，宅地等供給事業，その他事業)

があるが，本章では農協の事業を信用事業，共済事

業，購買事業，販売事業の 4つに限定する(以下で

は事業量を生産量と呼ぶ)。その理由は，①計測にお

いて事業数を増やすほど現実を正確に描写できる反

面，費用関数の計測上の困難さも増大する。②これ

ら4つの事業総利益は農協全体の総利益の 80%以

上を占めていることによる。生産要素価格としては

賃金率と資本価格を用いるべきであるが，資本価格

は農協聞でその分散が賃金率の分散よりも非常に小

さいという仮定を置いた川村聞に依拠し，費用関数

に資本価格を入れていない。そして，費用最少化行

動を仮定し，費用関数を次のように表す。

C=C(Y" Y2， Y3， Y" w) (3 -16) 

ただし， Cは総費用， Y，は信用事業の生産量， Y2は
共済事業の生産量，Y3 は購買事業の生産量'Y4 は販

売事業の生産量，wは賃金率である。

(3 -16)式の費用関数を規模の経済性，要素代替

に先験的な制約がないことを考慮、してトランスログ

型に特定化した。

1nC二 α。 +~am ・ 1nYm +ß ・ 1nw十 (1/2)
η1=1 

• ~ ~/mn ・ lnYm'InYn+ (1/2)・3・(lnw)2m=ln=l 
4 

+~εm ・ 1nYm ・ 1nw十 e
m=l 

(3-17) 

ただし， eは平均がゼロで分散が σ2の誤差項。

モデルの推定に当たって，費用関数とシェファー

ドの補題により導出されるコストシェア式との連立

推定を ZellnerのIterativeSeemingly Unrelated 

Regressionにより行う。

労{動のコストシェアを Swと表せば，

Sw二β+δ・ lnw十 ~ém・lnYm (3 -18) 
ffi=l 

が労働のコストシェア式であり，コストシェア式の

計測には加法的誤差項を付けて行う。

ここで，農協の 4事業すべてに関する規模の経済

性 Sは (3-5)式で与えられたが， (3-17)式の

トランスログ費用関数のパラメータを用いると

S=l/[~ (cilnC/ci1nYm)] 

二 1/[21(αm十呂Ymn'lnYn+εm・1nw)J

(3 -19) 

となる。また，費用の補完性は Ym とYnに関する交

叉偏微分より得られるので， トランスログ費用関数

のパラメータを用いると

δ2C/(δYmaYn) = (C/Ym Yn)・[δ21nC/

(δ1nYmalnYn) 
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になる。

十(θ1nC/δ1nYm)・

(θ1nC/δ1nYn) ] 

二 (C/YmYn)・[γmn十(αm

+ ~_Ymn ・ 1nYn 十九・ 1nw)
n=l 

x (αn 十~ Ymn'lnYm 
m=l 

十εn・1nw)] ( 3 -20) 

b.分析対象とデータ

分析対象は，北海道の稲作地帯における農協とし，

対象年は米の生産調整開始後の昭和 47年度，昭和

57年度および平成 3年度の 3カ年度とし，クロスセ

クション分析を行う。道内の農協数は昭和 47年度

288組合，昭和57年度 274組合，平成 3年度 248組

合であるが，その中から稲作地帯の農協をピック

アップする基準は，農協における全農産物の販売品

取扱高合計に占める米取扱高合計の割合が40%以

上の農協とした。各年度で対象となる農協数が異な

る理由は合併により消滅したものや減反強化による

転作作物への傾斜，都市化の進展などから稲作地帯

に分類できない農協がでたためである。計測に用い

たデータは『農業協同組合要覧』から採用した。

データをピックアップする際に「農協の生産物と

は何か」という問題に直面するが，農協の事業活動

を鑑みる際，第一に goingconcernとしての性格を

有し，従って将来の事業活動に備えるため農協とし

てある程度の剰余の蓄積が必要であること，第二に

一般の製造業とは異なり農協の事業が通常サービス

業とみなされ，サービス業における生産物を特定す

るならば，サービスを生産することがそこに新たな

付加価値を生み出すと捉えることが妥当であるこ

と，第三に既存の実証研究で用いられた農協の生産

物のデータは表 3-1に示したように，ほとんどの研

究で事業収益から事業直接費を差しヲ|いた事業総利

益を取り上げていること，以上の点に立脚して本章

では農協の生産物として付加価値を用いることとす

る。ただし，データの制約から各事業における純粋

な意味での付加価値を利用することは困難なため，

各事業に固有の事業管理費を含んだ組付加価値に相

当する事業総利益(千円)を用いることとする。対

象となる事業は既述したように信用事業，共済事業，

購買事業，販売事業の4事業とした。次に生産要素

価格については，人件費を職員数で除した賃金率(千

表3-1 既存の研究における農協の生産物の概念

Table 3-1. Concepts of the Products of Agricul-
tural 
Cooperativ巴sin Former Studies 

生 産 物

亀谷48) 信用事業:貯金平均残品
購買事業:購買品供給高

販売事業:販売高

長谷部26) 各事業の粗所得
(二事業収益事業直接費)

馬117) 信用事業:貯金品と信用事業総利益
共済事業.共済収益と共済総利益
購買事業:当期受入高
販売事業:販売高

川村明 各事業の事業総利益
(=事業収益事業直接費)

茂野叫 各事業の事業付加価値
(=事業収益事業直接費)

近藤巧64) 各事業の事業収益と事業総利益

小沢叫 各事業の事業収益

円÷人)を用い，総費用は事業管理費(千円)を用

し〉る。

なお，計測に当たっては，全ての生産量および生

産要素価格のデータについてサンプル平均が1とな

るよう基準化した。

D.費用関数の計測結果と考察

a.費用関数の計測結果

費用関数の計測に先立ちそれぞれの変数の基本的

な統計量を表 3-2-1~3 に示しておく o これらの表か

らいずれの年度も賃金率を除く，信用事業および共

済事業，購買事業，販売事業の各事業総利益と事業

管理費は農協聞における規模の差がかなり大きい。

賃金率を除く各変数の平均値は中央値の上方に位置

するため，規模の大きな農協が平均値を号lっ張った

と言えよう。

費用関数の計測結果は表 3-3-1~3 のとおりであ

り，符号条件は全て満たされている。計測された関

数の当てはまりは，コストシェア式については平成

3年度の決定係数が0_59と最大であり，費用関数に

ついては計測の行われた全ての年度で，決定係数は

0.93以上であり，良好である。また，パラメータの

t 1i宣は切片，生産物および賃金率の 1次項をはじめ，

概ね 10%水準で統計的に有意であるが，自乗項およ

び交文項のパラメータは有意でないものが多かっ

fご。
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表3-2-1 各事業の総利益，事業管理費，賃金率の基礎統計(昭和47年度)

Table 3-2-1. Total Business Protits， Business Administration Expenses and Wage Rat巴 in

Each Business (1972) 

統計量 信用事業 共済事業 購買事業 販売事業 事業管理費 賃金率

最大値 113，720 22，520 177，607 40，870 330，393 1.735 

最小値 573 894 8，291 1，160 22，405 944 

中央値 37，085 8.798 56，288 15，030 123，155 1.333 

平均値 38，873 9.579 65，233 16，314 131，027 1，324 

標準偏差 23，839 5，775 41，537 9，938 74，145 185 

註)単位:千円

表3-2-2 各事業の総利益，事業管理費，賃金率の基礎統計(昭和 57年度)

Table 3-2-2. Total Business Pro白ts，Business Administration Expenses and Wage Rate in 

Each Business (1982) 

統計量 信用事業 共済事業 購買事業 販売事業 事業管理費 賃金率

最大値 390，694 143，726 585，932 153，644 1，138，880 5，709 

最小値 20，600 13，752 31，243 741 106，228 3，265 

中央値 131，187 55，855 207，355 53，342 475，315 4，545 

平均値 144，283 62，729 228，023 57，689 477，073 4，448 

標準偏差 81，062 31，742 122，918 82.596 228，750 492 

註)単位:千円

表3-2-3 各事業の総利益，事業管理費，賃金率の基礎統計(平成3年度)

Table 3-2-3. Total Business Protits， Business Administration Expens巴sand Wage Rate in 

Each Business (1991) 

統計量 信用事業 共済事業 購買事業 販売事業 事業管理費 賃金率

最大値 329，764 162，621 

最小値 24，180 18，107 

中央値 118，544 74.606 

平均値 127，450 80，616 

標準偏差 66，479 36，742 

註)単位:千円

b.農協事業全体の規模の経済性

B.で規定した経営体全体の規模の経済性をここ

では「農協事業全体の規模の経済性」と呼ぶことに

するo 平均費用は(4-1)式から，農協事業全体の

規模の経済性は(3-22)式から導出される。

RAC=C(k.Y，ヘk.Y2'， k. Y3'，k.Y，')/k 

=C(Y" Y2， Y3， Y4)/k (3 -21) 

S = 1/ (E， + E2 + E3十E4) (3 -22) 

ただし， Ei=δlnC/δlnYi (i=I，…，4) 

464，148 197，489 1，114，189 7，142 

38，203 14，313 96，003 725 

205，593 83，632 486，354 5，260 

217，220 88，692 513，343 5，198 

110，472 46，892 240，044 928 

サンプル平均にて計測された Ray平均費用曲線

は図 3-2-1~3 に示したとおりである。 Ray 平均費

用曲線は通常の 1財生産の平均費用曲線にみられる

ようなU字型である。ただし， kは農協の事業規模の

平均値を 1とした規模に関する指数であり，平均の

2倍の規模は k=2となるo これらを各年度ごとに

見ていくと昭和 47年度は Ray平均費用曲線がk=

2.5付近でまで急速に減少し， k=6.0のとき最小値

をとる。昭和57年度は Ray平均費用曲線がk=2.0
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表3-3-1 費用関数の計測結果とコストシェア式の結果(昭和47年度)
Table 3-3-1. Estimation Results of Cost Function and Cost Share Equation (1972) 

ノfラメータ 計測値 tfI直 パラメータ 計測値 t{fi1i 

ao 11.74951キホホ 312.49 )114 0.13706 1.15 

al 0.03972 0.58 γ23 -0.02386 -0.08 

ζ'2 0.30973*ホ* 2.94 )124 0.14744 0.67 

直3 。.46804*事* 4.79 )134 -0.20048+ -0.80 

直4 0.13877+ 1.52 d 0.13309*** 2.77 

β 0.72860命本* 117.86 Cl -0.00931 0.73 

γ11 。.23773* 1.92 ε2 0.00698 0.36 

γ22 0.31329 0.66 C3 0.02320+ 1.31 

)133 0.60213キ* 2.14 ε4 -0.02013* -1.57 

)144 0.06893 。.59 費用関数の決定係数 。.9380
)112 -0.14584 0.59 コストシェア式の決定係数 0.0892 

)113 -0.51295ホ* 2.33 

註)村*: 1 %有意，村:5 %有意， *: 10%有意， +: 20%有意

表3-3-2 費用関数の計測結果とコストシェア式の結果(昭和57年度)
Table 3-3-2. Estimation Results of Cost Function and Cost Share Equation (1982) 

ノfラメータ 計測値 t値 ノfラメータ 計測値 t 値

官。 13.05593**ホ 435.53 γH  0.63019本 1.66 

al 0.28650キ*ネ 3.50 γ23 0.07790 。.25
直2 0.05677 0.49 γ24 -0.60782 -1.25 

a3 0.50700日* 7.48 )134 -0.31886 -1.06 

直4 0.08709 0.96 3 0.05823 1.10 

β 0.71161事叫 116.91 Cl -0.04991叫 一2.48

)111 0.40979 1.14 ε2 0.00998 0.32 

)122 1.49933十 1.36 ε3 0.02614+ 1.52 

)133 0.08782 0.30 ε4 0.02269ホ 1.66 

)144 0.25263 1.18 費用関数の決定係数 0.9470 

)112 -1.05666ホ 1.56 コストシェア式の決定係数 0.2109 

)113 0.17359 0.70 

註***: 1 %有意，日:5 %有意， *: 10%有意， +: 20%有意

付近でまで急速に減少し， k=4.0のとき最小値をと

る。平成3年度は Ray平均費用曲線がk=1.0付近

でまで急速に減少し， k=2.3のとき最小値をとり，

k=4.0あたりから次第に増加しているoこれらの結

果から事業規模を昭和47年度は6倍，昭和57年度

は4倍，平成3年度は 2.3倍までは費用低減効果が

あるが， Ray平均費用曲線の最適規模は年を追うご

とにイ、さくなっている。

次に費用低減効果が減少した理由を考える。その

理由として挙げられることは農協における事業規模

の拡大である。すなわち平均費用はU字型の形状を

とれば，事業(生産)規模が大きくなるに従い，次
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表3-3-3 費用関数の計測結果とコストシェア式の結果(平成3年度)

Table 3-3-3. Estimation Results of Cost Function and Cost Share Equation (1991) 

ノfラメータ 計測値 t 値 ノfラメータ 計測値 tfi1! 

官。 13.09306村本 419.70 Y14 -0.76583付命 -3.27 

a'， 0.12384* 1.81 Y23 -0.26094 -0.62 

ι'2 0.43859*ヰ* 4.14 Y24 -0.22435 0.54 

a'3 0.31793*** 4.26 Y34 -0.22934 -1.11 

a'4 0.07076 0.96 。 0.20330ホ** 8.45 

β 0.70764*** 91.25 ε1 -0.06112叫 -2.15 

Yll 0.55556+ 1.33 ε2 0.07236十 1.52 

3ゐ2 0.18314 0.16 ε3 0.02026 0.79 

Y33 0.15178 0.44 e， -0.04296ホ -1.67 

Y44 0.69250** 2.53 費用関数の決定係数 0.9606 

γ12 0.10375 0.17 コストシェア式の決定係数 0.5981 

Y13 0.16884 0.69 

註)日*:1 %有意，叫:5%有意，キ:10%有意， +: 20%有意
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図3-2-1 Ray平均費用曲線と規模(昭和 47年度)
Fig. 3-2-1 Ray Average Cost and AgriculturaI Co 

operative Size (1972) 

第に平均費用の減少率が低下することになる。表

3-4に掲げたように，この 3カ年度において年を経

るに従い事業規模が拡大しており，こうした要因が

次第に費用低減の効果(スケール・メリット)を減

少させたと解釈できる。

ところで， Ray平均費用曲線の最適規模に関し，

既存研究の結果と本小節の結果を比較して見る。川

村52)は，各都道府県の 1農協当りの平均値をサンプ

ルとして全国レベルでRay平均費用曲線を計測し

たが，その結果， k=1.8 (昭和 62年度)まで農協事

業全体の規模の経済が存在している。近藤巧叫は，

昭和 63年度の宮城県内の農協を対象に計測したが，
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図3-2-2 Ray平均費用曲線と規模(昭和 57年度)
Fig. 3-2-2 Ray Average Cost and AgriculturaI Co-

operativ巴Size(1982) 
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表3-4 各年度の事業規模の比較 (単位:千円)

Table 3-4. A Comparison of Business Size for 

Each Year 

事業規模|昭和47年度昭和57年度平成3年度

事業総利益(総計)I 385，459 581，785 540，740 
信用事業総利益 98，213 157，687 124，463 

共済事業総利益 23，916 68，556 78，727 

購買事業総利益 I160，641 249，205 212，129 
販売事業総利益 40，349 63，048 86，614 

註1)上記3カ年度の数値は，それぞれ経済企画庁『国

民経済計算年報』の国民総支出デフレータ(1990

年三100)で実質化したものである。

註2)事業総利益(総計)とは，分析に用いた 4事業以

外の事業の事業総利益も含んだ合計を意味す

る。

Ray平均費用曲線の最適規模はサンプルの平均(本

章の表記に従えばk二l.0)において見られる。それ

に対して，本ノト節の計測は上記のように北海道の稲

作地帯における農協がサンプル平均の 2~6 倍の事

業規模まで農協事業全体の規模の経済が存在してい

る理由を考察する。規模の経済が発生する源泉は分

割不可能性を有する資本にあると従来の研究では指

摘されている(註2)が，このことを検討するため

表 3-5-1~2 で北海道の稲作地帯(以下，稲作地帯と

略す)と全国のー農協当たりの有形固定資産と減価

償却資産を比較する。まず有形固定資産を見ると昭

和 47年度と昭和 57年度は稲作地帯の方が大きいが

平成3年度には全国平均が大きくなり両者の大小関

係が逆転する。この理由として昭和 60年代のパフ、ル

経済の影響により都府県の地価が大幅に上昇したこ

とが挙げられる(註3)。さらに有形固定資産から土

地を除いた減価償却資産を比較すると昭和 47年度

はデータが得られなかったため比較できないが昭和

57年度と平成 3年度では明らかに北海道の稲作地

帯が上回っている。以上の比較から北海道の農協が

多くの固定資産投資を行っているため，全国平均を

上回る事業規模で事業全体の規模の経済が働くと解

することができる(註4)。

農協事業全体の規模の経済性を (3-5)式に基づい

て算出した結果を表 3-6に示した。

Sは1以上の値をとっており，農協事業全体とし

て規模の経済が存在する(註5)。

C. 事業に特定の規模の経済性

図3-3は，計測された費用関数に基づき，他の事

表3-5-1 北海道の稲作地帯と全国平均の有形固定資産

の比較
Table 3-5-1. A Comparison of Tangible Fixed 

Assets in Hokkaido's Paddy R巴gion

with those in ]apan 
(単位:千円，デフレート済み)

昭和47年度昭和57年度平成3年度

北海道の稲作地帯平均 442，136 552，093 581，797 

全国平均 251，156 397，400 644，168 

註1)全国平均のデータは農林水産省『全国総合農協

統計表』各年度より作成。

註2)上記の数値は経済企画庁『国民経済計算年報』の

国民総支出デプレータ(1990年=100)で実質化

した。

表3-5-2 北海道の稲作地帯と全国平均の減価償却資産

の比較

Table 3-5-2. A Comparison of Depreciable Assets 

in Hokkaido's Paddy Region with 

those in ]apan 
(単位・千円，デフレート済み)

昭和47年度昭和57年度平成3年度

北海道の稲作地帯平均 876，488 1，104，464 

全国平均 528，320 962，014 

註1)昭和47年度の減価償却資産は資料の都合上掲

載されていなかった。

註2)全国平均のデータと使用したデフレータの出所

は表3-5-1と同じ。

表3-6 農協全体の規模の経済性(S)の結果
Table 3-6， Multiproduct Scale Economies of Agri-

cultural Cooperatives 

職議定|昭和47年度昭和 57年度平成3年度

S 1.04574 1.06684 1.05139 

業の産出を囲定したまま共済事業の産出のみを拡大

した場合の総費用の変化を示した。他の事業につい

ても同様の作業を行ったが，同じく下に凸の曲線が

得られた。

事業に特定の規模の経済性S，は(3 -10)式に

よって算出されるが，ここで問題になるのは， AIC 

を計測する際に， Y，がゼロの時の総費用が定義でき
ないことである。川村52)は，図3-3のE点(総費用

が最小となる点)における総費用を各事業部門の産

出比率で鞍分し，各事業に固有の費用を近似的に求

めることによって AIC，を導出し，これを用いて S，
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図3-3 共済事業の規模と総費用
Fig. 3-3 Size of the Mutual Insurance Business 

and Total Cost 

註1)共済事業の規模(横軸は)Y2の平均値を1.0と
して，信用，購買，販売の各事業の規模を平均値
で固定したものを図示したものである o

註2)FC，:第 i事業に関する固定費用
VC， :第 i事業に関する可変費用

VC;=VC2 I V2~ 1.0-VC2 I V日
ただし 1， 4で， Cは総費用であるo

註3)因みに，平成3年度の共済事業のE点と F点， 1 
点、における{直は以下の通り。
E点:287， 409千円(総費用)
F点:0.1 (事業規模)
I点:485， 560千円(総費用)

を計算している。しかし，ごの方法は，過大に算出

していると考えられるので，本章では，別途 1点

(S，を計測する産出水準における総費用)とE点、と

の差を用いて AIC，および S，を導出し，川村町の S，

を上限(以下で AIC，2と称する)，本章の S，を下限

(AIC;3)とする範囲によって，事業に特定の規模の

経済性を吟味することとした(理論上の AIC，を

AIC，1と称する)。

図3-3からも明らかなように，IH <IJ <IGである

から，三者の大小関係は， AIC，3<AICi 1 <AICi 2と

なる。理論上の AIC，.川村52)のAIC，および本稿で

設定した AIC，は表 3-7のとおりである(図 3-3も

参照)。

サンプルの平均において算出した事業に特定の規

模の経済性の上限値 (AIC，2)および下限値 (AIC，3)

の結果は表 3-8のとおりである。信用事業について

見ていくと.3カ年度通して特定の規模の経済性S，

は，下限値が 1以下で上限値が 1以上の範囲にある

ため，信用事業に特定の規模の経済の有無を判定す

ることはできない。共済事業は昭和 57年度の判定は

出来ないが昭和 47年度と平成3年度は共済事業に

ついては特定の規模の経済が確認された。購買事業

も昭和 47年度の判定は出来ないが昭和 57年度と平

表3-7 本稿における AICiの種類と区分

Table 3-7. Classi日cationof AIC， 

区分 略称 AIC， 図3-3による記号

理論 AIC，l (VC， + VC，') /Y， IJ/DG 

川村52，AIC;2 (FC; + VC， + VC;') /Y， IG/DG 

本稿 AIC，3 VC，'/Y， IH/DG 

註)表中の記号の意味は以下の通りである。

DG:第 i事業のサンプルの平均における事業規模

(=1.0) 
IG 第 i事業のサンプルの平均における固定費用と

可変費用の合計(ニFC;+VC;十VC;')

IJ 第 i事業のサンプルの平均における可変費用

(ニVC，+VC，')

IH :第 i事業のサンプルの平均における可変費用(=

VC，')と第 i事業の総費用が最小値をとる事業規

模における可変費用 (=VC;)との差分

表3-8 事業に特定の規模の経済性(S，)の結果
Table 3-8. Product-Specific Returns to Scale (S，) 

of Agricultural Cooperatives 

事業に特定の
規模の経済性|昭和 47年度昭和 57年度平成3年度

上限値 6.86067 1.34695 
SI 
下限値 0.24937 0.95809 

上限値 1.24769 2.21942 
S2 
下限値 1.18906 。.05670
上限値 1.29035 1. 94801 
S3 
下限値 0.89858 1. 94794 

上限値 2.55613 3.40826 
S， 
下限値 2.46702 0.50562 

註)S，:信用事業に特定の規模の経済性
S2 :共済事業に特定の規模の経済性

S3 :購買事業に特定の規模の経済性

S， :販売事業に特定の規模の経済性

2.23284 

0.69150 

1.81615 

1.80828 

2.08278 

1.98703 

2.36749 

0.15245 

成 3年度は購買事業に特定の規模の経済が確認され

た。販売事業については昭和 47年度に関し，販売事

業に特定の規模の経済が確認されたが，その後の2

カ年度については判定できなかった。特に共済事業

に特定の規模の経済が現れた理由として農協事業の

中でも特に採算性の高い部門であることが起因して

いると思われる(註6)。

d.範囲の経済性

範囲の経済d性(Sc)は，農協経営の総合性のメリッ

トの有無を判断する指標の 1っと言える。範囲の経

済性の導出は. (2-15)式を用いてサンプル平均にて
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表3-9 範囲の経済性(Sc)の結果
Table 3-9. Scope Economies (Sc) of Agricultural 

Coop巴ratives

範囲の経済性|昭和47年度昭和57年度平成3年度

上限値
Sc 
下限値

-0.61760 -0.79634 -0.90277 

-0.14112 -0.29437 -0.52125 

註)範囲の経済性の上限値は事業に特定の規模の経済

性の上限値で計算したもので，範囲の経済性の下

限値は事業に特定の規模の経済性の下限値で計算

したものである

算出した。その際， S，が上限値と下限値で示されて

いるので， Scについても同様に上限値と下限値を求

めた。表3-9より Scは3カ年において上限値およ

び下限値とも負の値をとっており範囲の不経済が存

在することを示している(註7)0

次に範囲の不経済が現れた理由を考える。範囲の

経済の源泉が複数の事業部門に転用可能な共通資源

(経営上の情報やノウハウ)の存在という視点で見

ると，個々の事業の規模では他の業態(銀行・大手

小売業など)に比べ職員数の少数性もさることなが

ら，事業規模が極めて小さいことが事業の専門化に

必要な情報の十分な蓄積を困難にし，他の事業への

転用が農協全体として発揮されにくいことが指摘さ

れる。そうした事情により範囲の不経済が現れたと

考えられる。従って，合併などによる事業規模の拡

大は必要と言えるが，それによって情報の蓄積が進

まなければ，範囲の経済の発現は期待できないこと

になる。

e.費用の補完性

(3 -5)式により交叉偏微係数で定義される費用

の補完性を各年度についてサンプル平均にて算出し

た値を表3-10に示した。表3-10より費用の補完性

が全ての年度で現れてたものは購買事業と販売事業

(C34)においてである。この事業の組み合わせにお

いて費用の補完性が現れた理由は農業生産にウェイ

トを置いた農村的性格を強く帯びているが故に販売

事業の推進が購買事業， とりわけ農業生産資材の購

買に要する費用を引き下げる効果を示したと考えら

れる。信用事業と共済事業 (CI2)においては昭和 57

年度までは費用の補完性が見られたが，平成3年度

に関しては見られなかった。それ以外の組み合わせ

に関しては傾向的な特徴は確認されなかった。費用

表3-10 費用の補完性(Cmn)の結果
Table 3-10. Cost Complementarities (Cmn) of Agri 

cultural Coop巴ratives

費用の補完性 昭和47年度昭和57年度平成3年度

C12 0.14584 1目04567 。司10375

C13 0.51295 0.17359 。、16884

C14 0.13706 0.63019 -0.76583 

C23 0.02386 0.07790 -0.26094 

C24 0.14744 0.60782 0.22435 

C" -0.20048 0.31886 -0.22934 

註)C12:信用事業と共済事業の費用の補完性
C13 :信用事業と購買事業の費用の補完性
C14 :信用事業と販売事業の費用の補完性
C23 :共済事業と購買事業の費用の補完性
C24 :共済事業と販売事業の費用の補完性
C" :購買事業と販売事業の費用の補完性

の補完性が発生していない組合せについては競合関

係が存在しているものと考えられる。

E.要約
本章では複数財生産の理論を用いて北海道におけ

る総合農協の規模の経済性および範囲の経済性，そ

の他について検討した。昭和47年度と昭和 57年度，

平成3年度のデータを用いて規模の経済性とそれに

関連する諸指標を求めるためにトランスログ費用関

数を計測し，その結果をもとに農協事業全体の規模

の経済性，事業に特定の規模の経済性，範囲の経済

性，費用の補完性を推定した。そこから得られた結

論を要約すると次のようになる。

①農協事業全体の規模の経済性は比較的規模の大

きなサンプlレについて存在する。また昭和47年度か

ら平成3年度にかけて RAC曲線の最小値，規模の

経済の最適値が徐々に減少していることが明かと

なった。

②事業に特定の規模の経済性 (S，)では川村聞の

研究による S，を上限，本稿で新たに提示した Siを

下限とする範囲で、計測を行ったところ，信用事業に

ついては判定できなかったが，共済事業と購買事業

については概ね計測期間中それらの事業に特定の規

模の経済が確認された。また，販売事業については

昭和 47年度は確認されたが，それ以外の年度に関し

ては判定できなかった。

③費用の補完性は購買事業と販売事業の聞で計測

したすべての年度に現れていた。信用事業と共済事
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業については昭和 47年度と昭和57年度には確認さ

れたが，平成3年度は現れていなかった。それ以外

の事業問では明瞭な傾向は見い出されなかった。

④範囲の経済性は分析対象年度すべてについて範

囲の不経済が発生していることが明かとなった。

以上の結果から特に注目したいことは分析対象年

度における規模の経済性がRAC曲線を見ると最適

規模が平均的規模の 2倍以上示している点である。

規模の経済が働くため規模拡大でコストが削減され

るならば，農協事業における手数料率を低下させる

余地が生まれ，組合員に対する奉仕性の向上に貢献

できるのである。

註

(註1)Baumol et al!)の理論を用いた外国の農協を対

象とした実証研究としては， Schroeder92)がアメリカ中

西部における購買事業と販売事業を営む専門農協に適用

した研究が挙げられる。農協以外の実証研究としては，以

下のものがある。川村・樋口・本間51)，本間・樋口・川村川，

木南日)，草苅68)は日本の複合経営農家を対象とした。Fer-

nandez-Cornejo et al.川はドイツの酪農・肉畜の複合経

営農家を対象とした。樋口・本問問は食品工業を対象と

した。 Gil1iganet al.2I)， Berger et al.8)，首藤98)，99)，粕

谷川高橋1叫104)，木下・太田日)は銀行を対象とした。首

藤100)は証券会社を対象とした。 Mester71)はアメリカの

貯蓄貸付組合(S&L，日本の住宅金融専門会社に相当)

を対象とし， Kim57)はアメリカの信用組合を対象とし

た。

(註2)茅野12)などを参照。また速水28)(p. 201)では規

模の経済性の発現を資本の大型化にともなう利用効率の

高まりにあるとしている。

(註3)稲作地帯と全国のー農協当たりの土地の資産額

を比較すると，昭和47年度と昭和57年度は稲作地帯の

方が全国平均を上回っていたが，平成3年度では全国平

均の方が上回っていることが確認された。

(註4)青柳3)と因調l他101)においても北海道の農協は固

定資産投資が非常に旺盛であると指摘している。

(註5)都道府県ごとの平均値データを用いて計測した

川村明の研究では農協事業全体の規模の経済性は

1. 07~ 1.12となっている。

(註6)共済事業はII.で明らかにしたように実際にも事

業規模が大きく拡大している。

(註7)川村明と近藤巧叫の研究では範囲の経済が検出

されている。ただし，宮城県の農協を対象とした近藤巧叫

はトランスログ複数財費用関数を計測する際に信用事業

と共済事業を金融事業に，また購買事業と販売事業を経

済事業にそれぞれ統合して計測したため，本論文の結果

と単純に比較することはできない。一方，太田原81)と山

尾122)では北海道の稲作地帯の総合農協における「経営の

総合性の喪失Jを指摘している。しかし，本論文において
昭和47年度からすでに範囲の不経済が検出されたこと

は，経営における総合性の喪失以前に総合'性が発揮され

ていなかったことを意味する。

IV.農協の経営効率性とその要因

A.課題

III.では農協の規模の経済性と範囲の経済性を分

析した。その中で稲作地帯の農協は規模の経済の存

在，すなわち事業規模を拡大することによって平均

費用の低減が可能であることを確認した。無論，実

際に農協は合併の推進や規模(事業量または組合員

数)の拡大による規模の経済性の追求が模索されて

いる。本来，規模の経済性は規模拡大を通じて，コ

スト・ダウンを行うことにより生産物市場における

価格競争力を強化することが狙いとなるが，規模の

拡大は必ずしも農協の経営効率化に直結しているの

かどうかは不明である。

さらに全国農業協同組合中央会は平成6年に行わ

れた第 20回全国]A大会決議(以下，第 20回大会決

議と略す)で「強靭な経営体質の構築」を目指し，

合併によるスケールメリットの実現と事業・組織の

改革を通じた抜本的経営改革に加えて，農協の経営

効率性の向上に対する具体的な目標，すなわち西暦

2000年に向けて ]Aグループ全体で労働生産性を

30%向上させるという目標が設定された。このよう

な経営効率化を重要視した背景は，政府による規制

緩和の進行に伴い，農協をも経済の競争原理の下に

置き，農協が従来存立基盤としていた農業・農村と

いう地域独占的な市場構造が徐々に崩れ始め，銀行，

生保・損保，商社等の一般企業との競争がさらに蛾

烈さを増すためと考えられる。

ところで農協の労働生産性に関する研究は川村・

万木55)があり，この論文では農協の経済事業と民間

のサービス業について労働生産性を比較し，農協の

労働生産性上昇の速度が遅く，しかも近年低下して

いることが指摘されている o また川村岡は農協の全

事業と主要事業ごとに労働生産性を計測し，時系列

で類型(米型，米以外型，都市型)別に労働生産性

の変化を検討した。約四半世紀の間農協の労働生産

性の上昇速度が緩慢になっている現象は農協全般に

見られるとしながらも，特にその中で「米型」農協
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の労働生産性が最も停滞傾向にあるという点が注目

される。

以上から農協の経営効率性と労働生産性の向上は

農協の競争力を強化する上で重要なファクターと位

置づけられるものである o 本章の課題は北海道の稲

作地帯の農協における経営効率性を計量的に分析す

ることにある。具体的な分析の視点は次の 3点であ

る。

①北海道の稲作地帯における農協の経営効率性の

水準はどの程度か。

②経営効率性と規模とは関係があるのか。また労

働生産性や他の経営指標とはどうか。

③経営効率性の計測を通じ各農協は生産要素およ

び生産物にどのような特徴があるか。

そこで，上記①を明らかにするため， DEA法を適

用し農協の経営効率性を計測する。②を明らかにす

るため，経営諸指標を具体的に特定化し，経営効率

性と経営諸指標との相関係数を計測する。③を明ら

かにするため，経営効率性の計測により得られる農

協の仮想生産要素と仮想生産物を検討する(註1)。

B. DEA法による経営効率性

DEA法は Charneset al. ")により複数生産要

素・複数生産物の活動を行う経営体の総合的な経営

効率性を分析する方法として考案されたものである

(註2)。それは現実に経営体が生産活動を行う場

合，いくつかの生産要素を組み合わせて単一の生産

物を産出することは稀で，むしろ複数の生産物を産

出する場合が多く，単一の生産物しか扱えない効率

性分析の概念では分析上の妥当性を欠くと言えよ

う。また本稿で取り上げる農協も複数の生産要素か

ら複数の生産物を産出する経営体のーっと考えら

れ，通常の効率性分析を行うことはできない。よっ

て以下では，複数生産要素・複数生産物における経

営効率性の概念について述べることとする。

はじめに本節では分析対象となる経営体を意思決

定主体(DecisionMaking Unit以下， DMUと略称

する)と呼ぴ，同質なn個の DMUの経営群を想定

する。各DMUは複数個の生産要素と複数個の生産

物を持つ。

各DMUj(j=l，…，n)ごとに

生産要素 Xjj 

(jは生産要素の種類を表し， i二 1，…，m)

生産物 Yrj 

(rは生産物の種類を表し， r=l，…， s) 

とする。

これらを用いて各DMUjごとに以下のような分

数計画問題を定式化する。

~UrYrjO 
目的関数 max hjo=工言L一一

ZViX110 

(4 -1) 

~UrYrj 
制約条件号L一一孟1

ZVlXiJ 

Ur主主O

Vj:孟O

この分数計画問題の意味は生産要素と生産物にそ

れぞれウェイト u円引をかけた加重和をとり両者の

比率を出す。その値がすべての DMUについて 1以

下という条件の下で経営効率性を得ょうとする

DMUjoの比率を最大にするようにウェイト Un Vj 

の値を決める。

このとき hjoは

。 <hjO~五 I

となり， hjo=lであればDMUjは経営効率的であ

り，hjo<lであればDMUjは経営非効率的であると

言う。幾何学的には複数生産要素・複数生産物に関

する効率的フロンティアを求めることにより各

DMUごとの経営効率性を求めることができる(註

3 )。

さらに，この分数計画問題はすべての生産要素が

非負であるとの仮定の下で以下のように線形計画問

題に変形できる。

y
 
u
 

S
2日一一

β
山
dx
 
a
 
n
 

数関的目 (4-2) 

制約条件 EViXIJO二 I

s 宵1

21LIrYri一呂VjXij孟0

Ur ミO

V，主主O

上式は通常の線形計画法で解くことができる。

ここで経営効率性を図 4-1により検討するが，図

4-1は2種類の生産要素を用いて 1種類のある特定

の産出水準における生産物を生産する例を示してい

る。同国において横軸 X，/y，縦軸 X，/Yはそれぞれ生

産物1単位当たりの第 1生産要素，第2生産要素の

投入量で，折線QQは効率的フロンティアを表す。

いま DMUの生産活動が点Aで行われているとし
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x';y 

Q 

←効率的フロンティア

H 

X 1 jy 

図4-1 効率的フロンティアと経営効率性
Fig. 4-1 Frontier and Technical Efficiency 

た場合の経営効率性を考える。点Aから原点に向

かつて直線を引き，効率的フロンティア QQと交

わった点を点Bとする。点、Bでは各生産要素の投入

量として点Aにおける OB/OA倍の投入量でも点

Aと同量の生産物を生産することができる。換言す

れば点Bでは同量の投入から点Aに対して OA/OB

倍の生産物を生産することができる。このようにし

て点Aの経営効率は OB/OAと定義されるo要する

に，実際に個々の農協の経営効率性は最も高い生産

性を持つ農協で構成されるフロンティアからそれ以

外の相対的に生産性の低い農協がフロンティアから

離れている距離と解釈される。

ただし経営効率性には技術効率性，規模効率性，

配分効率性等があるが上記の説明から本章で用いる

経営効率性とは規模に関して収穫一定の技術効率性

を意味する。規模に関して収穫一定とした理由は規

模に関して収穫可変を仮定すると，経営効率的な経

営体の個数が増加し，かえって経営体間の効率性格

差が捉えにくくなるためである(註4)。またDEA

法による評価は個別DMUの絶対的な評価基準で

はなしあくまでもサンプル内における相対的な評

価にとどまることに留意しなければならない。

C.経営効率性の計測と相関分析におけるデータ

a.経営効率性の計測に用いるデータ

分析対象農協は，前章と同様に農協における全農

産物の販売品取扱高合計に占める米取扱高合計の割

合が， 40%以上の農協とし，対象年は昭和47年度，

昭和57年度，平成3年度とする。分析対象農協数は

昭和47年度が60農協，昭和57年度が55農協，平

成3年度が49農協である。

経営効率性を計測する際のデータに閲し，農協の

生産物として信用事業，共済事業，購買事業，販売

事業の 4事業の事業総利益(千円)を用いる(註5)。

投入される生産要素は労働と資本とした。ただし，

データの選定に関し，労働はフロー量である労働時

聞を用いるべきであるが，資料の制約上得られず，

次善の選択として職員数(人)を用いる。資本は茂

野94)に従い，事業管理費から人件費を除いた残余で

あるその他事業管理費(千円;以下，その他管理費

と称す)とする。データは『北海道農協要覧』より

昭和47年度，昭和57年度，平成3年度を用いる。

b.相関分析に用いるデータ

次に経営効率性の要因を明らかにするため，経営

効率性との相関分析に用いられるデータとその理由

を説明し，次節における相関分析のための仮説を提

示する。相関分析に取り上げる指標は大別すると規

模，要素生産性，人件費，財務状況である。

1)規模指標

規模指標を取り上げる理由は，第一にこれまで農

協が合併等による規模拡大に取り組んできたが，規

模の大きさが経営効率性に直結するかを吟味するた

めである。第二は茂野94)と小沢82)の既存研究と比較

するためである。両者の研究とも農協の規模と経営

効率性との相聞が認められないと指摘されているこ

とから，この点を北海道の稲作地帯でも確認できる

かを見る。その際の規模としてピック・アップする

データは農協全体の事業総利益と正組合員戸数であ

る。その理由は農協が周知のように経営体と組織体

の側面を有するが，規模と経営効率性との関連性を

経営面のみならず，組織面からも補完的に捉えるた

めである。よって，経営面として見た規模を事業総

利益で，組織面における規模を正組合員戸数で代表

させ，取り上げた。規模と経営効率性との相関係数

の符号条件は，既存の研究成果を踏まえると正では

あるが有意な相関は示さないと予想される。

2 )要素生産性指標

要素生産性は，事業量を個別の要素投入量で除し

た指標であるo 生産要素として労働と資本があるた

め，労働生産性として職員一人当たり事業総利益(千

円÷人)を，また資本生産性として前節で述べたよ

うに資本として適切なデータをとることができな

かったため便宜的に資本投入量として用いた，その

他管理費で事業総利益を除したものを代用した。す



近藤:総合農の事業効率正に関する計量経済学的研究 133 

なわち，事業総利益二その他管理費(単位は無名数)

を用いる。要素生産性指標の中で特に労働生産性は

第 20回大会で決議されたように農協の経営効率性

を向上させるための条件として労働生産性の向上を

掲げている。そもそも経営効率性とは，既存の生産

要素をいかに無駄なく使用することによって生産量

を増大させ得るかを把握する概念である。従って，

高い経営効率性を実現するには，生産要素の生産力

を高めることが不可欠である。それゆえ予想される

要素生産性と経営効率性との相聞は正であり，有意

な相聞を示すと考える。

3 )人件費指標

人件費指標を取り入れた理由は人件費の高さが経

営効率性と関連があるか否かを検証するためであ

る。ここで人件費指標には職員一人当たり人件費(千

円÷人)をとる。人件費を総額ではなく，職員一人

当たりとした理由は第一に職員がそれぞれ受け取る

人件費が少なければ，職務の士気にマイナスの影響

を及ぼすと考えられること。それゆえ職員一人当た

りの人件費の高さが労働生産性，延いては経営効率

性にプラスに作用すると推察される。第二に人件費

の総額では農協の規模と相聞が高く，経営効率性と

有意な相関を得ることが困難と考えられる。よって

職員一人当たり人件費に期待される相関係数の符号

条件は正で有意な相聞を示すと考える(註6)。

4)財務指標

財務状況を示す指標として自己資本比率(%)と

事業管理費比率(%)を用いる。これらの財務指標

は第 20回大会決議の中で取り上げられたものであ

る。従来，農協における自己資本の増大は増資より

も，事業活動から発生する内部留保(積立金)に依

存するところが大きいため(註7)，自己資本比率が

高ければ経営体質の強化が図られ，同時にリスク負

担能力の向上につながる点にある。事業管理費比率

は経営効率化を図るには余分な経費の圧縮が不可欠

であり，それを吟味するために取り上げた。以上か

ら自己資本比率に期待される相関係数の符号条件は

正，事業管理費比率は負である。

D.経営効率性を規定する要因

a.経営効率性の計測結果

経営効率性の計測結果は表4-1の通りである。計

測結果を見ていくと昭和47年度における経営効率

性の統計量は平均値が0.8715，標準偏差が0.1048，

最小値が0.5392であり，経営効率性が1.0000とな

る経営効率的農協は 60農協中 14農協あった。昭和

57年度における経営効率性の統計量は平均値が

0.9005，標準偏差が0.0903，最小値が0.6771であ

り，経営効率的農協は 55農協中 15農協あった。平

成 3年度における経営効率性の統計量は平均値が

0.9152，標準偏差が0.0845，最小値が0.6657，経営

効率的農協は 49農協中 18農協あった(註8)。

以上の計測結果から経営効率性は若干上昇したよ

うに見受けられるが，統計的に全体の経営効率性が

上昇したか否かを検証するため，経営効率性の平均

値の差の検定を行った。昭和47年度と昭和57年度，

昭和 57年度と平成3年度をそれぞれ検定した結果，

昭和47年度と昭和 57年度の t値は 1.5829，昭和57

年度と平成3年度の t値は 0.8541となり，いずれも

5%水準での有意差は認められなかった。従って，

統計的には経営効率性は上昇しているとは言えな

い。また経営効率性の平均値から各年度における標

本全ての農協が現状で最も高い効率性で生産できれ

ば，全体でそれぞれ昭和 47年度約 13%，昭和 57年

度約 10%，平成3年度約9% (1 各年度の経営効

率性の平均値)経営効率性を改善する余地がある。

b.経営効率性と経営諸指標の相関係数の計測結

果

表4-2は前節で示した仮説に基づいて行った経営

効率性と経営諸指標との相関係数の計測結果であ

る。相関係数がゼロの帰無仮説を検定する有意水準

確率は 1~5%水準に設定した。まず，経営効率性

と経営諸指標聞の相関係数は規模指標を除き前節で

予想、した符号条件であることが確認できる(註9)。

1)経営効率性と規模指標との相関

農協の規模(正組合員戸数，事業総利益)を見る

といずれの年度も有意な相関関係が認められない。

これは茂野叫や小沢82)の研究で明らかにされてい

る通り，農協の規模が単に大きいことが直接経営効

率性に反映されるわけではないことを意味してい

る。つまり単純な量的拡大よりも，経営効率性は規

模以外の面での関連性が強いと示唆される。

2 )経営効率性と要素生産性指標との相関

次に要素生産性指標との相関について見ていく。

労働生産性を見ると昭和47年度は 0.4385，昭和57

年度は 0.4034，平成3年度は 0.5058と各年度とも

1%で有意な正の相闘が得られた。近年において農

協の経営環境に厳しさが増す中で労働生産性との相

聞が強まったことは，規模拡大よりも労働生産性を
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平成 3年度
名 経営効率性
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1ぇ 0.8762
宇寸 0.8624 

協

日リ
当
篠津
国

出
回
一
当
西
新
厚

農
一
当
西
新

3
0
7
0
0
4
0
9
0
0
0
0
4
4
0
6
8
8
9
6
4
3
3
0
0
0
8
0
2
5
 

4
0
4
0
0
7
0
2
0
0
0
0
1
8
0
1
1
4
0
9
9
0
1
0
0
9
2
4
0
5
 

5
0
3
0
0
6
0
9
0
0
0
0
8
3
4
3
1
3
2
6
5
0
1
0
0
2
3
8
9
0
 

Q
d

ハU
Q
J
Q
U
A
υ
a
u
ハV
Q

d

ハU
ハu
n
u
n
υ
a
u
a
u
Q
d
Q
d
o
o
o
o
a
U
Q
U

ヴ

d
Q
J
Q
d
n
u
n
u
a
u
a
U
巧，

e

Q

O

0

0

0
1
0
1
1
0
1
0
1
1
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
 

J工lJU 司7

北海北村
栗沢町
南幌町

田丁
目了
田了

北長沼
栗山町
月形町
浦臼田丁
新十津川
下徳富
妹背牛町
秩父別
イチャン
納内
多度志町
雨竜町
北竜町
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空知大富
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北野
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江部乙
音江
由仁

0.8713 
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0.9294 
0.9481 

1.0000 
0.9178 
0.7895 
1.0000 
1.0000 
0.8545 

1. 0000 

0.8355 
0.7916 
0.8480 
0.8243 
0.7113 
0.9318 

0.9428 
1.0000 

0.7915 
0.8203 
0.8287 
0.8727 

0.9261 
0.8157 
0.9019 
0.7783 

1.0000 
0.6872 

市

村

町

町

町

町

町

町

町

町

町

川

富

町

ン

町

町

町

町

市

向

宮

村

市

市

栖

栖

町

正

楽

楽

麻

町

幌

中

江

津

牛

ヤ

志

内

沢

有

大

川

別

沢

幌

江

仁

沼

山

形

臼

徳

竜

竜

司

市

川

川

鷹

神

布

井

十

背

チ

度

加

見

聞

知

唄

旭

江

北

巣

南

奈

音

由

長

栗

月

浦

新

下

妹

イ

多

雨

北

腕

岩

岩

空

美

滝

深

東

府

東

旭

神

東

当

比

昭和 47年度
協 名 経営効率性

別町 0.8784 

篠津村 0.8719 
田村 0.7193 
庭市 0.9451 
琴似 1.0000 
別市 0.8082 
幌 0.7948

町 0.7997

町 0.8269

Table 4-1. 

沢

井江

良

一

当

新

厚

志

新

江

野

栗

奈

1. 0000 
0.9243 

1.0000 

1.0000 
0.8363 
0.7854 
0.9228 
0.8990 

0.7234 
0.7704 

0.8415 
1. 0000 
1. 0000 
0.9353 
0.8512 

0.8412 

0.9848 

0.8534 
0.7808 
0.7137 
0.9764 
1. 0000 
0.8629 
0.8249 
0.7688 
0.8622 
1. 0000 
1. 0000 

田了
間了

浦臼田丁

下 f恵富
妹背牛町
秩父別
イチャン
納内

雨竜町
北竜町

岩見沢市
岩見沢市幌向
峰 延
大富
中村

i竜 j川 T行

東鷹栖

神楽
東神楽
西神楽
当麻
比布町
愛別町
上川町
東川町
石狩追分
風連町
旭川市神居

仁
沼

由
長

0.8341 
0.8217 
0.9084 

0.9502 

楽
麻
町

町J

連

干申

靖子

111 

西
当
比

東

風

0.907l 

0.9631 
0.8291 
1.0000 
0.9975 
0.8810 

東川町

風連
旭川市神居
旭川市北部
五く U.J 
温 根別

1. 0000 

0.6657 山君く

0.8646 

1. 0000 
0.8993 

1. 0000 

寄

田

山

差

名

前

銀

江

0.9702 

0.9183 
0.7687 
1. 0000 

1. 0000 
1. 0000 

別

寄

町

田

足

差

士

越

若 松
今金町

渡島大野

0.8629 
1. 0000 

0.8550 

60 
14 

0.8715 
0.1048 
0.5392 

上

名

蘭

前

発

江

0.9672 
0.7347 
0.8776 
0.8476 

0.6897 
0.9106 
0.8031 
1. 0000 
0.9793 
1. 0000 
0.9193 
0.8163 
0.8736 
1. 0000 
0.6999 
0.8311 

0.7906 

0.9798 
1.0000 
1.0000 

1. 0000 

49 
18) 

0.9152 
0.0845 
0.6657 

昔日

町
田丁
田I

市

表4-1 各年度における経営効率性の結果

Technical E伍ciencyof Agricultural Cooperatives for Each Year 

昭和 57年度
協 名 経営効率性

日リ 田丁 0.9408 
当別 0.7958 
篠津村 0.8767 

幌

前

平

前

落

羽

苫

小

留

1. 0000 

0.8339 

0.9595 
0.6771 

55 
15 

0.9005 
0.0903 
0.6771 

増毛町

苫前町

初山別村
留萌市

1. 0000 
0.7930 
0.8816 
0.7928 

0.7291 
0.5392 

1. 0000 

Y昆 キ畏 lJU 
剣 測
朝日町
士別市

多寄
名寄
蘭越町
前回
銀山
発足
江差町
厚沢部町
乙部町
若松
今金町
木古内町

落部
上磯町
厚真町
鵡川町

羽幌町
苫前町

初山別村

農協数
(うち効率的農協数
平均値
標準偏差
最小値
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表4-2 各年度における経営効率性と経営諸指標の相関係数の計測結果

Table 4-2. Correlation Analyses of Technical Efficiency with Managerial lndices for Each Year 

指標 統計量 昭和 47年度 昭和57年度 平成3年度

事業総利益 相関係数 0.0118 0.0247 ← 0.0099 

{直 0.0901 。.1804 ← 0.0680 
規 模

正組合員戸数 相関係数 0.0087 0.0690 0.1218 

値 0.0663 0.5036 0.8419 

事業総利益 相関係数 0.4385叫 0.4034** 0.5058** 

要 素 ÷職員数 f直 3.7167 3.2098 4.0197 

生産性 事業総利益 相関係数 0.4902*キ 0.3784*本 0.3874本*

÷その他管理費 {直 4.2838 2.9769 2.8815 

人件費 相関係数 0.4252** 0.3366*事 0.4421** 
人件費

÷職員数 f直 3.5782 2.6031 3.3796 

自己資本比率 相関係数 0.1875 0.3321キ 0.3823*事

値 1.4545 2.5639 2.8371 
財務状況

事業管理費 相関係数 -0.3570** 0.3559** -0.4841** 

比率 値 2.9109 -2.7730 -3.7934 

註1)**:有意水準 1%，ホ:有意水準5%

註2)表中の「事業総利益」とは信用・共済・購買・販売の事業総利益に加え，それ以外の事業を含めた全体の合計

値である。

高めることが経営効率化の決め手であると言える。

さらに経営効率性の向上に対し，第 20回大会決議案

に誕われた労働生産性を向上させることが実証的に

十分な妥当性を持つことを示している。

資本生産性については昭和 47年度が0.4902，昭

和 57年度が0.3784，平成3年度が 0.3874と労働生

産性と同様に 1%で有意な相関を示している。これ

は施設を有効に利用することが経営の合理化・効率

化に結びつくことを意味する。このように経営効率

性を高めることは，要素生産性の上昇と密接に関連

している。

3)経営効率性と人件費指標との相関

人件費指標との栢闘で，職員一人当り人件費では

昭和 47年度は 0.4252，昭和 57年度は 0.3366，平成

3年度は 0.4421と有意な正の相関が現れている。こ

の結果より，農協にとっても経営効率性が高いとこ

ろは，経営上職員に対して高い労働報酬を支払う余

裕があることを示している。裏を返せば職員一人当

りの人件費を高めることは，職員の労働意欲向上を

図ることが挙げられ，その結果職員一人当り人件費

の相聞が高まったと考えられる。(註 10)

4 )経営効率性と財務指標との相関

財務指標との相関について，自己資本比率は昭和

47年度に相聞が現れなかったが，昭和 57年度は

0.3321と5%で，平成 3年度は 0.3823と1%でそ

れぞれ有意な相聞を示している。

また事業管理費比率は昭和 47年度が 0.3570，昭

和 57年度が-0.3559，平成 3年度が 0.4841と3

カ年度とも 1%で有意な負の相聞を示しており，農

協の生み出す利益に対し，投入される経費の圧縮が

経営効率性に寄与していると言える。さらにこれら

の財務指標と関連性を有した背景として，減反や各

種の自由化など農協の経営基盤が損なわれるおそれ

がある中で無駄の少ない事業運営をより一層意識

し，それが有意な相関をもたらしたと考えられる。

このように経営効率性を高めることは，自己資本比

率や事業管理費比率の改善と密接に関連している。

C.個別農協の検討

次に個別農協ごとに経営効率性と仮想生産要素お

よび仮想生産物との関係を見ていく。表 4-3-1~3 は

各農協の経営効率性と仮想生産要素および仮想生産

物を示したものである。ただし，前述のように分析

対象とした 3カ年度はサンプル数が異なるため 3カ

年度通して登場する農協があれば，昭和47年度と昭
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和57年度の2カ年度しか登場しない農協，また3カ

年度のうち 1カ年度しか登場しない農協があること

から，複数の年度にでてくる農協の経営効率性の変

化を捉えやすくするため同表では農協を以下のよう

にク勺レーピングした(後述する農協名は「農協」を

省いて次のように記す。 例:当別町農協→当別

町)。

グループ1:昭和47年度~平成3年度の 3カ年

度通して登場する農協群

グループ2:昭和47年度と昭和57年度の 2カ年

度のみ登場する農協群

グループ3:昭和47年度と平成 3年度の 2カ年

度のみ登場する農協群

クソレープ4 昭和47年度の 1カ年度しか登場し

ない農協群

グループ5:昭和57年度と平成3年度の 2カ年

度のみ登場する農協群

グループ6:昭和57年度の 1カ年度しか登場し

ない農協群

クーループ7:平成3年度の 1カ年度しか登場しな

い農協群

このうち年度問比較の対象となるものは，グルー

プ 1~3 および、グループ 5 であり，その中で経営効

率性が継続的に上昇または下落したものを中心に検

討する。またグループ 4 およびグループ 6~7 に関

しては各農協の生産要素および生産物の特徴に関し

検討を行う。

1 )各農協における経営効率性の比較

最初にグル」プ1について比較すると，グノレープ

内の農協は24あり 3カ年度通して経営効率性が

1.0000となった農協は前田の1農協のみである。経

営効率性が上昇した農協は当別町，苫前町，北竜町

の3農協で，逆に経営効率性が下落した農協は岩見

沢幌向，新篠津村，東鷹栖の 3農協である。

グループ2について比較すると，グ'ループ内の農

協は 11農協あり，そのうち昭和47年度より昭和57

年度に経営効率性が上昇した農協は今金町，奈井江

町，長沼町，神楽の4農協であるが，逆に経営効率

性が下落した農協は初山別村，温根別，若松，旭川

市神居，東神楽，蘭越町の6農協であった。

グ、/レープ3について比較すると，グループ内の農

協は7農協あり，そのうち昭和47年度より平成3年

度に経営効率性が上昇した農協は羽幌町，秩父別，

厚田村，西神楽の 4農協であるが，逆に経営効率性

が下落した農協は銀山，納内，落部の 3農協であっ

7こ。

グループ5について比較すると，グループ内の農

協は 13農協あり，そのうち昭和57年度より平成3

年度に経営効率性が上昇した農協は西当別，月形町，

留萌市，深川市の 4農協であるが，逆に経営効率性

が下落した農協は音江町，多度志町，旭正，永山の

4農協であった。

2 )各農協における生産要素および生産物の特徴

経営効率性の計測を通じて，各グループにおける

農協がどの生産要素および生産物に特徴があるかを

仮想生産要素および仮想、生産物の大小関係により検

討する。仮想、生産要素および仮想生産物は各生産要

素および生産物の実数値にそれらのウェイトを掛け

て算出したものである。すなわち仮想生産要素は本

章B.で説明した VjX!joであり，仮想生産物は u叫lrYrj円J

である。ただし，経営効率的な農協は生産要素と生

産物のウェイトが一意的に決まらないのでブランク

になっているが(註 11)，経営効率的な農協について

はすべての生産要素と生産物のウェイトが正値を持

つことが分かつており(註 12)，従って仮想、生産要素

および仮想生産物も正値をとる。生産要素にかかる

ウェイトは，その大小によってどの生産要素が高く

評価されているかを知ることができ，同じく生産物

にかかるウェイトは，その大小によってどの生産物

が高く評価されているかを知ることができる。ただ

し，各農協の生産要素および生産物に関する特徴を

把握する上で，ウェイトは各生産要素および各生産

物の単位や数値オーダーの違いのため容易に比較す

ることができない。そのため，直接ウェイトによる

評価は避け，仮想、生産要素および仮想、生産物を用い

ることにする。仮想生産要素および仮想生産物は

個々の農協にとって，どの生産要素および生産物に

特徴があるかを示すものである。

表 4-3-1~3 において各農協の仮想生産要素およ

び仮想生産物をグループごとに見ていく。

a) グループ1

当別町:経営効率性は昭和47年度が0.8784，昭

和57年度が0.9408，平成3年度が1.000と継続的

に上昇した。仮想、生産物は昭和47年度に購買事業が

0.689，共済事業が0.166であり，昭和57年度に購

買事業が0.616，共済事業が0.281と購買事業が最

も高く評価されている。仮想生産要素は昭和47年度

に労働が0.895，昭和57年度に労働が0.761と労働
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表4-3-1 経営効率性と仮想生産要素および仮想、生産物(昭和 47年度)

Table 4-3-1. Tehnical efficiency， Virtual Production Factors and Produts (1972) 

仮想生産物
共済 購買

仮想生産要素
労働 資本

経営
効率性 販売農協名

由仁町
浦臼町
下徳富
岩見沢市幌向

グ| 比布町
風連町
前回
東鷹栖

ノレ | 当麻

大富
イチャン
江差町
名寄
当別町
新篠津村

プ l 岩見沢市
滝川市
妹背牛町
江別市
栗沢町
北竜町
東川町
雨竜町
苫前町

旭川市神居
若松

グ| 初山別村

ル! 発足
} 温根別

長沼町

プ l 神楽
| 奈井江町
2 I 蘭越町
東神楽
今金町

落昔日
銀山
納内
秩父別
羽幌町
厚回村
西神楽

新琴似 l. 0000 
峰延 1. 0000 
恵庭市 0.9451 
厚真町 0.8816 

グ| 朝日町 0.8776 
乙部町 0.8736 

ノレ | 愛別町 0.8629 
石狩追分 0.8622 
中村 0.8512 
士別市 0.8476 
木古内町 0.8311 

プ| 上川町 0.8249 
厚沢部町 0.8163 

4 I 野幌 0.7948 
上磯町 0.7930 
鵡川町 0.7928 
剣談 0.7347
多寄 06897 

農協数 60 
(うち経営効率的農協数 14) 
平均値 0.8715 
標準偏差 0.1048 
最小値 0.5392 

註 1)表側のグループ1は昭和 47年度~平成 3年度までの 3カ年共通の農協で，グループ2は昭和 47年度と 57年度の 2カ年共
通の農協，グループ3は昭和 47年度と平成3年度の 2カ年共通の農協，グループ4は昭和 47年度のみの農協である。

註 2)仮想生産要素とは DEA法の計測により算出される各生産要素のウェイトに各生産要素の投入量をかけたものである。同
様に仮想生産物は各事業の生産物のウェイトに各事業の生産量をかけたものである。

註 3)表頭に掲げた各変数に用いたデータは次の通り。労働:職員数，資本.その他管理費，信用・共済・購買・販売の各事業は

事業総利益。

信用

1. 0000 
1.0000 
1. 0000 
1. 0000 
1. 0000 
1. 0000 
1. 0000 
0.9848 
0.9764 
0.9353 
0.9228 
0.9193 
0.9106 
0.8784 
0.8719 
0‘8415 
0.8412 
0.8363 
0.8082 
0.7997 
0.7704 
0.7688 
0.7234 
0.5392 

0.022 
0.000 
0.000 
0.000 
0.000 
0.590 
0.023 
0.100 
0.016 
0.427 
0.165 
0.000 
0.000 
0.000 
0.000 
0.293 
0.000 

0.l37 
0.000 
0.114 
0.058 
0.000 
0.000 
0.000 
0.000 
0.03R 
0.000 
0.000 
0.048 
0.000 
0.093 
0.000 
0.024 
0.539 

0.471 
0.791 
0.821 
0.170 
0.594 
0.149 
0.166 
0.115 
0.142 
0.000 
0.000 
0.211 
0.800 
0.677 
0.116 
0.011 
0.000 

0.355 
0.186 
0.000 
0.695 
0.325 
0.171 
0.689 
0.656 
0.645 
0.414 
0.672 
0.549 
0.000 
0.000 
0.653 
0.395 
0.000 

0.000 
l.000 
0.000 
0.088 
l.000 
0.000 
0.105 
0.132 
0.102 
0.000 
0.080 
0.124 
0.869 
0.000 
0.000 
0.548 
0.960 

1.000 
0.000 
l.000 
0.912 
0.000 
l.000 
0.895 
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表 4-3-2 経営効率性と仮想生産要素および仮想、生産物(昭和 57年度)

Table 4-3-2. Technical Efficiency， Virtual Production Factors and Produts (1982) 
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効率性
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が相対的に高く評価されている O

苫前町:経営効率性は昭和47年度が0.5392，昭

和 57年度が0.8339，平成3年度が 1.000と継続的

に上昇した。仮想、生産物は昭和47年度に信用事業が

0.539であり，他の事業は評価されなかった。昭和57

年度は信用事業が0.038と大幅に低下したが，購買

事業が 0.532，共済事業が0.264と高く評価されて

いる。仮想生産要素は昭和47年度は資本が0.960と

高かったが，昭和 57年度は逆に労働が0.756と高く

評価されている。

北竜町:経営効率性は昭和47年度が0.7704，昭

和 57年度が0.8480，平成3年度が0.8696とほぼ継

続的に上昇した。昭和47年度は共済事業が0.677で

あり，他の事業は評価されなかった。昭和57年度は

購買事業が0.607，販売事業0.218で，共済事業は

0.023に低下した。また平成 3年度は販売事業が

0.472，購買事業0.203，共済事業が0.195となり，

販売事業が最も高く評価されている。仮想生産要素

は労働に関して昭和 47年度が 1.000，昭和57年度

も1.000，平成3年度が0.831と圧倒的に高く評価

されている。

岩見沢幌向:経営効率性は昭和 47年度が

1.0000，昭和57年度が0.9318，平成3年度が0.9003

と経営効率性がほぽ継続的に下落した。仮想生産物

は昭和 57年度に共済事業が0.524，販売事業が

0.251，信用事業が0.158と共済事業が高く評価され

たが，平成3年度は信用事業が0.349と増大したも

のの，販売事業が0.000となったため，その分経営

効率性が低下した。仮想、生産要素は労働に関し，昭

和 57年度が 1.000，平成3年度が0.858と高く評価

されている。

新篠津村:経営効率性は昭和 47年度が0.8719，

昭和 57年度が0.8767，平成3年度が0.8762とほと

んど変化は見られない。仮想生産物は昭和47年度に

購買事業が0.656，共済事業が0.115，販売事業が

0.100となっており，購買事業が最も高く評価され

ているo昭和 57年度は販売事業が0.359，共済事業

が0.309に上昇したが，購買事業が0.209と大きく

低下したため経営効率性が下がった。平成3年度に

ついては信用事業が0.233に上昇したものの，販売

事業が0.000となったため，その分経営効率性が低

下した。仮想、生産要素については労働が昭和47年度

から平成 3 年度まで 0.7~0.8 の水準で高く評価さ

れている。

東鷹栖:経営効率性は昭和47年度が0.9848，昭

和 57年度が 0.8287，平成3年度が0.7840と継続的

に低下した。仮想生産物は昭和47年度に共済事業が

0.471，購買事業が0.355，信用事業が0.137と共済

事業が最も高く評価されている。昭和57年度は購買

事業が0.532，販売事業が0.142と上昇したものの，

共済事業が0.155と大きく低下したため経営効率性

が低下した。平成 3年度については購買事業が

0.669と上昇したが，販売事業が0.006，共済事業が

0.041に低下したため，さらに経営効率性が低下し

た。仮想生産要素について労働は昭和47年度が

1.000と昭和 57年度が0.756と高く評価されてい

たが，平成3年度は逆に資本が0.639と仮想、生産要

素の評価が逆転している。

グ、ループ1をまとめると平成3年度に経営効率性

が 1.0000となった農協は仮想生産物に関し，昭和

47年度と昭和 57年度に購買事業が概ね高く評価さ

れている。それは購買事業が経営効率性に他の事業

よりも大きく貢献していることと解釈される。仮想、

生産要素に関しては，昭和 47年度と昭和57年度と

もに労働が資本よりも高く評価されている。

b)グループ2

今金町:経営効率性は昭和47年度が0.6999，昭

和 57年度が 1.0000と上昇した。仮想生産物は昭和

47年度に購買事業0.646となったが，他の事業では

仮想、生産物はほとんど現れていない。仮想、生産要素

について労働は昭和47年度に 1.000と評価されて

しミる。

奈井江町:経営効率性は昭和 47年度は 0.8269，

昭和57年度は 0.9967と上昇したが，仮想生産物に

関し昭和47年度に購買事業が0.432，販売事業が

0.212，信用事業0.183と評価された。昭和57年度

には信用事業はほとんど変化なしまた販売事業は

0.084と低下したが，購買事業は 0.755と2倍近く

に上昇した。仮想生産要素について昭和47年度は資

本が0.788であったのに対し，昭和 57年度は労働が

1.000と評価が逆転している。

長沼町:経営効率性は昭和47年度が0.9243，昭

和 57年度が0.9481とほとんど変化はない。仮想生

産物は昭和 47年度に購買事業が0.795で他の事業

はほとんど評価されていないが，昭和57年度は購買

事業が0.025と大幅に低下し，代わって販売事業が

0.680，信用事業が0.244と大きく上昇した。仮想、生

産要素について昭和47年度は労働が 1.000であっ
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たのに対し，昭和57年度は資本が1.000と評価が逆

転している。

神楽:経営効率性は昭和47年度が0.8534，昭和

57年度が0.9019と若干上昇した程度にとどまって

いる。仮想、生産物は昭和47年度に購買事業が0.853

であり，他の事業は全く評価されていない。昭和57

年度は購買事業が0.711とやや低下したが，信用事

業が0.191と上昇した。仮想生産要素について昭和

47年度は資本が0.641であったのに対し，昭和57

年度は労働が0.809と評価が逆転している。

初山別村:経営効率性は昭和47年度が1.000，昭

和57年度が0.9595と若干下落した程度である。仮

想生産物は昭和57年度に共済事業が0.674，販売事

業0.285と評価されている。仮想生産要素について

は昭和57年度に労働が0.620と，やや高く評価され

7こ。

温根別:経営効率性は昭和47年度が0.9672，昭

和57年度は 0.8810と低下している。仮想生産物は

昭和47年度に共済事業が0.650，信用事業が0.317

と高くなっていたものが，昭和57年度は共済事業が

0.174，信用事業が0.110と大きく減少し，購買事業

が0.597と大きく上昇した。仮想、生産要素について

昭和47年度は資本が1.000であったのに対し，昭和

57年度は労働が1.000と評価が逆転している。

若松:経営効率'性は昭和47年度が1.000，昭和57

年度が0.8629と低下している。仮想生産物は昭和

57年度に販売事業が0.505，購買事業が0.276と高

く評価されている。仮想生産要素について昭和57年

度は資本が1.000であった。

旭川市神居:経営効率性は昭和47年度が1.000，

昭和57年度が0.8291と低下している。仮想生産物

は昭和57年度に信用事業が0.435，購買事業が

0.394と高く評価されている。仮想生産要素につい

て昭和57年度は資本が1.000であった。

東神楽:経営効率性は昭和47年度が0.7808，昭

和57年度が0.7783とほとんど変化は見られない。

仮想生産物は昭和47年度に共済事業が0.330，購買

事業が0.297，信用事業が0.131と評価されたが，昭

和57年度は信用事業が0.778と大きく増大したも

のの，他の事業は0.000と全く評価されなかったた

め経営効率性が変化しなかった。仮想、生産要素につ

いて労働が昭和 47年度と昭和 57年度に

1.000~0.989 であった。

蘭越町:経営効率性は昭和47年度が0.8031，昭

和57年度が0.7687と若干下落した。仮想、生産物は

昭和47年度に購買事業が0.586，共済事業が0.168

と高く評価されたが，昭和57年度に販売事業が

0.261，共済事業が0.219と増大したものの，購買事

業が0.284と大幅に落ち込んだため経営効率性が下

落した。仮想生産要素について昭和47年度は労働が

0.872であったのに対し，昭和57年度は資本が

0.905と評価が逆転している。

c) グループ3

羽幌町:経営効率性は昭和47年度が0.7291，平

成3年度が0.9798と上昇した。仮想生産物は昭和

47年度に共済事業が0.399，販売事業が0.180，信用

事業が0.150と高く評価されたが，平成3年度に販

売事業が評価されなかったものの共済事業が

0.608，信用事業が0.372と上昇し経営効率性を高め

た。仮想、生産要素について，労働は昭和47年度が

0.638，平成3年度が0.884と労働の評価が上昇し

た。

秩父別:経営効率性は昭和47年度が0.7854，平

成3年度が0.9400と上昇した。仮想生産物は昭和

47年度に信用事業が0.417，共済事業が0.369と高

く評価されたが，平成3年度に共済事業は0.000に

下落し，購買事業は0.580，信用事業は0.360に上昇

した結果，経営効率性を高めた。仮想生産要素につ

いて，労働は昭和47年度が0.871，平成3年度が

0.529と労働に対する評価が低下している。

厚田村:経営効率性は昭和47年度が0.7193，平

成3年度が0.8624と上昇した。仮想生産物は昭和

47年度に購買事業が0.574であったが，他の事業は

ほとんど評価されなかった。平成3年度は購買事業

が0.355に低下し，共済事業が0.268，信用事業が

0.240と上昇したため経営効率性が上がった。仮想、

生産要素について，労働は昭和47年度が1.000，平

成3年度が0.5l3と評価が低下している。

西神楽:経営効率性は昭和47年度が0.7137，平

成3年度が0.8341と若干上昇した。仮想、生産物は昭

和47年度に共済事業が0.378，購買事業が0.293と

評価されたが，平成3年度に共済事業は0.037に低

下したが，販売事業が0.410，購買事業が0.387に上

昇したため経営効率'性が上がった。仮想、生産要素に

ついて，資本は昭和47年度が0.942，平成3年度が

1.000と評価がさらに上昇した。

銀山:経営効率性は昭和47年度が0.9793，平成

3年度が0.8993と若干下落した。仮想生産物は昭和
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47年度に購買事業が0.608，販売事業が0.202，信用

事業が0.130と評価されたが，平成3年度は購買事

業が0.747と上昇したものの，販売事業が0.000，信

用事業が0.096と大幅に評価が下がったため経営効

率性は下落した。仮想生産要素について，資本は昭

和47年度が0.751，平成3年度が0.561と評価が低

下した。

納内:経営効率性は昭和47年度が0.8990，平成

3年度が0.8118と若干下落した。仮想生産物は昭和

47年度に購買事業が0.769で他の事業はほとんど

評価されていないが，平成 3年度は販売事業が

0.284，共済事業が0.183と上昇したものの，購買事

業が0.346に下ったため経営効率性が下落した。仮

想生産要素について昭和47年度は労働が1.000，平

成3年度は資本が0.533と生産要素の評価に変化が

見られた。

落部:経営効率性は昭和47年度が1.0000，平成

3年度が0.7906と大きく下落した。仮想生産物は平

成3年度に共済事業が0.429，購買事業が0.361と

評価されている。仮想、生産要素については平成3年

度に労働が0.549，資本が0.451とほぽ詰抗した評

価がなされている。

d)グループ5

西当別:経営効率性は昭和57年度が0.7958，平

成3年度が1.0000と上昇した。仮想生産物は昭和

57年度に販売事業が0.465，共済事業が0.176，購買

事業が0.155と販売事業が最も高く評価された。仮

想生産要素については昭和57年度に労働が0.121，

資本が0.879と資本が高く評価されている。

月形町:経営効率性は昭和57年度が0.9178，平

成 3年度が1.0000と上昇した。仮想生産物は昭和

57年度に共済事業が0.662，販売事業が0.256と評

価された。仮想生産要素については昭和57年度に労

働が0.599，資本が0.401と労働がやや高く評価さ

れている。

留萌市:経営効率性は昭和57年度が0.6771，平

成3年度が1.0000と上昇した。仮想生産物は昭和

57年度に購買事業が0.525，共済事業が0.152と購

買事業が最も高く評価された。仮想、生産要素につい

ては昭和57年度に労働が0.767，資本が0.233と労

働が高く評価されている。

深川市:経営効率性は昭和57年度が0.8203，平

成3年度が0.8328とほとんど変化は見られない。仮

想生産物は昭和57年度に購買事業が0.612，販売事

業が0.190と購買事業が相対的に高く評価された

が，平成3年度は販売事業が0.000に低下したが，

購買事業が0.736に上昇したことで経営効率性が結

果的に変化しなかった。仮想、生産要素については昭

和 57年度に労働が1.000，平成 3年度に資本が

0.602と生産要素の評価に変化が見られる。

音江町:経営効率性は昭和57年度が0.8765，平

成3年度が0.8674とほとんど変化は見られない。仮

想生産物は昭和57年度に購買事業が0.587，販売事

業が0.128であったが，平成3年度は購買事業が

0.567とほとんど変化なかったが，販売事業が0.000

と大幅に下げ，共済事業が0.301と上昇したことで

経営効率性が結果的に変化しなかった。仮想生産要

素については昭和57年度に労働が0.852，資本が

0.148と労働が相対的に高く評価されたが，平成3

年度は労働が0.506，資本が0.494と両者が括抗し

た評価がされた。

多度志町:経営効率性は昭和57年度が0.8355，

平成3年度が0.8348とほとんど変化は見られない。

仮想生産物は昭和57年度に購買事業が0.560，共済

事業が0.147，販売事業が0.128で購買事業が最も

高く評価されたが，平成3年度に販売事業が0.418

に上昇したにもかかわらず，購買事業が0.186と大

幅に低下したため経営効率性は下落した。仮想生産

要素について，労働は昭和57年度が0.760，平成3

年度が0.913と労働が相対的に高く評価された。

旭正:経営効率性は昭和57年度が0.8157，平成

3年度が0.8055とほとんど変化は見られない。仮想

生産物は昭和57年度に購買事業が0.674，信用事業

が0.135と購買事業が高く評価されたが，平成3年

度に信用事業が0.317に上昇したにもかかわらず，

購買事業が0.488と大幅に低下したため経営効率性

は下落した。仮想生産要素について，労働は昭和57

年度が0.837，平成3年度が0.776と労働が相対的

に高く評価された。

永山:経営効率性は昭和57年度が0.9975，平成

3年度が0.6657と大幅に低下した。仮想生産物は昭

和 57年度に購買事業が0.770，信用事業が0.172と

購買事業が高く評価されたが，平成3年度は共済事

業が0.255に上昇したにもかかわらず，購買事業が

0.229と大幅に低下したため経営効率性は下落し

た。仮想生産要素について，労働は昭和57年度が

1.000，平成3年度が0.766と労働が相対的に高く評

価された。
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e)グループ4

グループ4に分類された農協は昭和47年度以外

には登場しないため，単年度の仮想、生産要素および

仮想、生産物の検討を行う。ただし，新琴似と峰延は

経営効率性が1.0000であるため除外する。

恵庭市:経営効率性は0.9451である。仮想生産要

素については労働が0.271，資本が0.729となって

おり資本が高く評価されている。仮想生産物は購買

事業が0.530，共済事業が0.174，信用事業が0.142

であり，購買事業が最も高く評価されながらも共済

事業や信用事業の金融部門の評価がでていることか

ら都市型に近い性格を現している。

厚真町:経営効率性は0.8816である。仮想生産要

素については労働が0.873，資本が0.127となって

おり労働が高く評価されている。仮想生産物は購買

事業が0.670，共済事業が0.113であり，購買事業が

最も高く評価されている。

朝日町:経営効率性は0.8776である。仮想生産要

素については労働が0.383，資本が0.617となって

おり，資本がやや高く評価されている。仮想生産物

は購買事業が0.558，共済事業が0.320であり，購買

事業が最も高く評価されている。

乙部町:経営効率性は0.8736である。仮想生産要

素については労働が0.941，資本が0.059となって

おり，労働が非常に高く評価されている。仮想生産

物は購買事業が0.759，販売事業が0.115であり，購

買事業と販売事業の農協本来の事業が高く評価され

ている。

愛別町:経営効率性は 0.8629である。仮想生産要

素については労働が0.850，資本が0.150となって

おり，労働が非常に高く評価されているo 仮想生産

物は購買事業が0.639，共済事業が0.224であり，購

買事業が最も高く評価されている。

石狩追分:経営効率性は 0.8622である。仮想生産

要素については労働が1.000となっており，労働の

み評価されている。仮想生産物は共済事業が0.758，

信用事業が0.104であり，共済事業が最も高く評価

されている。

中村:経営効率性は 0.8512である。仮想生産要素

については労働が0.812，資本が0.188となってお

り，労働が非常に高く評価されている。仮想生産物

は共済事業が0.415，販売事業が0.302，信用事業が

0.135であり，共済事業が最も高く評価されている。

士別市:経営効率性は0.8476である。仮想生産要

素については資本が1.000となっており，資本のみ

評価されている。仮想生産物は共済事業が0.680，購

買事業が0.168であり，共済事業が最も高く評価さ

れている。

木古内町:経営効率性は 0.8311である。仮想生産

要素については労働が1.000となっており，労働の

み評価されている。仮想生産物は購買事業が0.784，

販売事業が0.047であり，購買事業が最も高く評価

されている。

上川町:経営効率性は0.8249である。仮想生産要

素については資本が1.000となっており，資本のみ

評価されている。仮想生産物は購買事業が0.587，共

済事業が0.238であり，購買事業が最も高く評価さ

れている。

厚沢部町:経営効率性は0.8163である。仮想生産

要素については労働が0.911，資本が0.089となっ

ており，労働が非常に高く評価されている。仮想生

産物は購買事業が0.644，共済事業が0.151，販売事

業が0.021であり，購買事業が最も高く評価されて

いる。

野幌:経営効率性は0.7948である。仮想生産要素

については労働が0.121，資本が0.879となってお

り，資本が非常に高く評価されている。仮想生産物

は共済事業が0.399，信用事業が0.396と両者とも

ほぽ同水準となっており，都市型農協の性格を示し

ている。

上磯町:経営効率性は0.7930である。仮想生産要

素については労働が0.050，資本が0.950となって

おり，資本が非常に高く評価されている。仮想生産

物は信用事業が0.793で，他の事業は評価されてい

ない。

鵡川町:経営効率性は0.7928である。仮想生産要

素については労働が0.913，資本が0.087となって

おり，労働が非常に高く評価されている。仮想生産

物は購買事業が0.646，共済事業が0.130，販売事業

が0.017となっており，購買事業が最も高く評価さ

れている O

剣調tl:経営効率性は0.7347である。仮想生産要素

については労働が0.934，資本が0.066となってお

り，労働が非常に高く評価されている。仮想生産物

は購買事業が0.598，販売事業が0.l37となってお

り，購買事業が最も高く評価されているo

多寄:経営効率性は0.6897である。仮想生産要素

については労働が0.268，資本が0.732となってお
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り，労働が高く評価されている。仮想生産物は信用

事業が0.361，共済事業が0.328と両者ともほぼ同

水準で評価されている。

f)グループ6

クやループ6に分類された農協は昭和57年度以外

には登場しないため，単年度の仮想、生産要素および

仮想生産物の検討を行う。ただし，旭川市北部と増

毛町は経営効率性が1.0000であるため除外する。

上士別:経営効率性は0.9702である。仮想生産要

素については資本が1.000となっており，資本のみ

評価されている。仮想生産物は共済事業が0.433，購

買事業が0.339，販売事業が0.198となっており，共

済事業が最も高く評価されている。

東旭川1:経営効率性は0.9261である。仮想生産要

素については資本が1.000となっており，資本のみ

評価されている。仮想生産物は共済事業が0.432，購

買事業が0.366，信用事業が0.128となっており，共

済事業や信用事業の金融部門の評価がでていること

から，都市型農協の性格を現している。

鷹栖:経営効率性は0.8727である。仮想、生産要素

については労働が1.000となっており，労働のみ評

価されている。仮想生産物は共済事業が0.726，購買

事業が0.114，信用事業が0.033となっており，共済

事業が最も高く評価されている。

渡島大野:経営効率性は0.8550である。仮想生産

要素については資本が1.000となっており，資本の

み評価されている。仮想、生産物は信用事業が0.391，

購買事業が0.264，販売事業が0.200となっており，

共済事業が最も高く評価されている。

幌加内町:経営効率性は0.8243である。仮想生産

要素については労働が0.857，資本が0.143となっ

ており，労働が高く評価されている。仮想生産物は

購買事業が0.608，信用事業が0.134，販売事業が

0.082となっており，購買事業が最も高く評価され

ている。

g) グループ7

ク+ループ7に分類された農協は平成3年度以外に

は登場しないため，単年度の仮想、生産要素および仮

想生産物の検討を行う。ただし，江部乙町，芦別市，

小平町は経営効率性が1.0000であるため除外する。

北長沼:経営効率性は0.9929である。仮想生産要

素については労働が1.000となっており，労働のみ

評価されている。仮想、生産物は販売事業が0.616，共

済事業が0.289，信用事業が0.089となっており，販

売事業が最も高く評価されている。

北野:経営効率性は0.8902である。仮想生産要素

については労働が0.818，資本が0.182となってお

り，労働が高く評価されている。仮想生産物は購買

事業が0.853，信用事業が0.037となっており，購買

事業が最も高く評価されている。

E.要約

本章では北海道の稲作地帯における農協の経営効

率性を DEA法により計量的にアプローチした。分

析結果から得られた知見を要約すれば以下の通りで

ある。まず第一に各年度の経営効率性は平均で昭和

47年度0.87l5，昭和57年度0.9005，平成 3年度

0.9152であるが，経営効率性は全体として時間の経

過にかかわらず上昇していないことが確認された。

また，全対象農協が各年度で実現している最も高い

経営効率性で事業活動できれば，全体で経営効率性

をおよそ 10%向上できる可能性がある。

第二に経営効率性と経営諸指標による相関分析の

結果，経営効率性が規模指標とほとんど相関関係、を

持たないことが明らかにされたが，一方要素生産性

指標は労働生産性・資本生産性とも有意な正の相関

関係を持つことから経営効率性を高める決め手と判

断される。特に労働生産性との高い正の相関関係を

持つ背景が職員一人当たり人件費との有意な正の相

関係数からも裏付けられよう。ただし，労働生産性

を向上させるには現状の農業情勢を見るまでもな

く，農協が容易に事業総利益を増やせる環境にはな

い(註13)。従って，分子に当たる事業総利益の増大

が望めない以上，現実の問題として分母になる職員

数の削減とともに職員の資質や能力の向上が労働生

産性を改善させるための方策とならざるを得なくな

る。これは職員の専門化につながり，実務的には人

員配置における適材適所および人事異動の問題と密

接に関わるものである(註14)。また財務状況も経営

効率性とは無縁でなく，経営の健全性の一つである

自己資本比率やコストのかかり具合を判断できる事

業管理費比率が経営効率性と有意な相関係数を持っ

たことはその証左と言える。

以上の分析結果から農協の経営効率性向上のため

には単に合併を行うなどして規模を拡大する前に，

まず現状の規模における経営上の問題点を十分に検

討し，それらを改善する努力が重要であることが示

唆される。
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註

(註1)本論文で述べる仮想生産要素および仮想生産物

は，一般的に DEA法で仮想入力および仮想出力と呼ば

れている。

(註2)外国での農協への適用例は Ferrieret al.15)がア

メリカの牛乳加工協同組合 (MilkProcessing Coopera. 

tives)を対象に DEA法を適用した実証研究が見られる

程度である。ただし，対象となったアメリカの牛乳加工協

同組合は日本型の総合農協ではなく，牛乳の加工・販売を

行う専門農協である。農協以外でDEA法を適用した実

証研究は以下のものがある。銀行に適用した研究は Vas.

siloglou1円万根・山岸・大川112)，万根111)がある。保険

会社に適用した研究は Mahaj印刷がある。図書館に適用

した研究は刀根110)，福川他聞，万根111)，枇々木叫がある。

百貨庖・スーパーに適用した研究は万根111)がある。通信

事業 (NTT等)に適用した研究は末吉9九矢田他119)が

ある。アメリカ空軍に適用した研究は Bowlin10)がある。

(註 3)DEA法の制約は回帰分析のように確立論的

(stochastic)な接近方法ではなく，決定論的 (deter.

ministic)な接近方法であるため，①効率的フロンティア

からの話離をすべて経営非効率とみなすこと，②回帰分

析のような統計的検定ができないことである。

(註4)Banker et al. 5 >， 刀根111)pp.58~59 を参照。

(註5)農協の事業活動は必ずしも事業総利益の最大化

が目的とはなっておらず，組合員の利益を大きくすれば

農協の利益は小さくなるトレードオフの関係にあり，農

協の労働生産性を大きくすると農家の利益をヲ|き下げる

ことも考えられる。よって，事業総利益の大小が経営効率

性を決める要因となり，個々の農協が手数料など農協の

運営費を組合員からどの程度徴収するかが経営効率性を

左右するという見方もあるが，本論文では農協が事業活

動で得た利益は農協の内部留保となるばかりでなく，組

合員に還元されるシステムとなっており，農協の利益が

直ちに組合員の利益を縮小させる関係にあるとは考えな

い。茂野94)や小沢82)等，従来の研究においても経営効率

性と手数料や運営費の関連性は分析されていなし弘

(註6)人件費は総額で経営効率性との相関をとったが，

予想したように各年度とも有意な相関係数は得られな

カ〉った。

(註7)米坂125)p. 162を参照。

(註8)稲作地帯の農協を対象とした既存研究の経営効

率性の平均はJ、沢聞が0.9600，長谷部他mが0.9412と

なっている。両者の研究の対象年は昭和63年度であり，

両者とも宮城県内の農協を分析したものである。ただし，

長谷部他27)は宮城県内の農協のうち職員数が100人以

上の大規模農協に分析対象を限定している。

(註9)本節の取り上げた指標以外に正組合員の利用率

(貯金，貸出金，購買供給高，販売高をそれぞれ正組合員

戸数で除したもの)の相関分析を行ったが，各年度とも有

意な相関係数は得られなかった。

(註10)労働生産性との関連で言えば，経営効率性を高

めようとすれば職員に要求される能力や知識が高度化す

ることは十分予想され，そのことが職員の資質向上やモ

ラール(士気)の増進を促し，職員一人当り人件費との相

関が有意に現れたと解釈される。ただし，単に給与面だけ

で職員のインセンティブが高まるわけではない。実際に

は適切な人員の配置や権限の下部委譲，成果応報システ

ムの導入で職員のやる気を引き出す体制作りが必要とな

る。

(註11)万根111)pp. 26~28 を参照。

(註12)万根111)pp. 162~ 167を参照。

(註 13)本論文では指導事業を分析対象の事業とはしな

かったが，無論指導事業が農協の事業総利益の動向に少

なからず貢献することは言うまでもない。指導事業を分

析対象の事業とはしなかった理由は，指導事業が販売事

業をはじめ各種の事業に対するコンサルタント的な役割

を担っており，本論文で取り上げた事業に対するイン

プットとして位置付けたためである。

(註14)経営効率性の計測で平成3年度に経営効率性が

1.0000あるいはそれに近い農協の実態調査を行ったと

ころ，人事異動に関する対応は特定の事業部門に長く配

置するものであった。例えば，当別町農協では異動に関し

て専門性を重視し，安易に全く異質な部門への配置替え

を行っていない。その理由は組合員農家の高学歴化とと

もに職員に高度な専門知識を要求されるからである。そ

のため異動周期も 5年と比較的長くとっている。苫前町

農協の場合も限られた少ない職員で事業を運営する理由

で専門性が要求され，管理職で最長7年異動のなかった

職員がいた。イチャン農協では職員の適性に合わせて金

融やAコープの庖舗に配置するケースと営農指導や販売

のように農業に直結した部門に配置するケースに大別

し，その中で職員の異動を行う体制をとっている。

v.規模拡大による農協の費用と経営効率性の変化
一費用関数と DEA法による広域合併の

シミュレーション分析ー

A.課題

III. およびN. では本道の稲作地帯における農協

の規模と範囲の経済性，経営効率性の特質を減反政

策導入以降に関し 3カ年度を対象に検討した。食

糧管理制度の庇護の下でも米の取扱を主体とする農

協の経営は徐々に困難さを増し，新食糧法の制定に

よる事実上の米の自由化は稲作地帯の農業経営のあ

り方に変化をもたらすばかりでなく，それと深いか

かわりを持つ農協の経営方針に大きな影響をもたら
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すと予想される。すなわち米の販売における産地問

競争が本格的に激しくなる一方であり，産地を支え

る農協の役割が大きくなっていく。このような農協

の経営力強化をはかるため，北海道農業協同組合中

央会(以下， JA北海道中央会と略す)は道内の農協

を37組合に統合する広域合併構想を立てた。

農協合併の目的は当該農協が基盤とする地域農業

を今後どのような方向に展開または再編すべきかと

いうことを前提に，①農産物のロット拡大による大

量取引の有利性・交渉力の強化，②資金量(貯金)・

資本金の増大による信用の向上，③農畜産物の加

工・貯蔵施設の共同利用施設の充実，④専門的・総

合的な指導体制の確立，⑤経営の合理化・効率化に

よる農協の経営基盤の強化を確立することが挙げら

れる。

ところで農協の広域合併に関する研究は事例分析

がほとんどで(註1)，合併に関するシミュレーショ

ンを扱った研究はごく僅かに過ぎない。その先駆的

な研究として飯国40)を挙げることができる。飯国40)

は長期費用関数の計測を通じて最適な合併の組み合

わせを得るための手法を提示し，山形県の庄内地域

(19農協)を対象に最適合併のシミュレーションを

行った。ただし最適合併の問題点は分析対象地域を

大きく拡げることができず，地域をかなり絞り込ま

なければならないことにある。その理由はたとえ計

測上最適な合併の組み合わせでも，組み合わされた

農協が近隣同士ではなく遠隔地同士になるなど実現

性の低いことが起こり得るからである。

川村53)はトランスログ複数財費用関数の推定に

よって岩手県下の農協を対象に合併前後の総費用の

変化から広域合併のシミュレーションを行ったが，

費用関数の推定結果があまり良好でないなどシミュ

レーション分析にはやや難点がある。

以上のように農協の広域合併に対するシミュレー

ションは研究の蓄積が乏しく，合併の最適な組み合

わせや費用変化により合併の適否を言及したにとど

まっているが，広域合併する前とした後の経営効率

性を比較検討した研究は見られない。ところでシ

ミュレーションをする意義は，現実の経済のように

実験不可能な事象を対象とする場合，モデルの変数

を操作することによって現実に起こるであろう現象

を実験的に観察することにある。農協や一般企業は

一度合併を行うと途中で一方の当事者の都合により

簡単に合併を解消することができない。よって，農

協が実際に合併をする前にシミュレーション分析を

行う意義は大きいと言える。そこで本章の課題は，

B.でシミュレーションに必要な費用関数を推定し，

C.で費用関数の計測結果から広域合併のシミュ

レーションを行い，合併することでどれほどの費用

を削減し得るのかという一つの判断材料を提供し，

D.では広域合併に踏み切った場合の経営効率性を

シミュレーションし，合併する前の(つまり現状の)

個別農協の経営効率性と比較することにより，広域

合併による経営効率性の変化を検討する。そしてE.

で本章の要約を述べることとする。

B. トランスログ費用関数の推定

農協合併の動機の一つは，一般に規模の拡大によ

りコスト削減を行うことと考えられる。従って合併

後のコストが合併前のコストを下回っていれば，そ

の場合合併した方が望ましいと言える。

これを農協Aと農協Bのケースについて合併前後

の総費用の変化を費用関数を用いて考える。ただし

次式の C，(j=A， B， A+ B)は農協iの総費用， Yjは

農協iの生産物，W，は農協iの生産要素価格である。

合併前農協A CA=C(YA，WA) 

農協B CB二 C(YB，WB)

合計 CA十CBニ C(YA，WA) 

+C(YB，WB) 

合併後農協A+B CA+B=C(YA+B，WA+B) 

となり，以下の関係が成立する場合，費用面からみ

て合併したほうが望ましいことになる。

CA +CB>CA+B 

これら合併した場合の総費用を推計するため， (5 

1 )式のように費用関数をトランスログ型に特定

化した。ただし，本章ではIIl.のようにトランスロ

グ複数財費用関数を採用せず，生産物を 1種類(全

事業部門の総計)とした。その理由は，①説明変数

を多くすると説明変数聞の相聞により引き起こされ

る多重共線性の問題が避けられないこと，②シミュ

レーションが計測結果からの外挿であるためできる

だけ良好な計測値を得る必要があること，③分析の

目的が事業部門聞の関係を見るのではなく，広域合

併による規模の拡大がどの程度総費用の変化(低減

または増大)をもたらすかに分析の焦点を置いてい

ることから，次式のような単純なモデルに特定化し

た。

1nC=α+β・1nY+y・1nw+0/2)・6・(InY)2 

+ (1/2)・ε・(lnw)2+s-・1nY・1nw+巴
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(5 -1) 

ただし， eは平均がゼロで分散が σ2の誤差項。

モデルの推定に当たって，費用関数とシェファー

ドの補題により導出されるコストシェア式との連立

推定を ZellnerのIterativeSeemingly Unrelated 

Regressionにより行う。

労働のコストシェアを Swと表せば，

S=y+ε・lnw十C・1nY (5-2) 

が労働のコストシェア式であり，コストシェア式の

計測には加法的誤差項を付けて行う。

費用関数の計測に用いられるデータは入手可能な

最新のものである平成6年度の『北海道農協要覧J
から主要な稲作地帯である石狩，空知，上川，留萌，

後志，渡島，桧山の各支庁管内の農協を対象とする。

最新のデータを使用する理由はシミュレーションが

将来の経済活動の予測値を得るためのものであるこ

とから，古いデータでは意味をなさないからである。

分析対象となる農協数は112であり(註2)，この中

には米を全く取り扱っていない農協も含まれる。と

いうのは実際の農協合併が稲作地帯といえども米取

扱高の高い農協同士が合併するとは限らず，米以外

の作物を主体とする農協と合併するなど相互補完的

な目的でなされることが少なくないためである。

総費用に事業管理費(千円)，生産物として事業総

利益(全事業部門の総計;千円)，賃金率として人件

費を職員数で除したもの(千円÷人)で費用関数を

計測した。

費用関数の計測結果は表5-1のとおりであり，符

号条件は全て満たされている。計測された関数の当

てはまりは，費用関数の決定係数が0.9667である

が，コストシェア式のそれは 0.1354と低くやや問題

はあるが，パラメータの有意性は切片を除くと概ね

10%水準で良好であるので，これらの推定結果を用

いて広域合併による費用変化に関するシミュレー

ションを行う。

C.広域合併に対する費用変化のシミュレーション
本節では費用関数の計測結果から合併した場合に

どのような総費用の変化が現れるかをシミュレート

するo シミュレーションの手順は前節で推定された

費用関数に各広域合併農協グループごとの事業総利

益の合計と賃金率(註3)を代入し，各広域合併農

協別の事業管理費を推定する。なおシミュレーショ

ンには合併後の賃金率を2種類に分けて行った。一

つは合併後の賃金率を合併参加農協のうち最も高い

表5-1 費用関数の計測結果とコストシェア式の結果
(平成6年度)

Table 5-1. Estimation Results of Cost Function 
and Cost Share (1994) 

ノfラメータ 計測値 t 値

a -3.13266 -1.13 

β 0.67543本 1. 73 

Y 0.56432事事 2.08 

3 0.03972+ 1.32 

ε 。.06325* 1.96 

C 0.02897**事 4.39 

費用関数の決定係数 0.9667 

コストシェア式の決定係数 0.1354 

註)*車場: 1 %有意，日:5%有意， *: 10%有意，

+: 20%有意

農協に合わせた場合であり，二つ目は合併後の賃金

率を合併参加農協の平均的な水準に設定された場

合，それぞれ合併後の総費用の変化がどうなるかを

検討するためである。このように賃金率を 2つの

ケースに分ける理由は賃金率の異なる農協が合併す

ると賃金率の低い農協を高い農協に合わせるこ左が

見られるからであるo

合併の組み合わせは現在JA北海道中央会で進め

ている 37広域JA合併構想をもとに稲作地帯を対

象として広域合併の費用変化を吟味する。ただし，

]A北海道中央会の広域合併構想は行政区分の支庁

を越えたものではなしあくまでも同一支庁内にお

げる市町村を越えた合併であることに留意する必要

がある。またシミュレーションの結果は農協の事業

遂行に関する経営上の技術や制度などの外生的条件

が変化しないという仮定に基づいている。従って，

これらの外生的条件が変化すればシミュレーション

結果が影響を受けることは言うまでもない。

表 5-2-1~5 はシミュレーションの結果を示した

ものである。

a.石狩支庁管内のシミュレーション

石狩管内は「札幌市内J，["石狩北部J，["石狩中央
部J，["南石狩」の 4つに農協を集約することが構想

されている。「札幌市内」は信用事業にウェイトを置

く農協グループであるが，これは賃金率を平均値お

よび最大値に設定しでも合併後の総費用が合併前の

それを上回る結果が得られた。「石狩北部」は稲作に

ウェイトを置きつつ，畑作物の協同を行うク、ループ
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表5-2-1 広域合併による費用変化のシミュレーションの結果(石狩)

Tab!e 5-2-1. A Prediction of Cost Change after Wide-ranging Ama!gamation (Ishikari) 

支庁
広域合併の

参加農協ク守ループ名

石狩 札幌市内 厚 55U 

石狩 札幌市内 北札幌

石狩 札幌市内 篠 路

石狩 札幌市内 札幌市

計4)

合併前に対する合併後の総費用の変化率

石狩 石狩北部 当別町

石狩 石狩北部 厚田村

石狩 石狩北部 西当別

石狩 石狩北部 石狩町

計

合併前に対する合併後の総費用の変化率

石狩 石狩中央部 野 幌

石狩 石狩中央部 江別市

石狩 石狩中央部 新篠津村

計

合併前に対する合併後の総費用の変化率

石狩

石狩

南石狩

南石狩

千歳市

恵庭市

小計

合併前に対する合併後の総費用の変化率

合併前の総費用1)

643650 

617085 

367357 

2811956 

4440048 

994449 

200072 

325707 

690610 

2210838 

576889 

938164 

867858 

2382911 

1064194 

1049878 

2114072 

(単位:千円)

合併後の総費用

賃金率を 賃金率を
最大値に設定2) 平均的水準に設定3)

5560616.2 4464821.1 

25.2% 0.6% 

2278432.5 2095836.7 

3.1% -5.2% 

2563414.9 2433178.9 

7.6% 2.1% 

1988038.0 1952536.2 

-6.0% 一7.6%

1 )合併前の総費用とは各広域合併のクVレープに参加予定の農協の事業管理費(平成6年度)である。

2 )合併後の費用について「賃金率を最大値に設定」とあるのは，各広域合併のグループにおける参加農協の賃金率

を参加農協のうち最も高い農協に統ーした場合に計測された費用を指す。

3) ["賃金率を平均的水準に設定」とあるのは，参加農協の賃金率を参加農協の人件費の合計を職員数の合計で除し

た数値を用いて計測された費用を指す。

4 )参加農協の欄にある「小計」とは参加農協の事業管理費の合計を示す。

であるが，合併後の賃金率を最大値に設定した場合，

合併前の総費用を若干上回ってしまうが，賃金率を

平均値に設定すると合併前より総費用は低下する。

「石狩中央部」の結果も「石狩北部」と同様に賃金

率を平均値に設定した場合で合併前よりも総費用が

下回っている。「南石狩」は賃金率を最大値と平均値

いずれに設定しでも合併前の総費用を下回った。

b.空知支庁管内のシミュレーション

空知管内は「南空知中部j.I南空知南部j，I中空

知東部j. I中空知西部j. I北空知」の 5つに広域合

併することが構想されているo これら 5つのグルー

プにおいて賃金率を最大値に設定したもので合併前

の総費用を下回ったものは皆無で，平均値に設定し

たものでは「中空知東部Jと「北空知jが合併前の

総費用を下回った。特に「中空知東部」は空知管内

でも兼業率が高く.I北空知」は販売事業を中心に広

域連合会を形成し一つにまとまった行動をとってい

る。

C. 上川支庁管内のシミュレーション

上川管内は「旭川市内j.I上川中央部j.I宗谷北

部j.I宗谷南部j.I富良野地区」の5つに広域合併
することが構想されている。これら 5つのグループ
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表 5-2-2 広域合併による費用変化のシミュレーションの結果(空知)

Table 5←2-2. A Prediction of Cost Change after Wide-ranging Amalgamation (Sorachi) 

合併後の総費用

賃金率を
最大値に設定

(合併前の総費用)

賃金率を
平均的水準に設定

広域合併の
グループ名

参加農協

蜂延 590110 

美唄市 1014171 

いわみざわ 2685364 

月形町 296763 

栗沢町 878838 

小計 5465246 6386501.9 5798538.4 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 16.95Va 6.15Va 

南空知中部

南空知中部

南空知中部

南空知中部

南空知中部

庁

知

知

知

知

知

支

空

空

空

空

空

ながぬま 1369968 

南幌町 1049233 

栗山町 920473 

由仁町 743874 

夕張市 777582 

小計 4861130 6556253.9 5917760.9 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 34.95Va 21.75Va 

南空知南部

南空知南部

南空知南部

南空知南部

南空知南部

知

知

知

知

知

空

空

空

空

空

芦別市 666863 

赤平市 273648 

滝川市 582479 

江部乙町 492283 

IJ、 言十 2015273 2109498.7 1909454.1 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 4.75Va -5.35Va 

中空知東部

中空知東部

中空知東部

中空知東部

知

知

知

知

空

空

空

空

奈井江町 555519 

下徳富 292334 

浦臼町 456824 

新十津川 680292 

砂川市 708662 

小計 2693631 3174335.1 2745236.5 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 17.85Va 1. 95Va 

中空知西部

中空知西部

中空知西部

中空知西部

中空知西部

知

知

知

知

知

空

空

空

空

空

沼田町 849513 

妹背牛町 740138 

深川市 497192 

雨竜町 665105 

秩父別 659538 

北竜町 655476 

納内 380295 

音江町 582546 

イチャン 641719 

多度志町 403524 

幌加内町 314632 

小計 6389678 6986029.3 6142064.2 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 9.35Va -3.95Va 

知

知

知

知

知

知

知

知

知

知

知

空

空

空

空

空

空

空

空

空

空

空

北

北

北

北

北

北

北

北

北

北

北

知

知

知

知

知

知

知

知

知

知

知

空

空

空

空

空

空

空

空

空

空

空
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表5-2-3 広域合併による費用変化のシミュレーションの結果(上}l1)
Table 5-2-3. A Prediction of Cost Change after Wide-ranging AmaIgamation CKamikawa) 

(合併前の総費用)
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合併後の総費用

賃金率を 賃金率を
最大値に設定 平均的水準に設定

参加農協

上

上

上

上

上

上

上

旭川市 1027825 

江丹別 122044 

東鷹栖 735833 

旭正 829970 

旭川市神居 511974 

西神楽 488931 

東旭川 789053 

小計 4505630 470926l.1 4299990.1 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 4.5% -4.6% 

広域合併の
グループ名

旭川市内

旭川市内

旭川市内

旭川市内

旭川市内

旭川市内

旭川市内

庁

1

1

1

1

1

1

1

 

1

1

!

!

!

!

!

 

支

当麻 718217 

比布町 507367 

北野 383509 

鷹栖 692357 

東川町 749007 

東神楽 873658 

上川町 358011 

美瑛町 1574419 

ィ、 言十 5856545 6375883.6 5063488.6 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 8.9% -13.5% 

上川中央部

上川中央部

上川中央部

上川中央部

上川中央部

上川中央部

上川中央部

上川中央部

ー

ー

ー

I

l

l

1

1

1

1

1

1

1

1

1

I
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l
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-
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-
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|
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川

草
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の

名

風

下

知

中

常

小

一

期
ゐ
じ士山中
一の一後
一
併
一
ム
口る

一
す
一
対

一
併
一
合

宗谷北部

宗谷北部

宗谷北部

宗谷北部

宗谷北部

宗谷北部

I

l

l

l

!

!

 

上

上

上

上

上

上

多寄 348801 

和寒町 607539 

剣淵 753844 

小計 1710184 2133355.8 1831057.4 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 24.7% 7.1% 

宗谷南部

宗谷南部

宗谷南部

|

|

|

 

!

!

!

 

上

上

上

上富良野町 1117473 

南富良野町 330101 

山部町 460979 

東山地区 572722 

富良野 2654859 

占冠村 105917 

中富良野 1223148 

小計 6465199 6628755.4 6172892.3 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 2.5% -4.5% 

富良野地区

富良野地区

富良野地区

富良野地区

富良野地区

富良野地区

富良野地区

J

1

1

1

1

1

1

 

上

上

上

上

上

上

上
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下回ったものはなかった。

e.後志支庁管内のシミュレーション

後志管内は「北後志」と「南後志Jの2つに広域
合併することが構想されている。「北後志」は賃金率

を最大値に設定しでも合併前の総費用を下回った。

一方， I南後志」は賃金率を最大値に設定すると合併

前の総費用を上回るが，平均値にすると下回った。

f.渡島支庁管内のシミュレーション

渡島管内は「渡島南部」と「渡島北部Jの2つに

近藤:総合農の事業効率正に関する計量経済学的研究

でも空知管内と同様に賃金率を最大値に設定し，合

併前の総費用を下回ったものは皆無で平均値に設定

したものでは「旭川市内jと「上川中央部J，I宗谷
北部」が合併前の総費用を下回った。

d.留萌支庁管内のシミュレーション

留萌管内は「留萌中南部」と「留萌北部」の 2つ

に広域合併することが構想されている。

留萌管内における 2つのグループはいず、れも賃金

率を最大値，平均値に設定しでも合併前の総費用を

表5-2-4 広域合併による費用変化のシミュレーションの結果(留萌・後志)
A Prediction of Cost Change after Wide-ranging Amalgamation (Rumoi and Shiribeshi) Table 5-2-4. 

合併後の総費用

賃金率を
最大値に設定

(合併前の総費用)

賃金率を
平均的水準に設定

広域合併の
クツレープ名

参加農協

留

留

留

留

留

留

苫前町 495609 

留萌市 355925 

小平町 257584 

増毛町 126093 

羽幌町 340369 

遠別 468253 

ィ、 言十 2043833 2195525.8 2073352.5 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 7.4% 1.4% 

留萌中南部

留萌中南部

留萌中南部

留萌中南部

留萌中南部

留萌中南部

庁

萌

萌

萌

萌

萌

萌

支

天塩 300826 

雄信内 141506 

小計 442332 502543.2 470063.7 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 13.6% 6.3% 

留萌北部

留萌北部

萌

萌

留

留

小樽市 151914 

赤井川村 177162 

仁木町 285386 

古艮 山 129381 

前田 410214 

小沢 46876 

小計 1200933 1161714.2 1073930.1 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 3.3% 一10.6%
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にとどまっており，総費用が 10%以上下回ったもの

は I農協しかないことが示された。一方，賃金率を

合併グループ内の平均的水準に抑えた場合には 22

合併農協中 14農協と半数以上の農協が合併前の総

費用を下回ることが明かとなった。ただし，賃金率

を平均的な水準にすることはグループ内の平均を上

回る農協の賃金率を引き下げることを意味し，職員

のモラールの低下による経営効率化の停滞が懸念さ

れるため，合併に踏み切る際にも農協内部の合意形

成や賃金率の引き下げをカバーする対策を十分にと

る必要が出てこよう。

D.広域合併による経営効率性のシミュレーション

次に本節では広域合併がなされた場合の農協の経

営効率性のシミュレーションを行う。分析対象は前

第 21巻北海道大学農学部邦文紀要

広域合併することが構想されている o I渡島南部」は

賃金率を最大値に設定すると合併前の総費用を上回

るが，平均値にすると下回った。また「渡島北部」

は賃金率を最大値に設定しでも両方とも合併前の総

費用を下回った。

g.桧山支庁管内のシミュレーション

桧山管内は「桧山南部」と「桧山北部Jの2つに
広域合併することが構想されている。「桧山南部」と

「桧山北部」は両者とも賃金率を最大値に設定しで

も合併前の総費用を下回った。

以上の結果をまとめると表5-3のようになり，農

協が広域合併の際，賃金率を合併グループ内の最も

高い農協に合わせると，合併後の総費用が合併前の

総費用を下回るものは 22合併農協中わずか 5農協
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表5-2-5 広域合併による費用変化のシミュレーションの結果(渡島・桧山)
A Prediction of Cost Change after Wide-ranging Amalgamation(Oshima and Hiyama) Table 5-2-5. 

合併後の総費用

賃金率を
最大値に設定

(合併前の総費用)

賃金率を
平均的水準に設定

広域合併の
グループ名

参加農協

渡

渡

渡

渡

渡

渡

渡

知内 382892 

木古内町 266873 

渡島大野 636845 

七飯町 792876 

函館市亀田 827556 

函館市 145791 

‘上磯町 346474 

小計 3399307 3520994.3 3227682.1 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 3.6% -5.0% 

渡島南部

渡島南部

渡島南部

渡島南部

渡島南部

渡島南部

渡島南部

庁

島

島

島

島

島

島

島

支

渡島森 444620 

八雲町 663223 

落部 116940 

長万部町 280154 

小計 1504937 1345845.7 1297751. 4 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 一10.6% -13.8% 

渡島北部

渡島北部

渡島北部

渡島北部

島

島

島

島

渡

渡

渡

渡

江差 235127 

厚沢部町 902106 

熊石町 128120 

小計 1265353 1157358.7 1132540.2 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 -8.5% 一10.5%

桧山南部

桧山南部

桧山南部

山

山

山

桧

桧

桧

瀬棚町 164056 

若松 253085 

ノj、 言十 417141 400865.0 397314.1 

合併前に対する合併後の総費用の変化率 3.9% -4.8% 

桧山北部

桧山北部

山

山

桧

桧
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節と同じ農協を用いる。ただし分析には，合併前の 果は表5-4と表 5-5に掲げたとおりである。

各農協における現状の経営効率性と比較し，検討す 表5-4は広域合併を行う前の各農協における現

る。経営効率'性の計測に用いられるモデルは CCR 状の経営効率性を示したものである。それによると

モデルとする。またN. と同様，農協の生産物とし 対象とする 112農協の平均値が0.8551，標準偏差

て信用，共済，購買，販売の 4事業の事業総利益(千 0.1160，最小値は 0.6236であり，そのうち経営効率

円)をとり，投入される生産要素は労働として職員 性が平均値を上回っているものは 51農協ある。ー

数(人)を，資本としてその他管理費(千円)をとっ 方，表5-5は各農協が広域合併したときの経営効率

た。広域合併後の計測に際して，生産物および生産 性を示したものである。経営効率性の平均値は

要素はそれぞれ各広域合併グループに属する農協の 0.9515，標準偏差は 0.0561，最小値は 0.8235であ

合計値を用いて経営効率性の計測を行った。計測結 る。両表の平均値などの統計量を見ると，合併した

場合の平均値と最小値が大きく，標準偏差が小さく

なっている。その理由はサンプlレ数が少ないものほ

ど全体の経営効率性が高めに出るという，DEAの方

法論上の性質による。従って，合併農協数が22農協

に集約された結果，全体的に平均値と最小値が大き

くなり，その分標準偏差が小さくなったと理解する

ことができる。

ところで広域合併前後における経営効率性の変化

を把握しやすいように表5-4に次のような印を付し

表5-3 広域合併による費用変化のシミュレーションの

結果のまとめ

Table 5-3. Summary of the Results from Predic-

tion of Cost Change aft巴rWide-ranging 

Amalgamation 

合併前に対する合併後の総費用の変化率

広域合併の 賃金率を最大 賃金率を平均的
支庁
グループ名 {直に設定 水準に設定

石狩札幌市内 0.6% 25.2% 

石狩石狩北部

石狩 石狩中央部

石狩南石狩

空知 南空知中部

空知 南空知南部

空知 中空知東部

空知 中空知西部

空知北空知

上川旭川市内

上川 上川中央部

上川宗谷北部

上川宗谷南部

3.1% 

7.6% 

6.0% 

16.9% 

34.9% 

4.7% 

17.8% 

9.3% 

4.5% 

8.9% 

10.8% 

24.7% 

上川 富良野地区 2.5% 

留萌 留萌中南部 7.4% 

留萌留萌北部 13.6% 

後志北後志 -3.3% 

後志南後志 4.6% 

渡島渡島南部 3.6% 

渡島渡島北部 一10.6%

桧山桧山南部 8.5% 

桧山桧山北部 -3.9% 
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た。

。…広域合併前後とも経営効率性が平均値以上の

農協

0…広域合併前には平均値未満であったが，合併

後に経営効率性が平均値以上となった農協

.…広域合併前には平均値以上であったが，合併

後に経営効率性が平均値未満となった農協

企…広域合併前後とも経営効率性が平均値未満の

農協

a.広域合併前後における経営効率性の計測

1 )経営効率性が広域合併前後とも平均値を上

回った農協群

経営効率性が広域合併前後とも平均値を上回った

農協は 36農協あり，広域合併グループごとに整理す

ると次のようになる。

札幌市内(厚別，北札幌，札幌市，篠路 4農協)

石狩中央部(野幌，南幌町，江別市 3農協)

渡島南部(函館市，函館市亀田 2農協)

渡島北部(長万部，渡島森，八雲町 3農協)

南空知中部(月形町，峰延，美唄市，栗沢町 4 

農協)

南空知南部(栗山町，夕張市，ながぬま，由仁町

4農協)

宗谷北部(風連 1農協)

宗谷南部(多寄，和寒 2農協)
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留萌中南部(増毛町，小平町，留萌市，苫前町，

羽幌町 5農協)

留萌北部(雄信内，天塩 2農協)

中空知東部(赤平市，芦別市 2農協)

上川中央部(比布町，上川町，当麻 3農協)

これらを見ていくと，札幌や函館などの都市部の

農協が多いことが見て取れる。

2 )広域合併前には平均値未満であったが，合併

後に経営効率性が平均値以上となった農協群

広域合併前には平均値未満であったが，合併後効

率性が平均値以上となった農協は 22農協あり，広域

合併グループごとに整理すると次のようになる。

渡島南部(渡島大野，上磯町，知内，木古内町，

七飯町 5農協)

石狩中央部(新篠津村 1農協)

宗谷北部(知恵文，中川町，名寄，常盤，下川町

5農協)

宗谷南部(剣測 1農協)

上川中央部(東川町，東神楽，鷹栖，美瑛町，北

野 5農協)

南空知中部(いわみざわ 1農協)

中空知東部(滝川市，江部乙町 2農協)

留萌中南部(遠別 1農協)

渡島北部(落部 1農協)

3 )広域合併前には平均値以上であったが，合併

後に経営効率性が平均値未満となった農協群

広域合併前には平均値以上であったが，合併後効

率性が平均値未満となった農協は 16農協あり，広域

合併グループごとに整理すると次のようになる。

桧山南部(江差，熊石町 2農協)

南後志(黒松内町，留寿都村，岩内町，蘭越町 4 

農協)

北後志(小樽市 1農協)

中空知西部(浦臼町，砂川市，下徳富 3農協)

旭川市内(旭川市，西神楽 2農協)

石狩北部(石狩町，西当別 2農協)

北空知(秩父別 1農協)

南石狩(恵庭市 1農協)

4)経営効率性が広域合併前後とも平均値を下

回った農協群

経営効率性が広域合併前後とも平均値を下回った

農協は 39農協あり，広域合併グループごとに整理す

ると次のようになる。

桧山南部(厚沢部町 1農協)

桧山北部(瀬棚町，若松 2農協)

南後志(喜茂別町，京極町，倶知安町，真狩村 4 

農協)

北後志(小沢，赤井川村，仁木町，前田，銀山 5 

農協)

中空知西部(新十津川，奈井江町 2農協)

旭川市内(旭川市神居，東旭川，東鷹栖，旭正，

江丹別 5農協)

石狩北部(厚田村，当別町 2農協)

北空知(北竜町，多度志町，音江町，イチャン，

妹背牛町，納内，雨竜町，沼田町，深川市，幌加内

町 10農協)

南石狩(千歳市 1農協)

富良野地区(山部町，上富良野町，富良野，中富

良野，南富良野町，占冠村，東山地区 7農協)

表5-4および表5-5から広域合併前に経営効率性

の高い農協は，広域合併後の農協自身も概ね経営効

率性が1.0000か，それに近くなることが確認され

た。

また，広域合併による費用変化と広域合併後の経

営効率性に関するシミュレーションの結果を表5-3

および表5-5に基づいてまとめると，広域合併によ

り総費用が低減できたとしても，経営効率的となっ

た広域合併クVレープは渡島北部，渡島南部，宗谷北

部の 3農協に過ぎず，広域合併で総費用が低減して

も同時に経営効率化されるわけではなく，広域合併

の推進とともに経営の合理化に向けた施策を策定し

なければ，広域合併後の効果的な経営展開が困難と

なる。

b.広域合併農協の生産要素および生産物の特徴

ここで広域合併前の農協の経営効率性の計測によ

り得られた労働と資本の仮想生産要素および4事業

の仮想、生産物を用いて各広域合併農協の生産要素と

生産物に関する特徴を明らかにする。仮想、生産要素

および仮想生産物は既述のとおり経営効率的農協で

は現れない。各農協の検討は，表 5-6-1~2 のように

広域合併グループごとに行う。

1)広域合併前における各農協の生産要素および

生産物

札幌市内:札幌市内は広域合併後の経営効率性が

1.0000となり，このグループの農協は西当別の経営

効率性が0.9444である外，すべて 1.0000となって

いる。ちなみに西当別の仮想生産要素は労働が

0.336，資本が0.664で，資本が労働よりも若干高く
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表 5-4 広域合併前(平成6年度)の個別農協における経営効率性
Table 5-4. Technical Efficiency of Each Agricultural Cooperative before Amalgamation (1994) 

順位農協名 広域グループ 経営効率性 合併後 11 順位

l 厚別 (札幌市内1.0000 (Qi 11 59 
1 北札幌 (札幌市内1.0000 (Qi 11 60 
1 野幌 (石狩中央部1.0000 (Qi 11 61 
1 札幌市 (札幌市内1.0000 (Qi 11 62 
1 長万部町 (渡島北部1.0000 (Qi 11 63 
1 江差 (桧山南部1.0000 ・11 64 
1 熊石町 (桧山南部1.0000 ・11 65 
1 黒松内町 (南後志‘0000 ・11 66 
1 留寿都村 (南後志1.0000 ・11 67 
1 岩内町 (南後志1.0000 ・11 68 
1 小樽市 (北後志1.0000 ・11 69 
1 南幌町 (石狩中央部 1.0000 (Qi 11 70 
1 栗山町 (南空知南部1.0000 (Qi 11 71 
1 月形町 (南空知中部1.0000 (Qi 11 72 
1 浦臼町 (中空知西部1.0000 ・11 73 
1 夕張市 (南空知南部1.0000 (Qi 11 74 
1 砂川市 (中空知西部1.0000 ・11 75 
1 ながぬま (南空知南部1.0000 (Qi 11 76 
1 風連 (宗谷北部1.0000 (Qi 11 77 
1 多寄 (宗谷南部1.0000 (Qi 11 78 
1 増毛町 (留萌中南部1.0000 (Qi 11 79 
1 小平町 (留萌中南部1.0000 (Qi 11 80 
1 留萌市 (留萌中南部1.0000 (Qi 11 81 
24 峰延 (南空知中部 0.9953 (Qi 11 82 
25 函館市 (渡島南部 0.9937 (Qi 11 83 
26 旭川市 仇E!!II市内 0.9919 ・11 84 
27 蘭越町 (南後志 0.9900 ・11 85 
28 比布町 (上川中央部 0.9846 (Qi 11 86 
29 赤平市 (中空知東部 0.9792 (Qi 11 87 
30 函館市亀田 (渡島南部 0.9707 (Qi 11 88 
31 下徳富 (中空知西部 0.9617 ・リ 89 
32 雄信内 (留萌北部 0.9614 (Qi 11 90 
33 石狩町 (石狩北部 0.9553 ・11 91 
34 篠路 (札幌市内 0.9444 (Qi 11 92 
35 西当別 (石狩北部 0.9444 ・11 93 
36 上川町 (上川中央部 0.9429 (Qi 11 94 
37 秩父別 (北空知 0.9258 ・11 95 
38 芦別市 (中空知東部 o. 9095 (Qi 11 96 
39 美唄市 (南空知中部 o. 9072 (Qi 11 97 
40 天塩 (留萌北部 0.9057 (Qi 11 98 
41 和寒町 (宗谷南部 o. 9033 (Qi 11 99 
42 由仁町 (南空知南部 0.9018 (Qi 11 100 
43 渡島森 (渡島北部 0.8919 (Qi 11 101 
44 栗沢町 (南空知中部 0.8818 (Qi 11 102 
45 苫前町 (留萌中南部 0.8699 (Qi 11 103 
46 八雲町 (渡島北部 0.8697 (Qi 11 104 
47 羽幌町 (留萌中南部 0.8683 (Qi 11 105 
48 江別市 (石狩中央部 o. 8665 (Qi 11 106 
49 西神楽 (旭川市内 0.8643 ・リ 107
50 当麻 (上川中央部 0.8605 (Qi 11 108 
51 恵庭市 (南石狩 0.8575 ・11 109 
一一面 設忌;云皇子一涙島両蔀 0.85泌 o一一一-11 110 
日 新十津川 (中空知西部 0.8536 ... 111 
54 瀬棚町 (桧山北部 0.8504 ... ILlE 
55 上磯町 (渡島南部 0.8468 0 
56 小沢 (北後志 0.8452 ... 
57 旭川市神居 仇且/11市内 0.8450 ... 
58 山部町 (富良野地区 0.8441 ... 

農協名

上富良野町

新篠津村
赤井川村

知恵文

北竜町
東旭川

喜茂別町

東川町

多度志町

中川町

剣初I
仁木町
東鷹栖

知内
音江町

奈井江町

前田
厚回村
イチャン

いわみざわ

名寄
東神楽

木古内町
妹背牛町

銀山

納内

滝川市

雨竜町
千歳市

落部

旭正
七飯町
富良野

当別町

常盤

遠別
沼田町

京極町

中富良野

江部乙町

倶知安町

鷹栖
深川市

南富良野町

若松
真狩村

美瑛町
厚沢部町

江丹別
下川町
占冠村

東山地区

幌加内町
北野

平均値
標準偏差
最大値

最小値

広域グループ

(富良野地区)

(石狩中央部)

(北後志)

(宗谷北部

(北空知)
(旭川市内

(南後志)
(上川中央部)

(北空知)

(宗谷北部)

(宗谷南部)

(北後志)

(旭川市内)

(渡島南部)

(北空知)
(中空知西部)

(北後志)

(石狩北部)
(北空知)

(南空知中部)

(宗谷北部)

(上川中央部)

(渡島南部)

(北空知)

(北後志)

(北空知)
(中空知東部)

(北空知)

(南石狩)

(渡島北部)

(旭川市内)
(渡島南部)
(富良野地区)

(石狩北部)

(宗谷北部)
(留萌中南部)

(北空知)
(南後志)

(富良野地区)

(中空知東部)

(南後志)

(上川中央部)

(北空知)

(富良野地区)

(桧山北部)

(南後志)

(上川中央部)

(桧山南部)
(旭川市内)
(宗谷北部)

(富良野地区)
(富良野地区)

(北空知)
(上川中央部)

経営効率性
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註1)表頭の「合併グループjは前掲表と同様，各農協が参加を予定している広域合併農協名を指す。

註 2)表中の恵庭市と渡島大野にヲ|かれた点線は経営効率性が平均値以上か来満かを識別するために区切ったものであるo

註 3)表頭の「合併後」にある印は後掲の表5-5の結果を加味して付したものである。それらの意味は次の通り。

。は広域合併前後とも経営効率性が平均値以上の農協

0は広域合併前には平均未満だったが，広域合併後に経営効率性が平均以上となった農協
.は広域合併前には平均以上だったが，広域合併後に経営効率性が平均未満となった農協

Aは広域合併前後とも経営効率性が平均値未満の農協
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表5-5 広域合併した場合の経営効率性のシュミレー

ション

Table 5-5. Prediction of Technical E伍ci巴ncyafter 

Amalgamation 

順位 広域農協名 経営効率性

札幌市内 1.0000 

1 石狩中央部 1.0000 

1 渡島南部 1.0000 

1 渡島北部 1.0000 

1 南空知中部 1.0000 

l 南空知南部 1.0000 

I 宗谷北部 1.0000 

1 宗谷南部 1.0000 

1 留萌中南部 1.0000 

留萌北部 1.0000 

11 中空知東部 0.9967 

12 上川中央部 0.9739 

13 中空知西部 0.9436 

14 北後志 0.9343 

15 旭川市内 0.9263 

16 南石狩 0.9170 

17 南後志 0.9114 

18 石狩北部 0.8955 

19 桧山南部 0.8782 

20 桧山北部 0.8670 

21 北空知 0.8651 

22 富良野地区 0.8235 

平均値 0.9515 

標準備差 0.0561 

最大値 1.0000 

最小値 0.8235 

註)表中の点線は経営効率性の平均値以上と未満を区
切ったものである。

評価されている。仮想生産物については購買事業が

0.354，信用事業が0.338，共済事業が0.157となっ

ており，購買事業と信用事業がほぼ同じ水準で評価

されている。

石狩北部石狩北部は広域合併後の経営効率性が

0.8955となり，このクゃループの農協の経営効率性は

石狩町が0.9553，篠路が0.9444，厚田村が0.7895，

当別町が0.7452となっており，経営効率的な農協は

見られない。仮想生産要素について労働が高く評価

されている農協は石狩町で1.000となっている。資

本が高く評価されている農協は篠路で0.753となっ

ており，他の農協は労働と資本がほぼ同じ水準で評

価されている。仮想生産物については信用事業が最

も高く評価されている農協は篠路のみで0.494と

なっている。共済事業では石狩町が0.644，厚田村が

0.330，当別町が0.378となっている。購買事業につ

いてはこれら 4農協の仮想生産物の値は

0.11~0 おとなっており，あまり高く評価はされて

いない。販売事業については当別町が0.124である

以外はほとんど評価されていない。

石狩中央部:石狩中央部は広域合併後の経営効率

性が 1.0000となり，このグループの農協の経営効率

性は野幌と南幌町が1.0000，江別市が0.8665，新篠

津村が0.8419となっている。江別市と新篠津村の仮

想生産要素は両者とも労働が0.7以上と評価されて

いる。仮想、生産物については江別市と新篠津村とも

に共済事業が0.4以上と最も高く評価され，次いで

購買事業が0.2となっている。

南石狩:南石狩は広域合併後の経営効率性が

0.9170となり，このグループの農協の経営効率性は

恵庭市が0.8575，千歳市が0.7717となっている。仮

想生産要素について恵庭市は労働が0.396，資本が

0.604，千歳市は労働が0.672，資本が0.328である。

仮想生産物については恵庭市と千歳市とも購買事業

が0.5以上と最も高く評価され，次いで信用事業が

0.2となっている。

南空知中部:南空知中部は広域合併後の経営効率

性が 1.0000となり，このグループの農協の経営効率

性は月形町が 1.0000，峰延が0.9953，美唄市が

0.9072，栗沢町が0.8818，いわみざわが0.7812と

なっている。仮想生産物について共済事業が最も高

く評価された農協は月形町と峰延が0.4以上となっ

ている。販売事業が最も高く評価された農協は栗沢

町が 0.358，いわみざわが0.269となっている。

南空知南部:南空知南部は広域合併後の経営効率

性が 1.0000となり，このグループの農協の経営効率

性は栗山町と夕張市，ながぬまが 1.0000，由仁町が

0.9018となっている。仮想生産要素について由仁町

は労働が0.673，資本が0.327となっており，労働が

高く評価されている。仮想、生産物については共済事

業が 0.319，販売事業が0.299，購買事業が0.283と

なっており，この 3事業はほぽ同じ水準の評価と

なっている。

中空知西部:中空知西部は広域合併後の経営効率

性が 0.9436となり，このグループの農協の経営効率

性は浦臼町と砂川市が1.0000，下富徳が0.9617，新
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十津川が0.8536，奈井江町が0.8036となっている。

仮想生産要素について下富徳と奈井江町の資本が

0.6に対し，新十津川の労働が0.645となっている。

仮想生産物について購買事業が最も高く評価されて

いる農協は奈井江町で0.630となっており，購買事

業は下富徳0.473，新十津川が0.330と評価されて

いる。

北空知:北空知は広域合併後の経営効率性が

0.8651となり，このグループの農協の経営効率性は

秩父別が0.9258と最高で， 0.80~0.89 の範囲にあ

る農協は北竜町，多度志町，音江町であり，

0.70~0.79 の範囲にある農協はイチャン，妹背牛

町，納内，雨竜町，沼田町，深川市であり， 0.70未

満の農協は幌加内町である。仮想生産要素について

労働が0.7以上となっている農協は秩父別，北竜町，

音江町，イチャン，妹背牛町，雨竜町，沼田町であ

り，資本が0.7以上となっている農協は深川市と幌

加内町の2農協である。仮想生産物について共済事

業が最も高く評価されている農協は音江町，妹背牛

町，雨竜町の 3農協である。購買事業は秩父別，イ

チャン，沼田町，深川市，幌加内町の 5農協である。

販売事業は北竜町のみである。

旭川市内:旭川市内は広域合併後の経営効率性が

0.9263となり，このグループの農協の経営効率性は

旭川市が0.9919と最高で， O. 80~0. 89の範囲にあ

る農協は西神楽，旭川市神居，東旭川，東鷹栖であ

り， 0.80未満の農協は旭正と江丹別の 2農協であ

る。仮想、生産要素について労働が0.7以上となって

いる農協は旭川市，東旭川，江丹別の 3農協である。

仮想、生産物について共済事業が最も高く評価されて

いる農協は旭川市と東旭川の 2農協である。購買事

業については西神楽，旭川市神居，旭正，江丹別の

4農協である。販売事業については西神楽と東鷹栖

の2農協である。

上川中央部:上川中央部は広域合併後の経営効率

性が0.9739となり，このグループの農協の経営効率

性は比布町と上川町が0.90以上で， 0.80~0.89 の

範囲にある農協は当麻と東川町であり， O. 70~0. 79 

の範囲にある農協は東神楽と東鷹栖であり， 0.70未

満の農協は美瑛町と北野である。仮想、生産要素につ

いて労働が0.7以上となっている農協は北野のみ

で，資本については当麻しかない。それ以外の農協

については資本が 0.5~0.6 の範囲の中にあり，労働

よりも若干評価が高い程度である。仮想、生産物につ

いて購買事業が最も高く評価されている農協は上川

町のみである。販売事業については比布町，当麻，

東川町，東神楽，美瑛町の 5農協である。

宗谷北部:宗谷北部は広域合併後の経営効率性が

1.0000となり，このグループの農協の経営効率性は

風連が 1.0000と最高で， 0.80~0.89 の範囲にある

農協は知恵文，中川町であり， 0.70~0. 79の範囲に

ある農協は名寄と常盤であり， 0.70未満の農協は下

川町である。仮想生産要素について労働が0.7以上

となっている農協は知恵文のみで，資本については

中川町，常盤，下川町である。仮想生産物について

購買事業が最も高く評価されている農協は中川町，

名寄，常盤の 3農協であるo 販売事業については知

恵文のみである。

宗谷南部:宗谷南部は広域合併後の経営効率性が

1.0000となり，このグループの農協の経営効率性は

多寄が 1.0000，和寒が0.9033，剣測が0.8213となっ

ている。仮想、生産要素について和寒は労働が0.708

に対し，剣測の労働は 0.646である。仮想生産物に

ついては両農協とも販売事業が最も高く評価されて

し3る。

寓良野地区:富良野地区は広域合併後の経営効率

性が0.8235となり，このグループの農協の経営効率

性は 0.9以上の農協がなく， 0.80~0.89 の範囲にあ

る農協は山部町と上富良野町で， o. 70~0. 79の範囲
にある農協は富良野，中富良野，南富良野の3農協

であり， 0.70未満の農協は占冠村と東山地区の 2農

協である。仮想、生産要素について労働が0.7以上と

なっている農協は富良野，中富良野，南富良野の3

農協であり，資本については山部町，上富良野町，

占冠村である。仮想、生産物について共済事業が最も

高く評価されている農協は中富良野のみである。購

買事業では山部町，上富良野町，富良野，南富良野，

占冠村である。

販売事業については東山地区のみである。

留萌中南部:留萌中南部は広域合併後の経営効率

性が1.0000となり，このグループの農協の経営効率

性は増毛町，小平町，留萌市が1.0000である。苫前

町は 0.8699，羽幌町は 0.8683，遠別は0.7425であ

る。仮想、生産要素について労働が0.7以上となって

いる農協は苫前町，羽幌町，遠別である。仮想、生産

物について共済事業が最も高く評価されている農協

は羽幌町のみで，購買事業については苫前町と遠別

である。
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表5-6-1 広域合併前の仮想生産要素および仮想生産物

Table 5-6-1. Virtual Production Factors and Produts before Amalgamation 

経営

効率ι性

1.0000 
1.0000 
1.0000 
0.9444 

0.9553 
0.9444 
0.7895 
0.7452 

1.0000 
1.0000 
0.8665 
0.8419 

0.8575 
0.7717 

1.0000 
0.9953 
0.9072 
0.8818 
0.7812 

1.0000 
1.0000 
1.0000 
0.9018 

0.9792 
0.9095 
0.7738 
0.7253 

1.0000 
1.0000 
0.9617 
0.8536 
0.8036 

0.9258 
0.8310 
0.8242 
0.8049 
0.7889 
0.7752 
0.7742 
0.7724 
0.7418 
0.7100 
0.6384 

0.9919 
0.8643 
0.8450 
0.8300 
0.8163 
0.7619 
0.6484 

0.9846 
0.9429 
0.8605 
0.8243 
0.7770 
0.7121 
0.6669 
0.6236 

広域グループ

(札幌市内)

(札幌市内)

(札幌市内)

(札幌市内)

(石狩北部)

(石狩北部)

(石狩北部)

(石狩北部)

(石狩中央部)
(石狩中央部)

(石狩中央部)

(石狩中央部)

(南石狩)

(南石狩)

(南空知中部)

(南空知中部)

(南空知中部)

(南空知中部)

(南空知中部)

(南空知南部)

(南空知南部)

(南空知南部)

(南空知南部)

(中空知東部)

(中空知東部)
(中窄知東部)

(中空知東部)

(中空知西部)

(中空知西部)

(中空知西部)

(中空知西部)

(中空知西部)

(北空知)

(北空知)

(北空知)

(北空知)

(北空知)

(北空知)

(北空知)

(北空知)

(北空知)

(北空知)

(北空知)

(旭川市内)

(旭川市内)

(旭川市内)

(旭川市内)

(旭川市内)

(旭川市内)

(旭川市内)

(上川中央部)

(上川中央部)

(上川中央部)

(上川中央部)

(上川中央部)

(上川中央部)

(上川中央部)

(上川中央部)

t 
7c 

仮想、生産物

共済購買

仮想、生産要素

労働資本 販

0.095 

0.009 
0.023 
0.000 
0.124 

0.056 
0.088 

0.000 
0.011 

0.232 
0.234 

0.532 
0.547 

0.400 
0.415 

0.010 
0.000 

0.178 
0.104 

0.315 
0.214 

0.230 
0.191 

0.604 
0.328 

0.770 
0.809 

0.396 
0.672 

0.079 
0.000 
0.358 
0.269 

0.246 
0.312 
0.168 
0.170 

0.482 
0.424 
0.091 
0.081 

0.188 
0.172 
0.265 
0.262 

0.221 
0.201 
0.339 
0.349 

0.779 
0.799 
0.661 
0.651 

0.299 

0.000 
0.000 
0.000 
0.082 

0.283 

0.878 
0.709 
0.599 
0.228 

。.319
0.000 
0.201 
0.010 
0.416 

0.000 

0.102 
0.000 
0.165 
0.000 

0.327 

0.496 
0.136 
0.239 
0.236 

0.673 

0.504 
0.864 
0.761 
0.764 
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0.331 
0.645 
0.344 

0.862 
0.732 
0.687 
0.756 
0.852 
0.783 
0.688 
0.776 
0.761 
0.288 
0.252 

0.816 
0.309 
0.433 
0.866 
0.308 
0.679 
0.718 

0.348 
0.471 
0.000 
0.322 
0.386 
0.440 
0.328 
0.874 

農協名

厚別
北札幌

札幌市

西当別

石狩町
篠路

厚凹村

当別町

野幌

南幌町

江別市

新篠津村

恵庭市

千歳市

月形町
峰延

美唄市

栗沢町

いわみざわ

栗山町

夕張市
ながぬま

由仁町

赤平市

芦別市
滝川市

江部乙町

浦臼町

砂川市

下徳富

新十津川

奈井江町

秩父別
北竜町

多度志町

音江町
イチャン

妹背牛町

納内
雨竜町
沼田町

深川市

幌加内町

旭川市

西神楽

旭川市神居

東旭川

東鷹栖

旭正
江丹別

比布町
上川町

当麻
東川町

東神楽

鷹栖

美瑛町

北野

0.354 

0.189 
0.115 
0.266 
0.221 

0.157 

0.644 
0.313 
0.330 
0.378 

用

0.338 

0.114 
0.494 
0.194 
0.023 

言
ロイ

0.664 

0.000 
0.753 
0.524 
0.501 

0.336 

1.000 
0.247 
0.476 
0.499 
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留萌北部:留萌北部は広域合併後の経営効率性が

1.0000となり，このグループの農協の経営効率性は

雄信内が0.9614，天塩が0.9057である。雄信内と天

塩の仮想生産要素について労働が0.5であり，資本

と同じ水準の評価となっている。仮想、生産物につい

て雄信内は信用事業が最も高く，天塩は購買事業が

最も高く評価されている。

北後志:北後志は広域合併後の経営効率性が

0.9343となり，このグループの農協の経営効率性は

小樽市が 1.0000と最高で， 0.80~0.89 の範囲にあ

る農協は小沢，赤井川村，仁木町であり， 0.70~0.79 

の範囲にある農協は前田と銀山である。仮想、生産要

素について労働が0.7以上となっている農協は前田

のみであり，資本については赤井川村のみである。

小沢，仁木町，銀山に関しては資本が 0.5~0.6 と

なっており，労働とほとんど評価が変わらない。仮

想生産物について信用事業が最も高く評価されてい

る農協は小沢と仁木町である。共済事業については

前田のみである。購買事業については赤井川村のみ

である。販売事業については銀山のみである。

南後志:南後志は広域合併後の経営効率性が

0.9114となり，このグループの農協の経営効率性は

黒松内町，留寿都村，岩内町が 1.0000で，蘭越町が

0.9900，喜茂別町が0.8270，0.8未満の農協は京極

町，倶知安町，真狩村である。仮想、生産要素につい

て労働が0.7以上となっている農協は倶知安町と真

狩村であり，資本については蘭越町と喜茂別町が

0.5~0.6 の範囲にある程度である o 仮想、生産物につ

いて購買事業が最も高く評価されている農協は蘭越

町，喜茂別町，倶知安町の3農協であり，販売事業

については京極町と真狩村である。

渡島南部:渡島南部は広域合併後の経営効率性が

1.0000となり，このグループの農協の経営効率性は

0.9以上の農協が函館市と函館市亀田である。経営

効率性が 0.80~0.89 の範囲にある農協は渡島大野，

上磯町，知内の 3農協であり， 0.70~0.79 の範囲に

ある農協は木古内町と七飯町の 2農協である。仮想、

生産要素が0.7以上となっている農協は皆無である

が，これらの農協は資本がすべて 0.5~0.6 の範囲に

ある。仮想生産物について信用事業が最も高く評価

されている農協は函館市亀田，渡島大野，木古内町

である。共済事業については上磯町のみで，購買事

業については知内のみである。販売事業については

函館市と七飯町の2農協である。

渡島北部:渡島北部は広域合併後の経営効率性が

1.0000となり，このグループの農協の経営効率性は

長万部町が1.0000と最高で，渡島森が0.8919，八雲

町が0.8697，落部が0.7694である。仮想生産要素が

0.7以上となっている農協は皆無であるが，渡島森

と八雲町は資本が 0.5~0.6 の範囲にあり，落部は労

働が0.645である。仮想生産物について購買事業が

最も高く評価されている農協は渡島森と八雲町で，

販売事業については落部が最も高く評価されてい

る。

桧山南部:桧山南部は広域合併後の経営効率性が

0.8782となり，このグループの農協の経営効率性は

江差と熊石町が1.0000で，厚沢部町が0.6583と

なっている。厚沢部町の仮想生産要素は労働が

0.531と資本と同じ水準の評価がされている。仮想、

生産物については購買事業が最も高く評価されてい

るo

桧山北部:桧山北部は広域合併後の経営効率性が

0.8670となり，このグループの農協の経営効率性は

瀬棚町が0.8504，若松が0.6993である。仮想生産要

素について瀬棚町は労働が0.560と資本と同じ水準

であるのに対し，蒼松は労働が0.749と高く評価さ

れている。仮想生産物について瀬棚町は購買事業が

最も高く評価されており，若松は共済事業が高く評

価されている。

2 )広域合併後における各農協の生産要素および

生産物

次に広域合併後の経営効率性の計測により得られ

た労働と資本の仮想生産要素および4事業の仮想生

産物を用いて各広域合併農協の生産要素と生産物に

関する特徴を明らかにする。仮想生産物が現れた農

協は経営効率性が 1.0000未満の 12グループであ

る。表5-7で仮想、生産要素のうち労働が現れている

農協は 10農協である。資本が現れている農協は 12

農協である。一方，仮想、生産物が現れている農協の

うち信用事業が現れている農協数は3農協，共済事

業は 6農協，購買事業は 10農協，販売事業は 6農協

である。各グループにおいて仮想生産物が最も高く

現れている事業は購買事業で6農協あった。次いで

販売事業と共済事業が各3農協となっており，信用

事業は皆無であった。

このことから概ね購買事業と販売事業の経済事業

によって経営効率性が決定されていると言えよう o

各グループを個別に見ていく。
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表5-6-2 広域合併前の仮想生産要素および仮想生産物(つづき)

Table 5-6-2. Virtual Production Factors and Produts before Amalgamation (Continu巴d)

経営 仮想生産要素 仮想、生産物

農協名 広域グループ 効率性 労働 資本 信用 共済 購買 販売

風 連 (宗谷北部) 1.0000 
知恵文 (宗谷北部) 0.8332 0.729 0.271 0.142 0.164 0.215 0.312 
中川町 (宗谷北部) 0.8239 0.290 0.710 0.007 0.017 0.533 0.266 

名 寄 (宗谷北部) 0.7799 0.345 0.655 0.256 0.146 0.304 0.074 

常 盤 (宗谷北部) 0.7450 0.293 0.707 0.000 0.000 0.533 0.212 
下川町 (宗谷北部) 0.6480 0.000 1.000 0.147 0.000 0.024 0.477 

多 寄 (宗谷南部) 1.0000 
和寒町 (宗谷南部) 0.9033 0.292 0.708 0.070 。.000 0.381 0.453 

責リ 調l (宗谷南部) 0.8213 0.354 0.646 0.149 0.000 0.274 0.398 

山部町 (富良野地区) 0.8441 0.267 0.733 0.006 0.018 0.546 0.274 
上富良野町 (富良野地区) 0.8423 0.288 0.712 0.000 0.014 0.553 0.275 
富良野 (富良野地区) 0.7602 0.856 0.144 0.000 0.000 0.457 0.304 
中富良野 (富良野地区) 0.7273 0.790 0.210 0.101 0.333 0.234 0.059 
南富良野町 (富良野地区) 0.7016 0.7l4 0.286 0.109 0.000 0.319 0.273 
占冠村 (富良野地区) 0.6456 0.286 0.714 0.000 0.000 0.646 0.000 
東山地区 (富良野地区) 0.6388 0.323 0.677 0.004 0.140 0.174 0.320 

増毛町 (留萌中南部) 1.0000 
小平町 (留萌中南部) 1.0000 
留萌市 (留萌中南部) 1.0000 
苫前町 (留萌中南部) 0.8699 0.868 0.132 0.000 0.233 0.637 0.000 
羽幌町 (留萌中南部) 0.8683 0.800 0.200 0.150 0.483 0.161 0.074 
透 男リ (留萌中南部) 0.7425 0.723 0.277 0.226 0.020 0.496 0.000 

雄信内 (儲萌北部) 0.9614 0.482 0.518 0.465 0.000 0.299 0.197 
天 塩 (留萌北部) 0.9057 0.428 0.572 0.000 0.087 0.730 0.089 

小樽市 (北後志) 1.0000 
小 沢 (北後志) 0.8452 0.403 0.597 。.324 0.134 0.303 0.084 
赤井川村 (北後志) 0.8379 0.271 0.729 0.000 0.000 0.598 0.240 
仁木町 (北後志) 0.8195 0.415 0.585 0.362 0.000 0.298 0.159 
目Ij 田 (北後志) 0.7986 0.788 0.212 0.102 0.407 0.199 0.090 
重良 山 (北後志) 0.7748 0.386 0.614 0.000 0.227 0.265 0.282 

黒松内町 (南後志) 1.0000 
留寿都村 (南後志) 1.0000 
岩内町 (南後志) 1.0000 
蘭越町 (南後志) 0.9900 0.406 0.594 0.338 0.173 0.388 0.091 
喜茂別町 (南後志) 0.8270 0.314 0.686 0.021 0.017 0.579 0.210 
京極町 (南後志) 0.7348 0.624 0.376 0.228 0.000 0.220 0.286 
倶知安町 (南後志) 0.7236 0.867 0.133 0.000 0.187 0.537 0.000 
真狩村 (南後志) 0.6723 1.000 0.000 0.000 0.000 0.332 0.341 

函館市 (渡島南部) 0.9937 0.499 0.501 0.282 0.000 0.000 0.712 
函館市亀田 (渡島南部) 0.9707 0.341 0.659 0.600 0.000 0.366 0.004 
渡島大野 (渡島南部) 0.8536 0.376 0.624 0.353 0.160 0.236 0.104 
上磯町 (渡島南部) 0.8468 0.484 0.516 0.247 0.341 0.156 0.103 
実日 内 (渡島南部) 0.8141 0.478 0.522 0.264 0.002 0.549 0.000 
木古内町 (渡島南部) 0.7760 0.398 0.602 0.335 0.000 0.297 0.144 
七飯町 (渡島南部) 0.7608 0.315 0.685 0.127 。.002 0.214 0.418 

長万部町 (渡島北部) 1.0000 
渡島森 (渡島北部) 0.8919 0.436 0.564 0.344 0.000 0.539 0.009 
八雲町 (渡島北部) 0.8697 0.356 0.644 0.045 0.000 0.734 0.091 
落 部 (渡島北部) 0.7694 0.645 0.355 0.254 0.071 0.133 0.312 

江 差 (桧山南部) 1.0000 
熊石町 (桧山南部) 1.0000 
厚沢部町 (桧山南部) 0.6583 0.531 0.469 0.102 0.000 0.556 0.000 

瀬棚町 (桧山北部) 0.8504 0.560 0.440 0.117 0.000 0.733 0.000 
若 松 (桧山北部) 0.6993 0.749 0.251 0.009 0.366 0.230 0.094 

註)農協の配列は 112農協の経営効率性の計測後，各広域合併グループごとに経営効率性の高い順から並べた。
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中空知東部は経営効率性が0.9967である。仮想生

産要素については労働が0.627，資本が0.373と

なっており，相対的に労働が高く評価されている。

仮想生産物については購買事業が0.997となってい

るが，他の3事業はいずれも 0.000となっているこ

とから購買事業が経営効率性を 100%決定してい

る。ただし，このクツレープが購買事業での取扱い状

況を見ると生産資材と生活物資の取扱高の比率がほ

ぼ半々である。

上川中央部は経営効率性が0.9739である。仮想生

産要素につりでは資本が1.000と労働は評価されて

いなし〉。仮想生産物については販売事業が0.807，次

いで共済事業が0.167となっており，販売事業が高

く評価されている。

中空知西部は経営効率性が0.9436である。仮想生

産要素については資本が0.774，労働が0.226と

なっており，資本が高く評価されている。仮想生産

物については販売事業が0.451，信用事業が0.275，

購買事業が0.217であり，販売事業が最も高く評価

されている。

北後志は経営効率性が0.9343である。仮想、生産要

素については資本が0.669，労働が0.331と労働よ

りも資本が若干高く評価されている。仮想生産物に

ついては共済事業が0.410，販売事業が0.310，購買

事業が0.214であり，共済事業が最も高く評価され

ている。

旭川市内は経営効率性が0.9263である。仮想生産

要素については労働が0.504，資本が0.496となっ

ており，労働と資本が同じ水準で評価されている。

仮想生産物については購買事業が0.432，共済事業

が0.343，信用事業が0.152となっており，購買事業

が最も高く評価されている。ただし，このグ?ループ

は生活物資の比率が60%と過半数を占めており，か

つ信用事業と共済事業のの仮想生産物の合計がおよ

そ0.50となっていることから都市型農協の性格を

強く示している。

南石狩は経営効率性が0.9170である。仮想生産要

素については労働が0.457，資本が0.543となって

おり，労働と資本が同じ水準で評価されている。仮

想生産物については購買事業が0.554，信用事業が

0.363である。このグループの購買事業は生産資材

と生活物資の取扱高の比率がほぼ半々であり，信用

事業にも仮想生産物が現れていることから都市型農

協に近い性格を示している。

南後志は経営効率性が0.9114である。仮想生産要

素については資本が1.000であり，労働は評価され

ていない。仮想生産物については販売事業が0.911

で，他の事業は 0.000となっており，販売事業のみ

が高く評価されている。

石狩北部は経営効率性が0.8955である。仮想生産

要素については労働が0.651，資本が0.349と資本

よりも労働が若干高く評価されている。仮想、生産物

については共済事業が0.609，購買事業が0.286と

なっており，共済事業が高く評価されている。

桧山南部は経営効率性が0.8782である。仮想生産

要素については労働が0.579，資本が0.421と資本

よりも労働が若干高く評価されている。仮想、生産物

については購買事業が0.534，共済事業が0.344と

なっており，購買事業が高く評価されている。

桧山北部は経営効率性が0.8670である。仮想生産

要素については労働が0.639，資本が0.361と資本

よりも労働が若干高く評価されている。仮想生産物

については購買事業が0.867で，他の事業は 0.000

となっており，購買事業が高く評価されている o

北空知は経営効率性が0.8651である。仮想生産要

素については労働が0.299，資本が0.701と労働よ

りも資本が高く評価されている。仮想生産物につい

ては共済事業が0.344，販売事業が0.292，購買事業

が0.229となっており，共済事業が最も高く評価さ

れているものの，信用事業以外の事業が経営効率性

に影響している。

富良野地区は経営効率性が0.8235である。仮想、生

産要素については労働が0.399，資本が0.601と労

働よりも資本が高く評価されている。仮想生産物に

ついては購買事業が0.534，次いで販売事業が0.290

となっており，経済事業が評価されている。

表 5-6-1~2 と表 5一7 の結果から経営効率性が

1.0000未満の農協について，生産物および生産要素

に関する特徴を広域合併前後で比較すると，以下の

ようになる。

広域合併前の仮想生産物における信用・共済・購

買・販売の各事業の大きさが広域合併後とほぼ一致

するものは石狩北部，南石狩，中空知東部，北空知，

桧山南部，富良野地区である。

仮想生産物における各事業の大きさが広域合併後

と一致するものは中空知西部が購買事業と販売事業

で，旭川市内が信用事業と購買事業，販売事業で，

北後志と桧山北部がともに購買事業と販売事業でー
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表5-7 広域合併による仮想生産要素および仮想生産物

Table 5-7. Virtual Production Factors and Produts after Amalgamation 

経営 仮想、生産要素

農 協 名 効率性 労働 資本

札幌市内 1.0000 

石狩中央部 1.0000 

渡島南部 1.0000 

渡島北部 1.0000 

南空知中部 1.0000 

南空知南部 1.0000 

宗谷北部 1.0000 

宗谷南部 1.0000 

留萌中南部 1.0000 

留萌北部 1.0000 

中空知東部 0.9967 0.627 0.373 

上川中央部 0.9739 0.000 1.000 

中空知西部 0.9436 0.226 0.774 

j七 後 志 0.9343 。.331 0.669 

旭川市内 0.9263 。.504 0.496 

南 石 狩 0.9170 0.457 0.543 

南 後 志 0.9114 0.000 1.000 

石狩北部 0.8955 0.651 0.349 

桧山南部 0.8782 0.579 0.421 

桧山北部 0.8670 0.639 0.361 

北 こク工包二 知 0.8651 0.299 。701
富良野地区 0.8235 0.399 0.601 

致している。

広域合併前の仮想生産要素における労働・資本の

大きさが広域合併後とほぼ一致するものは南石狩，

中空知東部，中空知西部，旭川市内，富良野地区，

北後志，桧山南部，桧山北部である。

また，広域合併前の仮想、生産物と仮想、生産要素の

大きさが広域合併後のものと一致しない農協は上川

中央部と南後志であった。

以上から広域合併前後における生産物と生産要素

の評価も一部の広域合併農協を除いて概ね一致する

ことが確認された。

E.要約

本章では，広域合併による農協のシミュレーショ

ンを，①総費用の変化，②経営効率性に関し分析を

行った。

まず第ーに，広域合併による費用低減効果は賃金

仮想、生産物

信用 共済 購買 販売

0.000 0.000 0.997 0.000 

0.000 0.167 。.000 0.807 

0.275 0.000 。.217 0.451 

0.000 0.410 0.214 0.310 

0.152 0.343 0.432 0.000 

0.363 0.000 0.554 0.000 

0.000 0.000 0.000 0.911 

0.000 。.609 0.286 0.000 

0.000 0.344 0.534 。.000
0.000 0.000 0.867 0.000 

0.000 0.344 0.229 0.292 

0.000 0.000 0.534 0.290 

率の設定により大きく異なることが示された。賃金

率を広域合併グループ内の最も高い水準に設定する

と，合併前よりも総費用が低減した合併農協は 5農

協にとどまり，賃金率を広域合併グループ内の平均

的な水準に設定しでも半数程度の合併農協しか総費

用を低減することができないことが示された。

第二に，広域合併の経営効率性のシミュレーショ

ンでは，合併後に経営効率的となった広域合併グ

ループ内の農協は合併前にも経営効率性が 1.000

か，またはそれに近い経営効率性を持つ農協の多い

ことが示された。

以上の分析から広域合併をして総費用が低減でき

たとしても，経営効率的となった広域合併ク。ループ

は渡島北部，渡島南部，宗谷北部の3農協に過ぎず，

広域合併の推進とともに合理化に向けた施策を策定

しなければ，効果的な経営展開が困難となる。

ところで本道の農協合併は府県に比べ立ち遅れて
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いると言われている。その重要な原因は役員の消極

姿勢と並んで既存の合併農協の中に十分な成果を上

げていない農協が少なからず存在することが挙げら

れる。合併による組合員の農協に対する親近感や組

合員聞の連帯感が希薄になったことは以前から言わ

れているが，広域化することによって通常農協の扱

う作目が多岐にわたり，営農指導体制の整備が困難

になること。従って，合併後かえってきめ細かい営

農指導が疎かにされるようになり，優良農家の農協

離れを招いていることも否定できない。このような

事態を未然に防ぐには合併農協が組合員とどう関

わって行くのか，本所・支所聞の機能分担方式に依

存するところが大きい。

また組合員同土はもとより，直接事業に従事する

職員聞の融和をどう図っていくのかなど解決すべき

課題は多い。

註

(註1)合併に関する事例研究は小野他77)，再他1町田

淵他山)，飯島他3ヘ坂下他89)，渡辺1円坂下他叫，板橋叫，

石田42)などがある。

(註2)分析対象とした 7支庁管内の農協数(平成6年

度)は 136組合あるが，このうち職員の全く存在しない農

協や推定結果を著しく不良とさせる農協が24組合あり，

やむを得ず除いた。そのためJA北海道中央会が計画し

ている広域合併の参加予定農協を厳密に網羅しておらず

若干異なるが，合併によってどの程度費用の変化が起こ

り得るかを知る意味ではある程度の参考となろう。

(註3)本文で述べている賃金率とは職員一人当たり人

件費を意味するため，厳密には職員一人当たり人件費水

準とすべきであるが，この語句を用いると煩雑さを来す

ため賃金率と呼称することとした。

VI.結 論

本論文では北海道の稲作地帯における総合農協を

対象として時系列的な観点から農協の事業効率性の

分析を行った。本章ではV. までの結果の要約とそ

れらに対する総合的な考察を加え，結論とする。

まずII.では稲作地帯の事業の推移を確認し， III. 

以降において以下の結果を得た。

日1.では稲作地帯の農協に対し規模の経済牲と範

囲の経済性をトランスログ複数財費用関数の計測を

通じて分析した。そこでは事業全体の規模の経済は

確認されたが，サンプル平均で計測された Ray平均

費用曲線の最適値は年を追うごとにその規模が減少

し，次第に規模拡大による費用逓減の効果は低下し

ている。つまり合併により得られる費用低減のメ

リットは減少している。農協経営の総合性の指標と

なる範囲の経済性については 3カ年度通じて範囲の

不経済が観測された。このことは従来稲作地帯の農

協に対し指摘されていた(経営の)総合性の発揮が

不十分であることを示唆するものである。また事業

に特定に規模の経済性では信用事業は3カ年度通し

て規模の経済が確認されなかったのに対し，共済事

業と購買事業は規模の経済が確認された。また販売

事業については昭和47年度において確認された。費

用の補完性を見ていくと 3カ年度を通して確認され

たのは購買事業と販売事業の間であり，それ以外の

事業聞の組み合わせに関しては明確な傾向は認めら

れなかった。

次にN. では稲作地帯の農協の経営効率性分析を

行った。経営効率性の平均値は統計的な検定の結果，

3カ年度とも上昇していないことが確認された。次

に，経営効率性がどのような要因によって規定され

るのかを規模指標，要素生産性指標，人件費指標，

財務指標により経営効率値との相関分析を行った。

その結果，経営効率性と規模とは相関関係は認めら

れず，規模の大きいことが経営効率性の向上に直結

するわけでないことが示唆された。要素生産性との

相関では 3カ年度とも労働生産性および資本生産性

が有意な正の相関関係を示した。このことは経営効

率性の向上が要素生産性の向上に深く関わっている

ことを表すものである。また人件費指標でも経営効

率性と有意な正の相聞を示し，職員一人当たりの人

件費が労働インセンティプに影響を与え労働生産性

の向上を通じて経営効率化に結び、つくことが示唆さ

れた。財務指標との相関については自己資本比率が

有意な正の相関を有し，自己資本比率が高まれば経

営効率性も向上することが言える。また事業管理費

比率については有意な負の相闘が得られ，コストを

節減することが経営効率化に寄与することが示され

7こ。

V. ではIII. およびN. の結果を踏まえて，今後

展開する広域合併に関する事業効率性のシミュレー

ション分析を行った。 JA北海道中央会が策定した

広域合併計画に基づいてシミュレーションした結

果，賃金率を広域合併農協聞で平均的な水準に設定

した場合には，半数以上の広域合併農協が合併前よ

りも総費用を低減させることが判った。しかし，実
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際の合併では賃金率を広域合併農協聞の最も高い水

準に設定される場合が少なくないことから，その場

合のシミュレーション結果は合併前よりも総費用の

低減が見られたものは 22農協中わずか 5農協しか

ない。従って，職員の賃金水準の設定如何によって

合併後の合理化にも重大な影響を与えることが明か

になった。また広域合併前に経営効率性の高い農協

は，広域合併後の農協も概ね経営効率性が 1.0000

か，それに近くなること，および広域合併前後にお

ける生産物と生産要素の評価も一部の広域合併農協

を除いて概ね一致することが確認された。

最後に北海道の稲作地帯における農協では従来か

ら経営における総合性の喪失が指摘され，前述のよ

うに本論文でも同様の結果が確認された。今一度総

合性の喪失，あるいは経営の空洞化とは何かを考え

てみる必要があろう。総合力の発揮を範囲の経済の

発現と捉えるならば，そこには転用可能な投入要素，

すなわち事業部門聞に共通の情報が共有されるはず

である。総合性の喪失は共有されるべき共通の情報

が乏しいことに他ならず，その原因のーっとして

個々の事業規模の零細性が挙げられるo 事業規模が

小さければ，当然事業に従事する職員が持つ事業上

の情報およびノウハウの蓄積が乏しくなる。このよ

うな状況に直面すれば，他の事業部門に転用し得る

要素が皆無に近くなり範囲の不経済をもたらしたと

考えるのが自然である。網羅する事業範囲が広く，

メリットがなければ「多芸は無芸」となり各事業が

共倒れになる危険性を内包している。総合性の発揮

には個々の事業規模の拡大による転用可能な情報財

の蓄積が望まれる。

また，経営効率性の向上はN.で明らかにしたよ

うに労働生産性が最も経営効率性を左右する要因で

あることが確認された。農協は経営効率性を向上さ

せるために合併して規模拡大が達成してそれで終わ

りというものでは決してない。合併することが目的

ではなく，合併を通じて規模拡大と同時に経営効率

化を図ることにより，以前にも増して組合員に奉仕

する農協に発展しなければその存在理由が問われか

ねない。

以上，本論文によって農協の事業効率性の大きさ

とその要因が明らかにされ，今後の農協合併に関す

る政策の展開方向に一定の指針が与えられたと考え

る。

摘 要

わが国の総合農協(以下，農協)を取り巻く経営

環境は金融の自由化をはじめとする各種の規制緩和

を背景に競争化している。本研究の目的は北海道の

稲作地帯における農協を対象として比較静学的な観

点、から農協の事業効率性の分析を行うことである。

1.では，本研究の課題設定と接近視角を述べ，

農協における事業効率性を分析する意義について既

存の研究のサーベイを通じて論じている。以下の章

ではわが国の食料基地として重要な位置を占める北

海道の稲作地帯の農協を分析の対象としている。

II.では，計量分析の予備的作業として昭和42年

度から平成6年度までの稲作地帯の農協の正組合員

の動向と事業の推移を統計的に分析した。正組合員

は減反直後から顕著に減少し，正組合員の減少は今

日も継続しているo また農協の各事業に関し，信用

事業の資金運用面では稲作地帯の農協は他の農業地

帯の農協と比べ農協独自の運用力が弱い。一方，共

済事業の収益性は増勢となった。特に畑作地帯との

比較で稲作地帯の収益性の低下が顕著となったもの

は購買事業と販売事業であった。

III. では複数財生産の理論を用いて北海道の稲作

地帯における農協の規模の経済性と範囲の経済性，

その他について検討した。昭和 47年度と昭和 57年

度，平成3年度のデータからトランスログ複数財費

用関数を計測し，以下の分析結果を得た。農協事業

全体の規模の経済は確認されたが， Ray平均費用曲

線の最適値は年を追うごとにその規模が減少し，規

模拡大による費用逓減効果は低下している。範囲の

経済性については3カ年度とも範囲の不経済の存在

が明かとなった。このことは，従来稲作地帯の農協

に対し指摘された総合性の発揮が不十分であること

を示すものである。事業に特定に規模の経済が確認

されたものは共済事業と購買事業のみであった。費

用の補完性について 3カ年度とも確認されたのは購

買事業と販売事業の聞であり，それ以外の事業聞に

関して明確な傾向は認められなかった。

N.では稲作地帯の農協の経営効率性分析を DEA

法により昭和47年度と昭和 57年度，平成3年度に

ついて分析した。経営効率性の平均値は統計的に 3

カ年度とも上昇していないことが確認された。経営

効率性を規定する要因を規模，要素生産性，人件費，

財務の各指標とし経営効率値との相関分析を行っ
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た。経営効率性と規模は相関関係は認められず，規

模の大小が経営効率性の向上に直結しないことが示

された。要素生産性との相関では労働生産性と資本

生産性に有意な正の相聞が示され，経営効率性の向

上が要素生産性の向上に深く関わっていることが明

らかにされた。また人件費も経営効率性と有意な正

の相闘を示し，経営効率化に結びつくことが示唆さ

れた。財務との相聞については自己資本比率が有意

な正の相聞を示し，自己資本比率が高まれば経営効

率性が向上し，事業管理費比率は有意な負の相関を

示し，費用の節減が経営効率化に寄与することが明

らかとなっている。

V. では1Il.と N. の結果を踏まえ，広域農協合

併に関する事業効率性のシミュレーション分析を平

成6年度のデータを用いて行った。北海道農業協同

組合中央会が策定した広域合併計画に基づき分析し

た結果(対象とした広域合併農協数は 22)，賃金率を

合併農協聞で平均的な水準に設定した場合，半数以

上の合併農協が合併前よりも総費用を低減させるこ

とが判った。しかし，実際の合併では賃金率を合併

農協聞の最も高い水準に設定される場合が多いた

め，その場合の結果は合併前よりも総費用の低減が

見られたものは 22農協中5農協しかない。従って，

職員の賃金率の設定如何により合併後の合理化に重

大な影響を与えることが明かになった。また経営効

率性を分析した結果，合併前に経営効率'性の高い農

協は，合併後の農協も概ね経営効率性が1.00(最も

経営効率的)か，それに近くなることが確認されて

いる。

VI.では， II.からV.までの分析結果を総合的

に考察し，結論としている。すなわち，北海道の稲

作地帯における農協は合併により事業規模を拡大し

て，競争性を高めることは重要であるが，同時に労

働生産性を向上させなければ，経営の効率化を図る

ことが困難であることを指摘している。
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Summary 

The purpose of this paper is to analyze the eco-

nomic efficiency of multi-purpose agricultural coop-

eratives (agricultural cooperatives for shortl， in 

Hokkaido's paddy region using comparative statics. 

Chapter 1 discusses the significance of analyzing 

the巴conomicefficiency of agricultural cooperatives 

with worsening managerial circumstanc巴sin mind 

by reviewing earlier studies. 1n this chapt巴r，we 

will define the economic efficiency as the efficiency 

of economics including the economies of scale， the 

economies of scope and the technical e伍clency.

Also， the agricultural cooperatives in Hokkaido's 

paddy region are the object of analysis in the fol-

lowing chapters 

Chapter 2 deals with the change in the number of 

r巴gularm巴mb巴rsand the benefits of business from 

1967-94 ahead of econometric analyses as below 

The number of regular members has decreased 

since the implementation of rice production control. 

Agricultural cooperatives in paddy regions have less 

ability to五nancefarmers than those in other agri 

cultural regions. Especially， the profitability of 

purchasing and marketing business in the paddy 

region has declined compared with that in the up 

land farming region. 

Chapter 3 analyz巴sthe multi-product economies 

of scale， the economies of scope and so on of agri-

cultural coop巴ratives. This will be don巴 employing

the multi-production theory with data from 1972， 

1982 and 1991. We could assure that the multi 

product economies of scale exist， however， the 

effect of decreasing costs is g巴ttinglower. Also， 

the diseconomies of scope exists and the cost com-

pl巴mentarityexists b巴tweenmutual insurance and 

purchasing business for these years 

Chapter 4 analyzes the technical e節ciencyof agri 

cultural cooperatives empJoying Data Env巴Jopment
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Analysis with data from 1972， 1982 and 1991. The tives than before amalgamation if the wage rate is 

average technical efficiency is not identified as im- set at a mean lev巴1among them. Also， our predic-

proving through these years statistically. W巴 cor- tions about the technical efficiency indicate that co-

related the technical efficiency with size， productiv- operatives that wer巴 highlyeffici巴ntbefore amalga-

ity of factors， personnel巴xpensesper capita and mation will be highly efficient after amalgamation 

financial indices， including ratio of net worth and Chapt巴r6 summarizes the results from chapter 2 

ratio of business administration expenses. Correla- to chapter 5， and states the conclusion. It is impor 

tion anlysis indicates that the cooperative size has tant for agricultural cooperatives in Hokkaido's 

no influence on its technical 巴伍ci巴ncy，while pro- paddy region to enlarge their business size and pro-

ductivity of factors， personnel expenses and finanー mote competence through amalgamation. How-

cial indices of agricultural coop巴rativesdo influence ever， unless they improve labor productivity simul-

the technical巴伍ciency. taneously， they will be confronted with the 

Using the data from 1994， chapter 5 predicts the di伍cultiesof improving the efficiency of their man-

change in total cost and the technical efficiency of agement 

agricultural cooperatives when they amalgamate. Finally this pap巴r shows the extent of the 

Th巴 results，based on the wide-ranging amalgama- economic efficiency of agricultural cooperatives in 

tion plan of the Hokkaido Prefectural Union of Hokkaido's paddy region and a definite direction 

Agricultural Cooperatives， indicate that the total for amalgamation of agricultural cooperatives in 

cost will be lower among amalgamating coopera- the future 


